
 

 



 

 

  



 

 

 

は じ め に 

 

この報告書は、2022 年度（一財）国際貿易投資研究所で実施した欧州経済研究会で、各

委員が発表した報告をまとめたものである。 

2022 年は、2 月にロシアがウクライナに侵攻し、情勢が激変してしまった。ロシアのい

う「特別軍事作戦」の目的は、ウクライナの東部 4 州のロシアへの編入、ウクライナでの

傀儡政権の樹立、ウクライナの NATO 加盟の阻止などともいわれるが、東部 4 州の形式的

な編入はできたものの、ウクライナ側及び国際的には承認されたものではなく、紛争は続

いており、ウクライナ側の本格的な反攻も始まっている。ロシアの侵攻が、いつ、どのよ

うな形で終息するのかは予測困難ともいえる 

こうした状況を踏まえ、第 1 章ではウクライナ支援策、ロシアへのエネルギー依存の変

化、EU の対ロシア制裁、EU のエネルギー政策の変化などを取り扱った。第 2 章では、ウ

クライナ戦争の影響を受けた EU 経済の現状について分析を行った。 

第 3 章では、特にドイツに焦点を当てて、エネルギー政策、その影響を受ける気候変動

対策について述べた。第 4 章はサステナビリティ―を巡る EU の動向を扱った。 

第 5 章は、コロナ禍からの回復過程におけるサプライチェーンの混乱及び、それに加え

てにウクライナ危機によりもたらされたエネルギー価格の上昇によるインフレの経済への

影響、また、EU と ASEAN の新たな関係について調査した。 

情勢の激しい変化のため、発表時の内容が現状とはかけ離れたものとなった点があるこ

とは否めない。このため、各章の冒頭に発表日を掲載することとした。 

本報告書が欧州経済に関心を持つ各位の参考になれば幸いである。 

 

2023 年 7 月 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

要                 旨 

 

第 1章 ロシアのウクライナ侵攻で揺れる欧州 

国際貿易投資研究所 

客員研究員 新井 俊三 

 

2022 年 2 月のロシアによるウクライナ侵攻は大きな影響をもたらした。米英を中心に西

側諸国はウクライナ支援を開始、EU も軍事支援とともに数度にわたる対ロ経済制裁を実

施している。対ロ経済制裁の対抗策として、ロシアはエネルギー資源の輸出を制限したた

め、価格が高騰、コロナ禍の回復過程でサプライチェーンの混乱などから進んでいたイン

フレが、さらに高騰した。 

EU はエネルギーのロシアへの依存から脱するため「リパワーEU」計画を策定し、省エ

ネ、エネルギー供給先の多角化、再生エネルギーへの移行の加速化などを進めている。

EU 各国もインフレ対策、エネルギー高騰対策として補助金の配賦、エネルギー関連の減

税などを実施している。 

エネルギーだけではなく、ロシアへの依存が高い物資もあり、また中国への警戒感が高

まる中、対中依存の引き下げも検討されており、サプライチェーンの見直しも始まろうと

している。 

 

 

第 2章 EU経済の現状と展望 

神戸大学名誉教授・摂南大学名誉教授 

久保 広正 

 

EU 経済は景況悪化に見舞われている。ウクライナ戦争によりエネルギー価格及び食料

品価格が上昇あるいは高止まりし、これが消費者マインドの悪化を招いているからである。

なお、こうした物価動向を受け、欧州中央銀行は引き締め政策を実施しつつある。欧州経

済を展望する際に、ポイントとなる第 1 は対ロシア制裁の影響であるが、少なくとも短期

的影響は大きくないとみられる。このため戦争が長期化し、EU においてもエネルギー・

食料価格の上昇・高止まりが持続し、EU 経済に対する悪影響が長引くとみられる。第 2



 

 

は、EU の輸出動向である。EU の主たる貿易相手国である米国・中国などの経済は 2023

年に入っても回復傾向にあるとはいいがたい。一方、ユーロの対ドル・レート安が続いて

はいるものの、その下落幅は大きくない。このため、輸出に景気回復の牽引役は期待でき

ない。こうした点を踏まえ、2022 年 11 月に発表された欧州委員会の経済見通しによれば、

EU 全体の経済成長率は、2022年の 3.3%から 23年には 0.3%へと低下するとされている。 

 

第 3章 エネルギー危機下のドイツ経済 

   エネルギー安定確保と気候目標達成の狭間で揺れる 

国際貿易投資研究所 

客員研究員 田中 信世 

 

2022 年 2 月 24 日に始まったロシアのウクライナへの軍事侵攻は、ドイツのロシアとの

経済関係を一変させた。米国や先進 7 カ国（G7）などと歩調を合わせる形で EU は対ロ制

裁を次々と打ち出し、エネルギー分野では石炭と石油の禁輸を取り決めた。これに対して

ロシアもドイツなどへのガス供給の停止を行うなど、EU とロシアの対立は深刻さを増し

ている。 

ロシア産天然ガスの供給停止がドイツ経済に与える打撃は深刻であり、ドイツの主要経

済研究所が合同で 22 年 9 月に発表した 24 年までの秋季経済予測では、23 年の実質 GDP

が前年比 0.4％減のマイナス成長、24 年は同 1.9％成長と予測している。さらにリスクシ

ナリオの下では、実質経済成長率は 23、24 年ともにマイナス 7.9％という大幅な落込みに

なると予測している。ロシア産天然ガス供給の全面停止のドイツ経済に与える深刻な打撃

を回避するため、ドイツ政府は、①天然ガスの代替輸入先の確保、②液化天然ガス

（LNG）輸入ターミナルの整備、③ガス貯蔵事業者に対する最低貯蔵率の義務化など、各

種の対策を大車輪で進めている。しかし、こうしたドイツや EU の対応策が一朝一夕に成

果をあげることは困難であることから、ドイツ政府は、石炭利用の一時的な拡大のほか、

22 年末までで稼働停止を決めていた原子力発電所の稼働期間の延長などを決定した。 

温暖化ガス排出削減による気候変動防止への取り組みは地球規模での至上命題あること

に変わりはないなかで、ロシアのウクライナ侵攻に伴うエネルギー危機がこれまでの世界

規模で進められてきた温暖化ガス削減に向けた取り組みにどのような影響を与えるのか懸

念される。EU の Fit for 55 やドイツが「改正気候保護法」（21 年 6 月）で定めた温室効果



 

 

ガスの削減目標、「30 年までに 90 年比で 65％削減、45 年にカーボンニュートラル」の達

成が、一時的にせよ困難になることが懸念されている。 

 

第 4章 サステナビリティを巡る EUの動向 

～人権 DD関連規制と 2国間 FTAの TSD規定を中心に～ 

日本貿易振興機構（ジェトロ） 

調査部主任調査研究員 田中 晋 

 

欧州委員会は 2022 年 2 月 23 日、「世界のディーセント・ワーク（働きがいのある人間

らしい仕事）」に関する方針を発表し、EU 域内外でディーセント・ワークを推進するため

の政策・イニシアチブや 2 国間政策などを示した。本報告では、日本を含む EU 域外にも

影響を与える「企業持続可能性デューディリジェンス指令案」や「強制労働製品の EU 域

内流通禁止規則案」の概要と欧州議会や EU 理事会での審議状況に加え、前者の情報開示

に関係し、23 年 1 月 5 日に発効した企業持続可能性報告指令の概要を紹介する。また、

EU は 2011 年以降に締結した新世代の自由貿易協定（FTA）や深化した包括的な自由貿易

協定（DCFTA）などの 2 国間貿易協定に、「貿易と持続可能な開発（TSD）に関する章／

規定」を組み込み、ILO の中核的労働基準の批准や国際的な温暖化対策に関するパリ協定

の遵守などを締約相手国に求める仕組みを構築してきた。この最新動向を整理した。 

 

第 5章 インフレの直撃を受ける EUの経済貿易概況（2022）と 

新たな段階に突入した EU・ASEANの通商関係 

京都産業大学 国際関係学部教授 

植原 行洋 

 

2022 年の EU の域外貿易は 4,312 億ユーロの赤字となった。エネルギー輸入が倍増した。

消費者物価指数は 2022 年に急伸し、中・東欧が影響を受けている。中小企業は、倒産回

避策、エネルギー価格の安定、復興・回復ファシリティーによるデジタル・グリーン化へ

の投資促進、第三国市場でのレベルプレイングフィールドの確保を EU に要望する。輸出

先として存在感があった中国は低い増加率となり、対ロシア輸出はマイナスに大きく転じ

た。自由貿易協定を締結する日本、韓国、そして ASEAN は輸出入とも安定した伸びを示



 

 

している。 

ASEANとの関係は双方が利益を分かち合うパートナーシップに変容している。EUは安

全保障・経済成長・持続可能な社会の文脈から ASEAN を取り込もうとする。2019 年シン

ガポール、2020 年ベトナムと FTA 発効、インドネシアとは交渉中である。EU ベトナム

FTA は、物品の市場アクセス、再生可能エネルギー分野の非関税障壁、投資の自由化・E

コマース、政府調達、貿易及び持続可能な開発（TSD）など包括的で、開発途上国との

FTA の標準形になるであろう。自由貿易主義が懐疑的になる中で、TSD を EU の通商交渉

の武器にしたベトナムでの成果は、欧州委員会の EU 内での交渉力を回復しているとの論

もある。EU のベトナム輸出額は発効前２年間から 16.1％増、ベトナムの EU 輸出額は同

18.4％増に拡大した。しかし、COVID-19前の水準には戻っていない。EU企業はASEAN

や加盟国との FTA 交渉加速を希望する。 
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第 1章 ロシアのウクライナ侵攻で揺れる欧州 

 

国際貿易投資研究所 

客員研究員 新井俊三 

 

2022 年 2 月 24 日ロシアはウクライナに侵攻した。ロシア側からは軍事侵攻ではなく、

特別軍事作戦と呼ばれているが、目的としてはウクライナの NATO 加盟阻止、東部 2 州の

ロシアへの編入完成あるいはウクライナでの傀儡政権の樹立などが挙げられている。 

当初は短期間で「作戦」は終了するとロシア側は目論んでいたが、ウクライナ側の予想

外の抵抗にあい、欧米等の支援もあって長期化。東部 4 州でいわゆる住民投票によりロシ

アへの編入を強行したが、ウクライナの反撃はやまず、占領された地域を取り戻す勢いで

ある。 

本稿ではウクライナ侵攻後の欧米等の支援、ウクライナ侵攻の影響、特にそれによりも

たらされたエネルギー危機、経済への影響、危機への対応、サプライチェーンなどへの影

響などについて述べていきたい。 

第 1 節 ウクライナ支援 

ウクライナ侵攻直後から欧米を中心にウクライナ支援が始まっている。米国はロシア軍

がベラルーシで演習を行っている頃から侵攻を予測し、情報戦、サイバー戦での協力を実

施してきたともいわれている。 

ウクライナ支援についてはドイツのキール大学世界経済研究所がウェブサイトで統計を

発表している。図 1-1 が軍事支援額、図 1-2 が財政支援額である。軍事支援では圧倒的に

米国が多く、初期に活躍が目立った対戦車砲ジャベリン（JAVELIN 歩兵携行式多目的ミ

サイル）、ウクライナの反攻攻勢に貢献しているハイマース（HIMARS 高機動ロケット砲

システム）などの例がある。 

ドイツについては、「紛争地には武器を輸出しない」という原則やそれまでの対ロ政策

から、はじめは軍用ヘルメットを提供するとしていたが、多方面から批判を浴び方針を変

更し、その後ゲパルト対空戦車、自走榴弾砲などを提供。10 月に入ってからはロシアから

のロケット攻撃が激化したのに伴い、最新の防空システム IRISを提供するようになった。 
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ここでは紹介していないが、キール大学のウェブサイトでは、対 GDP 比での支援率も掲

載されており、バルト 3 国、ポーランドなどロシアの脅威にさらされている国が上位を占め

ている。ウクライナからの（一時）避難民を多く受け入れているのも、ポーランドである。 

 

図 1-1. ウクライナへの軍事支援額 

 

図 1-2. ウクライナへの財政支援額 

 

出所：図 1-1，1-2 とも Ukraine Support Tracker | Kiel Institute (ifw-kiel.de) 

https://www.ifw-kiel.de/topics/war-against-ukraine/ukraine-support-tracker/?cookieLevel=not-set
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第 2 節 EU のロシア制裁 

EU はロシアに対し、8次にわたる制裁を科している。第 1次制裁を科したのは、ロシア

のウクライナ侵攻が始まる前の 2月 23日で、ドネツク、ルバンスクの独立を承認し、両州

（両共和国？）へロシア軍が進入したためである。8 次までの制裁は多岐にわたっている

が、主なものをあげると以下のとおりである。 

・家族を含む政府要人、オルガヒリ、ビジネスマン、扇動家、情報操作者など 115 組織

の 1,236 人に対する入国管理の厳格化 

・ロシア国債、債券などへの融資、購入の禁止 

・ロシア銀行の資産凍結 

・ロシア主要銀行の SWIFT（国際銀行間通信協会）からの排除 

・2014 年から開始された石油精製関連技術の輸出制限の厳格化 

・航空機及びその部品の輸出、販売、提供等の禁止 

 （ロシアの民間航空機の 4 分の 3は米国、EU、カナダ製であり、ロシアは次第に民間

機を国際標準で維持できなくなる。） 

・食糧、医薬品、エネルギーなどの必需品を除くロシア貨物の EU 内での取り扱い禁止 

・軍事使用目的及びハイテク製品の輸出禁止 

 （ドローン及びそのソフトウェア、半導体、先端電子製品、化学兵器用化学品、特殊

原料、産業機械など） 

・ロシア・エリート向け奢侈品輸出禁止 など 

出所：EU sanctions against Russia following the invasion of Ukraine (europa.eu) 

 

  制裁の効果であるが、エネルギー価格の高騰により、輸出数量減が一部カバーされてお

り、またエネルギー資源の支払いをルーブルで要求し、ルーブルの下落を防ぐなどの対策

も取られているため、効果がそれほどでもないともいわれていた。マクドナルドやスター

バックスが撤退した後には後継の民族企業が現れて、日常生活にも大きな支障もないよう

に見受けられた。しかし最近の報道では、株、通貨、国債のトリプル安に見舞われている

ようで（日経電子版 2022 年 10 月 17 日）、制裁が徐々に効いてきたともいえる。軍事面で

は半導体等の不足により精密誘導兵器の追加生産に支障をきたしているともいわれている。 

  技術移転の停止で打撃を与えている例も紹介されている。サハリンの石油開発で、エク

ソン・モービルが撤退し、米国の技術者も引き上げたため石油生産がほとんど機能停止に

https://eu-solidarity-ukraine.ec.europa.eu/eu-sanctions-against-russia-following-invasion-ukraine_en
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陥っているという。スペシャリスト及び西欧、ドイツなどからの特殊なポンプなどは代替

できないと見込まれている。（Frankfurter Allgemeine Zeitung Online 2022.10.2） 

 

第 3 節 エネルギー情勢 

ロシアのウクライナ侵攻以前から天然ガス価格は上昇基調にあったが、侵攻後、ロシア

からの供給も減少し、急騰している。ロシア制裁の一環として、ロシアからの天然ガスの

輸入を制限するという議論もあったが、現状は制裁へのロシア側の対抗措置として天然ガ

スの供給制限、禁輸が使われている。 

 

 

図 1-3. EU のロシアからの天然ガス輸入（2021 年第 1 週～22 年第 4 週）  

（単位：100 万立方メートル）   

 

 注. 青線：ノルト・ストリーム (黒線：ウクライナ経由 灰色線：ポーランド経由)  

赤線：トルコ・ストリーム 

出所：Bruegel: ENTSO-E 
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図 1-4. 天然ガス、オランダ TTF 先物価格の推移 

 

出所：ICE 

 

コロナ禍からの回復過程で、生産活動の戻りの遅れ、物流の遅延などにより物価が上昇

していたが、ウクライナ侵攻によるエネルギー価格の高騰、ウクライナが小麦等の重要な

輸出国であることから食料価格も高騰し、インフレはさらに加速した。 

ユーロ圏のインフレ率（HICP）は 2021 年 9 月が対前年同月比 3.4％増であったのに対

し、22 年の 8 月は同じく 9.1％増、9 月は 9.9％となっている。エネルギーだけにみると

2021 年 9 月ですでに前年同月比 17.6％増であったが、22 年の 8 月は 38.6％増、9 月は

40.7％増となっている。 

欧州中央銀行（ECB）はインフレの高進を恐れ、米国の後を追うように 7月 0.5％、9月

0.75％と利上げに踏み切った。米国は利上げを続けており、米欧の金利差が開いたまま、 

ユーロの対ドルの値もパリティを割り込み、10 月 20 日現在、1 ユーロが 0.98 ドル前後

となっている。 
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 図 1-5. ユーロ圏のインフレ率 

  

出所：FT 

第 4 節 経済見通し 

欧州経済は、図 1-6 で見るようにコロナ禍から徐々に回復過程にあったが、ウクライナ

危機により減速。22 年 7 月発表の欧州委員会の経済見通しではユーロ圏の成長率を 22 年

は 2.6％、23 年は 1.4％としていたが、最近発表された IMF の見通しでは 22 年の成長率を

3.1％、23 年を 0.5％としている。23 年の成長率ではドイツ（▲0.3）、イタリア（▲0.2）。 

 

    図 1-6. ユーロ圏の四半期別成長率  

  

出所：Eurostat 
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表 1-1. 欧州委員会の夏季経済見通し 2022 年 7 月 

 

出所：European Commission; European Economic Forecast Summer 2022 (Interim) 

 

表 1-2. 世界経済見通し(IMF)  

 

出所：IMF；World Economic Outlook 2022 年 7 月 

第 5 節 エネルギー危機への対応  

1．EU のエネルギー情勢 

2021 年の EU はガス消費の 90％以上を輸入に頼っており、そのうち 45.3％がロシアか
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らである。また、EU の石油輸入の 27％、石炭輸入の 46％がロシア産であり、エネルギー

資源のロシア依存が高い。 

EU 各国のエネルギー源は国による違いも大きく、ロシアへの依存もさまざまである。 

図 1-7 は各国の電源構成を見たものである。化石燃料（Fossil fuels）の内訳、石炭か石

油か、あるいは天然ガスかの区別がないのが残念であるものが、各国の特徴は読み取れる。

原子力への依存度が高いのはフランス、フィンランド、ベルギーで、それ以外では旧東欧

のチェコ、ブルガリア、スロベニア、スロバキアなどである。山岳地があり、水資源に恵

まれた国々、スウェーデン、ルクセンブルグ、オーストリア、クロアチア、ラトビアなど

ではやはり水力発電が多い。 

 

 図 1-7. EU 各国の電源別構成  

 

出所：Eurostat 
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表 1-3 は EU 主要国及びロシア周辺国のロシア産天然ガスの輸入依存度の推移を示した

ものである。主要国ではドイツ、イタリアなどの依存度の高さが目立つ。 

注目すべきはリトアニアである。IEA の資料によれば同国は 2020 年には 50.5％をロシ

アから輸入していたが、22 年の 4 月、エネルギー相がロシアのガスに依存しない EU 最初

の国になると発表した。これには周到な準備があった。2006 年から 09 年ごろまで続いた、

ロシア産天然ガスのウクライナでの価格あるいはパイプライン通行料を巡る紛争から、ロ

シアにエネルギーを依存する危険を懸念したリトアニアは、2007 年に脱ロシアを議会で決

定、その後 LNG 輸入ターミナルなどを建設している。（Zeit online 2022.4.5） 

（リトアニアについては 再エネ投資などエネルギー多角化に取り組む（エストニア） 

| エネルギー安全保障の強化に挑む欧州 - 2022 - 特集 - 地域・分析レポート - 海外ビジネス

情報 - ジェトロ (jetro.go.jp) 参照） 

 

表 1-3. EU 主要国及びロシア周辺国のロシアへの天然ガス輸入依存度 

 

出所：IEA 資料から筆者が作成 

 

（1）リパワーEU（REPowerEU） 

ロシアのウクライナへの軍事侵攻を受けて、天然ガス価格が高騰、欧州委員会は 3 月 8

日、ロシアへのエネルギー資源の依存から脱却するための計画「リパワーEU」を発表し、

欧州理事会もこれを承認した。欧州委員会はさらに、5 月 18 日「リパワーEU」計画の詳

細を発表した。同計画は（1）エネルギーの効率化などによる省エネ、（2）エネルギー供

給の多角化、（3）再生可能エネルギーへの移行の加速化を計画の柱としている。 

欧州委員会は「リパワーEU」を、2030 年温室効果ガス削減目標を達成するための政策

(単位：％） 1990 2000 2005 2010 2015 2020

ドイツ 38.4 38.9 41.2 37.5 56.1 45.7 2017年には69.1％を記録

フランス 32.4 28.9 19.8 14.0 14.6 20.0

イタリア 29.1 29.7 27.0 18.0 41.0 40.9

ポーランド 75.8 54.1 46.1 62.3 52.7 46.4

ギリシャ 0 52.5 82.9 52.5 61.0 38.9 1996年に15.6％

ハンガリー 58.2 66.6 59.6 75.9 72.0 100.0

フィンランド 2019年までは100％、2020年は67.8％

エストニア 2018年までは100％、2020年は46.3％

ラトビア 70～100％

リトアニア 2014年まではほぼ100％、2015年85.5％、2016年39.3％、2020年50.5％

特記事項

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/0802/b1ffb81482bd131e.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/0802/b1ffb81482bd131e.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/0802/b1ffb81482bd131e.html
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パッケージ「Fit for 55」に上乗せする政策と位置付けている。 

再生可能エネルギーについては、各国は復興基金（次世代 EU）を使うなどして、計画

の拡充、加速化を行っている。 

省エネについては、7 月に EU 加盟各国は、天然ガスについて 8 月から 2023 年の 3 月末

まで、過去 5 年間の平均使用量の 15％を自主的に削減することで合意した。（欧州理事会

プレス・リリース 26/07/2022）。各国も削減策を発表している。フランスはエアコンの温

度制限を設け、屋外照明なども規制する。スペイン政府は 8 月 1 日、エアコンの設定温度

を夏は 27℃以上、冬は 19℃以下とする規制を閣議決定した。ドイツも温水プールを規制

するなどを実施する。（「欧州で節電規制相次ぐ 石炭火力発電も再稼働」日本経済新聞オ

ンライン 8 月 11 日付） 

天然ガスの備蓄も始まっている。欧州委員会は 2022 年 11 月までにガス貯蔵設備の上限

8 割の備蓄、2023 年 11 月以降は 9 割まで引き上げる規則案を提出している。ドイツでは 

11 月 1 日の目標を 95％と設定したが、すでに 10 月 13 日に達成している。 

 

図 1-8. ドイツのエネルギー事情 

電力源       電力価格     天然ガス消費量   ガス価格  

 

 ディーゼル価格    ガソリン価格  天然ガス貯蔵率   天然ガス輸入 

出所：Frankfurter Allgemeine Zeitung Online 2022 年 10 月 16 日 
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供給の多角化については、欧州委員会はじめ、各国首脳も外遊などを行い、天然ガス確

保に努めている。3 月 25 日 EU と米国は、エネルギー協力の拡大で合意をした。米国は他

国と協力して 2022 年に 150 億㎥（約 1,100 万トン）の天然ガスを EU に追加供給する。

EU 側は 30 年までに 500 億㎥を米国から受け入れられるよう、受け入れ施設や制度の整備

を進める。（日本経済新聞オンライン 2022/3/25） 

6 月にはイスラエルがパイプラインでつながっているエジプトに天然ガスを輸出し、そ

れを液化して LNG として欧州に輸出することで合意をした。 

ドイツでは、ロベルト・ハーベック経済気候保護相が 3 月にカタール、UAE を訪問、カ

タールとの間ではエネルギー・パートナー・シップを結び、長期の供給を確保した。8 月

にはショルツ首相がノルウェー、スウェーデンを訪問、安全保障についての会談でもあっ

たが、ノルウェーではガスの供給について合意。また、ハーベック経済気候保護相を伴い、

カナダを訪れ、水素の共同開発などを議論したが、天然ガスの供給についても依頼をして

いる。 

新たなパインラインの開通、計画の決定などもみられる。9 月 27 日、ノルウェー～デン

マーク～ポーランド間の北海ガスパインラインの開通記念式典が行われた。このパイプラ

インによりノルウェー大陸棚のガスがポーランドまで輸送が可能となる。また、ドイツも

要望していたスペインとフランスを結ぶパインラインの建設も決定した。 

一方、ノルト・ストリーム 1 及び 2 が一部破壊されるという事件も起こっており、将来

再使用という事態になったとしても修理等の課題が残されている。 

天然ガスの供給源の多角化はあらたな問題も生んでいる。ドイツの場合、従来はパイプ

ラインだけで供給されてきたが、米国、カタールなどから LNG で入ってくるとなると、

貯蔵再ガス化設備が必要となる。陸上では建設が間に合わないので、船上設備を使用する

こととなり、現在計 5 基が建設中である。フランスとドイツの間で、ガス・電力交換協定

が結ばれたが、これはフランスに LNG 基地があり、海外からの受け入れが可能であるこ

とにもよる。 

フランスが電力の輸入が必要なのは、フランスの原発が修理中のものが多く、また 2022

年の夏の干ばつで、原発の周辺にある川の水位が下がり、冷却水が使用できず一時運転を

取りやめたことも関係している。 

ロシアからの天然ガス供給の削減、停止は後ろ向きの対策を強いられてもいる。ドイツ

では停止していた石炭・褐炭発電所を再稼働させ、CO₂削減に逆行しているし、2022 年中
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に停止予定であった原子力発電所 3 基を 2023 年 3 月まで稼働させることで決定した。3 党

連立政権で原発反対の緑の党と原発稼働延長を主張する経済界よりの自由民主党が対立す

るなか、社会民主党のショルツ首相が決断した。 

原子力発電所については、ベルギーが2025年までに停止するとしていた政策を変更し、

7 基あるうちの 2 基についてはエネルギー情勢次第では稼働を延期するとしている。原子

力発電を推進しているフィンランドはやっと新しい原発が稼働しはじめたが、建設期間が

長期化したことと建設コストが想定以上に高騰したことが問題である。 

第 6 節 エネルギー高騰対策  

各国ともエネルギー価格、食料価格等の高騰への対策が政策課題となっている。反政府

デモが行われている国もあり、短期的な対策として補助金等を支出している。イタリアで

は一般家庭や零細企業の電気料金を非課税にしたり、エネルギー集約的企業の税負担をゼ

ロにしている。英国では一世帯当たり 350 ポンドの支援やエネルギー貧困世帯への暖房費

補助を行っている。新たに発足したトラス政権はこうした補助に加え、大幅な減税策を発

表したが、財源が不透明なまま財政拡大に走ったため、市場の不信感を買い、ポンドが大

幅に下落、辞任に追いやられた。 

ドイツでは 9 月に第 3 弾となる、総額 650 億ユーロのインフレ対策を導入すると発表し

た。従来の措置と合わせると総額 950 億ユーロとなる。光熱費の高騰に対し、暖房費の補

助を出すほか、2023 年からは子供手当を月 18 ユーロ増額、年金受給者や学生にも支援金

を出す。夏には 1 か月限定ではあったが、乗用車の利用を抑制するとともに、経営が思わ

しくない鉄道の利用促進のため、1 か月 9 ユーロで特急を除くすべての鉄道を利用できる

定期券を発売した。 

こうした中、ドイツが新たに最大 2,000 億ユーロに上るガス高騰対策を発表し、物議を

かもしている。このうち 900 億ユーロがガス料金の上限設定に充てられる予定で、専門委

員会の提言では 12 月に一時金を支給、2023 年 3 月から 2024 年 4 月までガス価格の上限

を設定する予定である。財源は州も負担することになっているが、まだ詳細は決定されて

いない。 

この大幅な支援策に対し、欧州委員会及び EU 各国は批判を強めている。ドイツはエゴ

イスティックであり、このような対策を取れない加盟国に配慮が欠けている、という。コ
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ロナが蔓延したときに、当時のドイツ保健相が医療機器の輸出を禁止したような単独行為

であると批判している。 

欧州委員会は 10 月 18 日、天然ガスの高価格対策とこの冬の供給の確保に向けた新たな

緊急規則を発表した。この規則案は、天然ガスの共同購入、緊急時の加盟国間のガス供給

の融通、液化天然ガス（LNG）に関する新たな価格指標の開発などからなる。欧州委員会

では天然ガス備蓄量の少なくとも 15％を共同購入するよう呼び掛けている。 

価格設定については、欧州電力卸売市場では、価格が限界費用で設定されるため、現在

一番高い天然ガス価格に連動し、電力価格が決定されるというメカニズムになっている。

逆にいえば天然ガス以外で発電している事業者は超過利益を得ていることになり、この一

部を徴収されている、あるいは今後徴収されることになる。 

おわりに デカップリングの始まりか  

ロシアのウクライナ侵攻により、欧州はロシア産エネルギー資源からの離脱を模索して

いる。欧州委員会のフォン・デア・ライエン委員長は 9月 14日、欧州議会で今後 1 年間の

活動方針に関する一般教書演説を行った。その中で、今後発表を予定している主な政策と

して、電力市場の改善、水素の市場拡大、産業支援の拡大、財政規律要件の拡大などを挙

げたが、また、特定の域外国への重要な原材料の供給依存の軽減にも言及している。 

域外からの安定的な供給にリスクがある原材料の戦略的な備蓄を進めるとともに、現在

リチウムやレアースの供給を中国に依存していることを問題視している。 

ロシアは、パラジウム、ニッケルなどの世界シェアが高いため、ロシアへの資源依存を

減らすためには別の供給先を探す必要も出てくるであろう。 

対外通商関係で最大の問題は中国である。米中関係の悪化、香港の中国化、台湾武力統

一へのこだわり、国連人権委員会の報告書の発表などにより、欧州の中国への見直しが始

まっている。2012 年に始まった、中国の「一帯一路」の中東欧での経済協力の枠組みであ

る「1＋16」は期待したほど中国からの投資が進まないため、欧州側の熱が冷めてしまっ

たが、リトアニア 21 年 5 月、この枠組みから離脱。同年 11 月、台湾の事実上大使館であ

る「台湾代表処」が設置された。2022 年 8 月にはリトアニアの運輸通信副大臣が訪台して

いる。 

欧州議会議員、スロバキア、スウェーデンなどの議員も訪台しており、最近ではドイツ
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議員団も訪問している。 

安全保障面でも欧州の変化が見られる。英国、フランス、ドイツなどはアジア太平洋で

合同訓練行っており、インド太平洋への関与を高めている。 

政治的には中国警戒感が見られてきたが、それを反映し、経済面でも中国警戒感が見ら

れる。中国は現在ドイツにあるハンブルグ港の一部の経営権を取ろうと試みているが、地

元経済界は賛成しているものの、何人かの閣僚が反対しているといわれている。 

ドイツにとって、特に販売の 3 割ほどを中国に依存する自動車産業にとっては重要な市

場である。人権・民主主義と実務的なビジネスとをどうバランスをとるのか、ドイツにと

っても、欧州にとっても難問である。 

 

出所 

・日本経済新聞オンライン、ジェトロ・ビジネス短信 

・ARD(ドイツ公共第 1 放送)online, Frankfurter Allgemeine Zeitung Online 

・Die Zeit Online など 

・Financial Times Online 

・Ukraine Support Tracker | Kiel Institute (ifw-kiel.de) 

・EU solidarity with Ukraine (europa.eu) 

・Which countries are most reliant on Russian energy – National Reliance on Russian Fossil Fuel 

Imports – Analysis - IEA 

・ REPowerEU: affordable, secure and sustainable energy for Europe | European Commission 

(europa.eu) 

・「特集：エネルギー安全保障の強化に挑む欧州」（１）から（4）まで 

・気候変動対策から安全保障への転換（1）EU エネルギー政策と欧州グリーン・ディール | エネルギー

安全保障の強化に挑む欧州  - 2022 - 特集 - 地域・分析レポート  - 海外ビジネス情報  - ジェトロ 

(jetro.go.jp) 

 

参考資料 

・『欧州エネルギー危機と経済への影響 ～今冬のガス不足は回避可能だが、リセッションは免れず』 

2022.9.29 みずほリサーチ＆テクノロジーズ 

・『世界経済評論 11・12 月号』「ウクライナ戦争とヨーロッパの転換」国際貿易投資研究所 

・Bruegel 

https://www.ifw-kiel.de/topics/war-against-ukraine/ukraine-support-tracker/?cookieLevel=not-set
https://eu-solidarity-ukraine.ec.europa.eu/index_en
https://www.iea.org/reports/national-reliance-on-russian-fossil-fuel-imports/which-countries-are-most-reliant-on-russian-energy
https://www.iea.org/reports/national-reliance-on-russian-fossil-fuel-imports/which-countries-are-most-reliant-on-russian-energy
https://ec.europa.eu/info/strategy/priorities-2019-2024/european-green-deal/repowereu-affordable-secure-and-sustainable-energy-europe_en
https://ec.europa.eu/info/strategy/priorities-2019-2024/european-green-deal/repowereu-affordable-secure-and-sustainable-energy-europe_en
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/0802/fef5c7cbe5bbebad.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/0802/fef5c7cbe5bbebad.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/0802/fef5c7cbe5bbebad.html
https://www.bruegel.org/
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第 2章 EU経済の現状と展望 

 

 神戸大学名誉教授・摂南大学名誉教授 

久保広正 

第 1 節 EU 経済概況 

EU 経済の混迷が深刻化しつつある。エネルギー及び食料の供給不足、それらの価格高

騰によるインフレ加速が主因である。このため、欧州中央銀行は金利引き上げなど金融引

き締め政策に動いている。 

 

図 2-1. EU 及びユーロ圏の総合景況指数 

 

注. 上方は景況が改善していること、下方は景況が悪化していることを示す。また青色は EU、赤色は

ユーロ圏を示す。 

出所: European Commission; Business and Consumer Surveys, No. 2022 

 

図 2-1 は、2022 年 11 月 22 日、欧州委員会が発表した総合景況サーベイの結果である、

これによれば、2022 年初から EU 経済の景況は急速に低下するようになったことが読み取

れる。さらに、これを部門別にサーベイした図 2-2 の EU 信頼感指数によれば、産業部門

（製造業、サービス業、小売り、建設部門）も低下しているが、とりわけ黒字で示されて

いる消費者のマインドが大きく低下していることがわかる。 
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図 2-2.  EU 信頼感指数の推移 

 

出所: European Commission; Business and Consumer Surveys, Oct. 2022 

 

図 2-3. EU 及びユーロ圏 GDP の需要項目別増加寄与度 

出所: European Commission; European Economic Forecast Autumn 2022 

 

一方、四半期別にみた EU の実質 GDP の動きをみると（図 2-3 参照）、本年に入りプラ

スの成長率を維持していることがわかる。因みに、第 2 四半期の実質 GDP は、前期比で

みると EU（図 2-3 右）は 0.7%増、ユーロ圏（図 2-3 左）では 0.8%増となっている（赤の
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実線で示されている）。その内訳をみると、第 2 四半期でも個人消費（青）の増加がプラス

成長に大きく寄与していることが目立つ。コロナ禍で買い控えが起こったことの反動が主

因と考えられる。ただ、通常、消費マインドが悪化してから実際の支出が減少するまでに

一定のタイムラグ（1～2 四半期）があることから、2022 年後半には個人消費が減少に転

じると見込まれる。また、2022 年第 2 四半期にマイナスの寄与をした経常海外余剰

（External Balance、図 2-3 では薄茶色で示されている）も、今後、成長率にプラスの寄

与をするとは見込めない（この点は後述する）ことから、2022 年後半から 2023 年にかけ、

GDP 全体として低迷状態に陥ると予測される。  

第 2 節 インフレ率の動向と金融政策 

消費マインド低下をもたらせた主因は、インフレの加速とみられる。周知のように、ウ

クライナ危機を契機に、ロシアからの化石燃料輸入が激減するようになり、つれてエネル

ギー価格、電力価格などが上昇しているからである。一方、2019 年 12 月、欧州委員会は

欧州グリーン・ディール（European Green Deal）（注1）、また 2021 年 6 月には"Fit for 55"

（注2）といった環境対策の強化を発表してきたが、比較的温室効果ガスの排出が少ない天然

ガスの供給が急減しているため、石炭依存度を高めざるをえない（一般に、CO2 の排出量

は、石炭を 10 とすると、原油は 7.5、天然ガスは 5.5 とされている）。経済活動の維持と環

境対策の両立へ図ることができるかどうか、経済政策の整合性が問われる状況となってい

る。なお、ウクライナ危機を受けて EU は、「リパワーEU（REPowerEU）」（注3）を発表し、

天然ガス輸入の多様化を進めるという方針を発表したが、ここで想定されているほど十分

に調達の多様化が進展しているとはいいがたい。カタールなど天然ガスの生産国からの調

達を巡って、EU のみならず日中など主要国が競合しているからである。 

図 2-4 は、原油・天然ガス価格及び電力料金の推移をみたものである。図から読み取れ

るように、天然ガス（黄色で示されている）・電力料金（濃い青）は 2023 年 3 月以降、年

央にかけて急騰していることがわかる。また、これにつれて、電力料金も高騰するように

なった。ただ、本年夏場以降、天然ガス価格は下落に転じているが、例年にない温暖な天

候が続いていること、電力消費の抑制策が一定の効果をあげていることなどから、足元で

は在庫が十分な水準に達しているためである。ただ、今冬の気候次第ではあるが、価格の

下落が持続する可能性は低いという見方が市場では一般的である。 
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図 2-4. 原油・天然ガス価格及び電力料金の推移 

 

出所: European Commission; European Economic Forecast Autumn 2022 

 

一方、原油価格（青）については 2021 年以降、上昇を続けてきた。その背景として、

①先進各国でコロナ禍の一巡によるペントアップ・ディマンドが生じたこと、②世界のサ

プライ・チェーン修復による経済活動の活発化（図 2-5 参照）などを指摘できる。 

 

図 2-5.  EU 製造業による各地域向け納期の推移 

 

注.下は納期が長期化していること、上は短縮化していることを示す。 

出所: European Central Bank; Economic Bulletin Nov. 2022   
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ただ、本年夏場からは各国中央銀行の利上げにより景気減速が見込まれるようになった

こと、さらには中国のゼロ・コロナ政策により同国経済に急ブレーキがかかるようになっ

たこと（後述する）などから、原油価格は横ばい推移となっている。今後については、ロ

シア原油の輸出増にも限界があり、OPEC も減産を継続するとされていることから、需給

タイトの状況が続くと見込まれ、原油価格は高値水準を続けるとの見方が強い。こうした

ことから、化石燃料価格を全体としてみると、電力料金を引き下げる方向に働くとはいい

がたい。 

 

  図 2-6.  小麦価格の推移         
 （単位：ドル/ブッシェル） 

 

出所: Wheat Prices - 40 Year Historical Chart | MacroTrends 

 

また穀物価格も同様であり、ウクライナ・ロシアからの輸出不安により、2021 年末ごろ

から穀物価格は国際市場において急上昇するようになった。2022 年央には一息ついたもの

の、世界各地で異常気象が続いていることから、高値圏での取引となっている。 

こうした情勢の下、EU 及びユーロ圏の消費者物価は上昇を続けている。因みに、2022

年10月のユーロ圏19か国平均の総合消費者物価指数（HICP）の対前年比上昇率は10.7％

となった。2022 年第 1 四半期の対前年同期比 6.1%、第 2 四半期の同 8.3%、第 3 四半期

9.3%であったことから、インフレ率は次第に加速しているといえる。因みに、図 2-7 は総

合消費者物価指数（Headline HICP）、コア消費者物価指数(HICPX)、及びその主要な要

因の推移をみたものである。この図から読み取れるように、主として、エネルギー価格

（黄色で示されている）及び食料品価格（茶色）の上昇により、総合消費者物価指数は上

昇を続けているのである。なお、周知の通り、欧州中央銀行の金融政策目標は、総合消費

者物価上昇率を中期的に 2%以下に抑制することである。 

https://www.macrotrends.net/2534/wheat-prices-historical-chart-data
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図 2-7. 総合物価指数（HICP）の推移

 

出所: European Central Bank; Economic Bulletin. Nov. 2022 

 

こうした物価動向の下、注目される点は賃金上昇率である。EU 労働市場では、2022 年

前半に至る期間、失業率が低下している（図 2-8 参照）。因みに、2022 年 9 月のユーロ圏

失業率は 6.6%にまで低下した。 

 

図 2-8. EU における失業率の推移 

 

出所: European Commission; EUROSTAT(Unemployment Statistics Sept. 2022) 

ただ、それにしても賃金上昇率は物価上昇率に追いついていない。図 2-9 によれば、労

働コスト（賃金＋フリンジ・ベネフィット）の対前年比増加率は、2022 年第 2 四半期時点

において、ユーロ圏で 4.0%、EU全体で 4.4%にとどまっているからである。すなわち、実

質ベースでみた所得は減少しており、消費者マインドの低下につながっている（図 2-2 参

照）。こうした状況は、今後も続くであろう。 
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図 2-9.  EU における労働コスト上昇率の推移 

 

出所: European Commission; EUROSTAT(Unemployment Statistics Sept. 2022) 

 

また、消費者物価上昇率に関しては、域内各国において大きな格差が生じていることも

問題である(図 2-10 参照)。 

 

出所: European Commission; Harmonised indices of Consumer Prices, Oct. 2022 

因みに、2022 年 10 月時点で最もインフレ率が高かったのはエストニアで 22.4%であっ

た。一方、最も低かったのはフランスの 7.1%であった。このように大きなインフレ率格差

をもたらした背景として考えられるのは、原子力あるいは再生可能エネルギー利用度の差、

逆にいえば、天然ガスの対ロシア依存度に大きな差がある点である。  
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図2-10.  EU加盟国別の消費者物価（HICP）上昇率（％、2022年10月）
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図 2-11.  天然ガスの対ロシア依存度（2020 年） 

 

出所: http://honkawa2.sakura.ne.jp/4122.html 

 

図2-10と図2-11を対比すれば、概ね天然ガスの対ロシア依存度の高い中東欧諸国ほど、

消費者物価上昇率が高くなる傾向を読み取れるであろう。逆に対ロシア依存度の低い国で

は消費者物価上昇率が低い。 

かつて EU 域内に単一通貨を導入する際、域内各国経済の格差が問題となったことがあ

る。すなわち、ある国でインフレが加速する一方、他国でデフレ状態にあるとすると、単

一の金融政策を実施することは困難という問題である。古典的な「最適通貨圏（Optimum 

Currency Area）」を主張した R.A.Mundell によれば（注4）、労働・資本の自由移動が可能な

領域であれば、通貨統合は可能とされた。上記のようにインフレ率に大きな格差がある場

合、どの程度まで金融引締策を実施するのであろうか。改めて、現状の下での「最適通貨

圏」に関する吟味が必要といえるであろう。 

こうした物価情勢の下、2022 年 10 月 27日、欧州中央銀行は 3つの主要政策金利をそれ

ぞれ 0.75%引き上げた。例えば、主要リファイナンス・オペ金利についてみると 1.25%か

ら 2.00%へ引き上げられている（図 2-12 参照)。また、同時に、同銀は貸出条件付き長期

資金供給オペレーション（TLTROⅢ）に適用される金利を 11 月 23 日から主要政策金利の

平均値とし、実質的には引き上げることを発表した。同銀によれば、こうした金融引締政

策の目的は「インフレ率 2％という中期目標の達成を確保するため」としている（注5）。果

たして、エネルギー及び食料品価格の上昇という外的ショックに対して、金融引き締めに

http://honkawa2.sakura.ne.jp/4122.html
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より物価上昇の沈静化が可能といえるのであろうか。 

 

図 2-12.  主要リファイナンス・オペ金利の推移 

 

出所: European Central Bank; Economic Bulletin, Nov. 2022 

第 3 節 対ロシア制裁の影響 

欧州経済を展望する際に、ポイントとなる点はいくつかある。ここでは、それらのうち、

まず第 1 に、対ロシア制裁の影響について触れてみよう。同制裁が効果的であれば、ロシ

アに停戦の動きが出るかもしれないからである。周知のように、2022 年 2 月 24 日、ロシ

アはウクライナに侵攻したが、これに対して、西側諸国は様々な制裁措置を講じてきた。

また、その内容は、ロシアの侵攻エスカレーションに応じて、次第に強化されてきている。

表 2-1 は主たる制裁措置を概観したものである。 

 表 2-1 から読み取れるように、EU は、一般的な輸出管理、軍事用に転用可能な製品

（例えば、半導体）の輸出制限に加えて、石油輸出に関する価格上限設定などの措置を課

してきた。また、ロシア中央銀行を含め同国金融機関を SWIFT から排除したことも重要

である。なお、天然ガスについては、EU 加盟各国で影響度が大きな差があり、共通の制

限策を実施するには至っていない。ただ、天然ガスに対してロシア側から輸出制限を実施

したことに加えて、2022 年 9 月、主要なパイプラインの一つであるノルドストリーム 2 が

「破壊」されたことから（注6)、ロシア産天然ガスの対 EU 輸出は大きく削減されることに

なった。また、制裁措置には含まれていないものの、株主との関係から、主要な日米欧の

製造業企業が自主的にロシアから撤退を決めたことも重要といえる。 
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表 2-1. EU の対ロシア制裁の主たる内容 

 発表日 概 要 

第 1 次 2 月 23 日 ①VER, Bank Bank Rossiya, Promsvyazbank の資産凍結、     

資金供与禁止、②特定の個人・団体の資産凍結、入国禁止 

第 2 次  2 月 25 日 軍事用に転用可能な製品・航空宇宙産業用技術及び部品の輸出禁止  

 2 月 27 日  航空機の EU 域内飛行禁止 

第 3 次 2 月 28 日 オルガルヒなど個人制裁対象に追加  

 3 月 2 日 7 行のロシア銀行を SWIFT から排除追加 

第 4 次 3 月 15 日 ①最恵国待遇から除外、②特定の石油関連企業との取引禁止 

第 5 次 4 月 8 日 ①石炭輸入禁止、②半導体など輸出禁止 

第 6 次 6 月 3 日 ①ロシア産原油輸入の禁輸、②大手 3 行を含め SWIFT からの排除 

第 7 次 7 月 21 日 ロシア産金・宝石類の輸入禁止 

第 8 次 10 月 6 日 ①ロシア産石油の価格上限設定、②禁輸対象品目の拡大  

注. 2022 年 2 月以降のみ 

出所 : EU 理事会・欧州委員会プレス・リリースなどから作成 

 

それでは、こうした制裁措置がロシア経済にどのような影響を及ぼすと見込まれるであ

ろうか。重要な点は、EU が実施した石油の禁輸措置にもかかわらず、現時点に限ってみ

ると、ロシアの国際収支は黒字を拡大していることである。 

 

図 2-13. ロシアの経常収支動向 

 

注. 2022 年は 1 月から 9 月までの実績 

出所: Bruegel (2022), "How have sanctions Impacted Russia?", Policy Contribution Issue 

n˚18/22, pp.2 . 原典はロシア連邦中央銀行  
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  図 2-14.  ルーブルの対ドル・レートの推移 

注. 上方はドル高・ルーブル安を示す。 

出所 : Yahoo finance 

 

因みに、2022 年 1 月～9 月の 9 か月間の経常収支黒字幅は実に 1,980 億ドルに達してい

る。いうまでもなく原油価格の上昇、及び西側諸国からの輸入減が寄与したからである。

なお、在ブリュッセルのシンクタンクである Bruegel によれば、2022 年を通じた経常黒字

幅は 2,400 億ドルと見込まれている。こうした国際収支動向、さらにはロシア連邦中央銀

行による為替レート管理により、ルーブルの対ドル・レートは 2022 年央以降、安定して

推移している。ウクライナ侵攻直後の大幅安から回復したともいえる動きである。 

ただ、中長期的にみると、戦費負担の激増、ハイテク部品の輸入減、外国企業による自

主的撤退、高いスキル・レベルを有する人材の流出（いわば「頭脳流出」）などにより、

経済成長率の低下は不可避である。事実、足元では自動車などの産業で困難が生じている

と伝えられている。因みに、2022年9月に発表されたOECDによる経済見通しによると、

2022 年は同国の経済成長率は 2022 年でマイナス 5.5%、2023 年はマイナス 4.5%となるこ

とが見込まれている。すなわち、2 年間で同国 GDP は約 1 割が減少することになる。従っ

て、今後、制裁による影響は次第に同国経済に影響を及ぼすとされている。  

ロシアのウクライナ戦争の行方を展望することは極めて困難である。ただ、短期的には

く外貨不足に悩まされる可能性は低いこともあって、同国が停戦に応じる誘因は乏しいと

いえる。このため戦争が長期化し、これにより EU の対ロシア制裁も長期化するとみられ、

EU においてもエネルギー危機・食料危機が持続し、EU 経済にも悪影響が長引く可能性が

高い。 
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第 4 節  EU 財政政策の行方 

EU経済の今後を占ううえで重要とみられる第2点は、財政政策である。周知のように、

EU は、いわゆる「マーストリヒト基準」により通貨統合への参加に条件を付けた。さら

に、通貨統合参加国には財政規律を遵守するため、1997 年 6 月、「安定成長協定」を採択

した。それらの骨子は、①一般政府財政赤字幅を対 GDP 比で 3%以下とすること、また、

公的債務残高の対 GDP 比が 60%以下とすることである（注7）。さらに、財政規律を確保す

るため、「予防的措置(preventive arm)」と「是正的措置(corrective arm)」が規定された。

このうち、予防的措置については、構造的財政収支（景気循環に伴う部分を除く収支）に

ついて、公的債務残高が 60%を超える場合には、毎年、対 GDP 比で 0.5%改善することが

要求されている。一方、是正的措置であるが、過剰財政赤字が改善されない場合、前年の

GDP 比で 0.2%の無利子預託金が要求され、最終的には同預託金は没収されることになる。

要するに「罰金」である。 

ただし、例外がある。公的債務残高の対 GDP 比で 60%を超える部分について年平均で

その 20 分の 1 を削減していけば、上記のような制裁を免れることができる。その後、EU

では、20131 年 1 月に発効した「安定・協調及びガバナンスに関する条約」など、財政規

律の遵守に向けて、様々な措置が講じられた。因みに、コロナ禍が深刻化したことから、

2021 年 3 月、欧州委員会は、コロナ禍の蔓延を「異常事態」と認定し、財政規律に関する

要件を一時停止するとのコミュニケーションを発表した（注8）。また、その後、コロナ禍の

深刻化を受け、こうした一時停止は 2022 年中も続けられることになった。なお、図 2-15

及び図 2-16 は、至近時点での財政状況である。 
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図 2-15.  各国財政収支の対 GDP 比 

 

出所: European Commission; European Economic Forecast Autumn 2022 

 

図 2-16.  各国の公的債務残高 

 

出所: European Commission; European Economic Forecast Autumn 2022 

 

いずれの図からも明らかなように、多数の諸国で既述の基準を満たしてないうえ、各国

の財政状況には大きな差がある。一方、深刻なコロナ禍に見舞われており、とりわけ財政
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事情が悪化している国では、財政規律の遵守が求められるようだと、対コロナ対策を十分

に講じることができず、やがては他の加盟国にもコロナ禍が伝染することもありえる。上

記の理事会決定は、こうした事情を踏まえたものであろう。さらに、欧州委員会は2022年

11 月 9 日に新たなコミュニケーションを発表した（注9）。それによると、既に、域内各国に

おいて、公的債務残高の対 GDP 比は 92%に達しており、かつ、各国において同比率は大

きく相違していることを踏まえ、2024 年以降、各国別の削減基準について新たな枠組みを

導入することとしている。すなわち、2023 年中は、現在の一時停止を継続する予定である。 

なお、欧州委員会の試算によると、エネルギー価格の高騰に対する財政からの価格支援

策を講じると、それだけで平均的にみて GDP 比 1.2%に達するとされている（注10）。ウクラ

イナに対する軍事支援、ウクライナからの難民に対する支援などを考慮すると、赤財政赤

字幅は、より一層大きなものになることが想定できよう。因みに、各国国債の対ドイツ国

債のリスク・プレミアムは、至近時点で拡大傾向にある（図 2-17 参照）。とりわけ、イタ

リア及びフランス国債について、この傾向が強い。加盟国によりインフレ率、及び財政事

情が大きく相違していることを反映した動きである。 

 

図 2-17.  各国国債の対ドイツ国債に対するプレミアム 

 

出所: European Commission; European Economic Forecast Autumn 2022 
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第 5 節  対域外輸出の行方 

EU経済の今後を占ううえで重要とみられる第3点として、輸出動向を展望してみたい。

既に図 2-3 でみたように、2022 年第 2 四半期の成長率を引き下げた要因は経常海外余剰だ

からである。因みに、図 2-18 によれば、対外経常収支については、2022 年初以来、急速

に悪化している。化石燃料の輸入金額が急増したため、貿易収支が悪化したことが主因で

ある。 

図 2-18.  EU の対外経常収支 

 

出所:European Central Bank; Euro area monthly balance of payments: September 2022  

 
 

図 2-19.  EU の対域外貿易相手国別シェア 

 

出所: 欧州連合日本政府代表部; EU 情勢概要 

https://www.ecb.europa.eu/press/pr/stats/bop/2022/html/ecb.bp221122~e202738fac.en.html
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今後を見通す上で重要な要因の一つは主要な貿易パートナー国の経済動向である。とこ

ろで、図 2-19 によれば、2022 年時点で対外輸出のシェアが高い国は、米国（39.9%）、英

国（28.4%）及び中国（22.3%）である。  

後述するように、これら諸国の経済は 2023 年に入っても回復傾向にあるとはいいがた

い。一方でユーロの対ドル・レートはユーロ安が続いてはいるものの、その下落幅は大き

くない（図 2-20 参照）。2021 年初比、10～15%下落したに過ぎない。従って、経常海外余

剰が EU の経済成長を強く牽引することは考えにくいであろう。 

 

図 2-20.  ユーロの対ドル・レート推移 

 

出所: Yahoo finance 

第 6 節  2023 年の経済見通し 

既述したように、ウクライナ戦争は長期化する見通しであり、それにつれてエネルギー

価格・食料品価格は少なくとも高水準にとどまるか、あるいは、さらなる上昇がありえる

状況である。その結果、金融引締策にもかかわらず物価水準は高止まり、場合によっては

一層の上昇が懸念される。一方、財政面から刺激策が実施されるとしても、その規模が限

られざるをえないうえ、ターゲットは家計部門であり、波及効果が強いとはいえない。こ

のように金融・財政政策の方向が逆となっている状況では、景気回復は期待できない。 

表 2-2 は、2022 年 11 月に発表された欧州委員会による秋季経済見通しを要約したもの

である。そのポイントは次のようにまとめることができる。 
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・ EU 全体の経済成長率は、2022 年の 3.3%から 23 年には 0.3%へと低下する（なお、ユ

ーロ圏では、同期間において 3.2%から 0.3%から低下する）。 

・ EU 主要国のなかでドイツは同期間にプラス 1.4%からマイナス 0.4%へと落ち込む。し

ばしば指摘されるように、同国は EU 経済の牽引役を担ってきたことから、同国がマ

イナス成長に陥ることは重大である。 

・ インフレ率は、2022 年の 9.3%から 23 年の 7.0%となり、高止まりが続く。 

・ 失業率は 2022 年の 6.2%から 23 年には 6.5%へと小幅上昇となる見込みである。 

・ 経常収支の対 GDP 比は 2022 年のプラス 1.1%から 23 年にはプラス 1.4%へと若干改善

する見込みである。 

 

表 2-2.  欧州委員会による秋季経済見通しの概略 

 

出所: European Commission; European Economic Forecast Autumn 2022 
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なお、国別にみると、ドイツで大幅な黒字が続き、他国の赤字を埋め合わせる見込みである。 

・ 財政収支の対 GDP 比は 2022 年及び 23 年ともマイナス 3.4%となるとされている。 

・ 域外国のうち、日本は 2022 年の 1.7%から 23 年には 1.4%、また同期間の 米国は 1.8%

から 0.7%へと同じく低下するが、その低下幅は EU に比して小さなものにとどまって

いる。対ロシア制裁の影響が相対的に小さいとみられからである。一方、中国の成長

率は同期間中、3.4%から 4.5%へと上昇するが、その水準は低い。セロ・コロナ政策、

さらには不動産バブルが成長率引き下げ要因として働くからである。 

ところで注目されるドイツ経済であるが、同国の ifo研究所が発表しているビジネス環境

指数は 2022年初以降、大きく低下している（図 2-21参照）。とりわけ注目されるのは、ビ

ジネス環境の先行きを占う「ビジネス期待指数（図中、青字で示されている）」が大きく

低下していることであり、先行きの厳しさが示唆されている。 

 

図 2-21. ドイツ ifo 研究所の景況調査結果（2022 年 8 月） 

 

出所: ifo Business Climate Remains Gloomy (October 2022) | Facts | ifo Institute（2022 年 11 月

22 日アクセス） 

 

従って、ウクライナ危機次第ではあるが、冒頭に述べたように、2023 年にかけ EU 経済

の混迷は続き、回復は2024年にずれ込むであろう。欧州委員会による見通しによれば（表

2-2 参照）、2024 年の経済成長率は EU 全体及びドイツとも 1.4%と、低水準にとどまると

予測されている。 

https://www.ifo.de/en/facts/2022-10-25/ifo-business-climate-remains-gloomy-october-2022
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第 3章 エネルギー危機下のドイツ経済 

～エネルギー安定確保と気候目標達成の狭間で揺れる 

 

国際貿易投資研究所 

客員研究員 田中 信世  

 

はじめに 

ロシアによるウクライナへの軍事侵攻は 22 年 2 月 24 日に始まった。ロシアのウクライ

ナへの侵攻に反発した米国や欧州連合（EU）、カナダ、オーストラリア、日本などの西側

諸国はロシアに対する経済制裁を実施し、それに反発したロシアが“非友好国”に対して

対抗策を打ち出すなど、ロシアと西側諸国との対立は一層深まっている。 

ロシアは石油や天然ガスなどの化石燃料の資源大国である。EU をはじめとする欧州諸

国は国よって濃淡はあるものの、ロシア産の天然資源への依存率が高く、中でも EU 最大

の経済大国であるドイツはロシア産天然資源に大きく依存していた。 

ロシアに対する経済制裁の一環として、米国はロシアからの石油や天然ガスの禁輸に踏

み切り、英国も 22 年内のロシアからの石油の輸入禁止を決めた。ロシアの石油や天然ガ

スへの依存率が高い EU でもまず石炭の禁輸に踏み切り、石油についても、ロシアからの

海上輸送による石油の禁輸で合意した。これに対してロシアは、西欧諸国がロシア以外の

国からの天然ガスの早急な代替輸入が困難なことを見越して、天然ガス供給を停止したり

削減するなどの圧力をかけている。 

こうした状況の中で EU やドイツではエネルギー価格高騰によるインフレが進み、経済

を圧迫している。また、ドイツの場合はウクライナ紛争によって自動車産業などのサプラ

イチェーンの乱れや部品の供給不足といった影響も深刻になってきている。 

本稿ではこれまでの EU やドイツのロシアとの貿易の推移や特徴について概観するとと

もに、ロシアのウクライナ侵攻に伴う EU などのロシアに対する経済制裁が今後ドイツ経

済にどのような影響を及ぼし、ドイツがそうした事態にどのように対処しようとしている

のかについて概観した。 
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第 1 節 EU、ドイツの対ロシア貿易の位置付け 

本項ではまず、EU や EU 加盟国、その中で大きな比重を占めるドイツのこれまでのロ

シアとの貿易関係について概観する。 

 

1．EU の対ロシア貿易～貿易相手国としてのロシアの重要性は低下 

EU 統計局（Eurostat）によると、2021 年における EU（加盟 27 か国）の域外国への

輸出は 2 兆 1,810 億ユーロ、輸入は 2 兆 1,193 億ユーロであった。 

21 年の EU の輸出を主要相手国別にみると、米国（全体の 18.3％）、英国（13.0％）、

中国（10.2％）、スイス（7.2％）などとなっており、ロシアは全体の 4.1％と第 5 位の輸

出相手国となっている。一方、輸入は、中国からの輸入が全体の 22.4％と圧倒的に大き

く、米国（11.0％）がこれに続いている。ロシア（7.5％）は石油、天然ガスなどの資源輸

入の多さから第 3 位の輸入相手国となっている（表 3-1）。 

 

 表 3-1.  EU の主要貿易相手国（2021 年） 

 
出所: Eurostat; Russia-EU－international trade in goods statistics より作成 

 

21 年の EU の対ロシア貿易を主要商品グループ別にみると、輸出では工業製品の比率が

88％と圧倒的に高く、第一次製品は全体の 10％にとどまっている。工業製品の中で最も輸

出が多かったのは機械及び車両の 44％、化学品の 23％、その他工業品の 22％であった。

一方、輸入では第一次製品が 68％と圧倒的に多く、ロシアからの工業製品の輸入は全体の

19％にとどまっている。一次製品の輸入の中で最も多かったのはエネルギーの 62％で、原

材料の 5％、食品・飲料の 1％がこれに続いている。 

相手国
総輸出に占める

比率
相手国

総輸入に占める
比率

米国 18.3 中国 22.4

英国 13.0 米国 11.0

中国 10.2 ロシア 7.5

スイス 7.2 英国 6.9

ロシア 4.1 スイス 5.9

その他 47.2 その他 46.4

（単位:％）

輸出 輸入
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一方、21 年の EU のロシアとの貿易を加盟国別にみると、輸出入ともにドイツが最も大

きく、特に輸出では全体の 30％をドイツが占めている。輸入についてもドイツの比率が

18.2％と最も高いが、オランダ（16.8％）、ポーランド（10.6％）、イタリア（8.8％）の比

率も高い（表 3-2、表 3-3）。 

 

表 3-2. EU 加盟国のロシアへの商品輸出（2021 年） 

 

出所: Eurostat; Russia-EU－international trade in goods statistics より作成 

 

ちなみに、EU 加盟国の中で、域外国との輸出入においてロシアの比率が高かったの

は、輸出ではラトビア（30.4％）、リトアニア（25.6％）、エストニア（12.8％）、フィンラ

ンド（12.4％）、ポーランド（11.1％）であった。いずれも 90 年のソ連邦解体までソ連に

編入されていた国（バルト三国）や、ロシアと国境を接するか地理的に近い国（フィンラ

ンド、ポーランド）である。一方、輸入の場合、ロシアからの輸入比率が高かったのはフ

ィンランド（38.6％）、ラトビア（35.8％）、エストニア（37.8％）、リトアニア

（37.3％）、スロバキア（22.0％）、ブルガリア（19.3％）、スロベニア（19.1％）、ポーラ

EU加盟国
ロシアへの

輸出額

EUのロシアへの輸

出全体に占める割合

各国の域外国への輸出に占
めるロシアへの輸出比率

ドイツ 26,774 30.0 4.2

ポーランド 8,004 9.0 11.1

オランダ 7,967 8.9 3.7

イタリア 7,696 8.6 3.1

フランス 6,392 7.2 2.8

ベルギー 4,445 5.0 2.9

フィンランド 3,761 4.2 12.4

リトアニア 3,749 4.2 25.6

チェコ 3,594 4.0 9.6

スウェーデン 2,222 2.5 3.0

スペイン 2,213 2.5 1.8

オーストリア 2,049 2.3 3.9

ラトビア 1,931 2.2 30.4

ハンガリー 1,711 1.9 6.5

スロバキア 1,345 1.5 7.9

デンマーク 1,021 1.1 2.0

ルーマニア 1,001 1.1 6.0

スロベニア 862 1.0 5.4

エストニア 772 0.9 12.8

アイルランド 540 0.6 0.5

ブルガリア 433 0.5 3.8

ギリシャ 207 2.3 1.1

クロアチア 204 2.3 3.4

ポルトガル 173 2.0 1.0

ルクセンブルク 155 0.2 6.7

キプロス 91 0.1 2.6

マルタ 8 0.0 0.6

合計 89,320 100.0

（単位:100万ユーロ、％）
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ンド（17.1％）などで、これまでのロシアとの経済関係の緊密さやロシアに近いという地

理的な要因に加えて、西欧への天然ガスパイプラインの中継国という要因もロシアからの

輸入比率が高い要因になっているとみられる（表 3-2、表 3-3）。 

 

表 3-3.  EU 加盟国のロシアからの商品輸入（2021 年） 

 

出所: Eurostat; Russia-EU－international trade in goods statistics より作成 

 

2．ドイツの対ロシア貿易額は漸減傾向 

次に、EU 加盟国の中でロシアとの貿易が最も多いドイツのロシアとの貿易の状況につ

いて見てみよう。2010 年以降のドイツのロシアとの貿易の推移をみると、ドイツのロシア

への輸出は 12 年に 361 億ユーロと過去最高を記録し、輸入もエネルギー価格の高騰で膨

らんだため、貿易額は往復で 789 億ユーロに達した。13 年も往復で 770億ユーロと高水準

を保った。しかし、その後ドイツの対ロシア貿易額は漸減傾向で推移している。21 年は輸

出が 266 億ユーロ、輸入が 330 億ユーロ、往復で 596 億ユーロと貿易額全体で 12 年当時

の 75％程度の規模にとどまっている（表 3-4）。 また、ロシアとの貿易額は 12 年にはド

EU加盟国
ロシアから
の輸入額

EUのロシアからの輸

入全体に占める割合

各国の域外国からの輸入に占
めるロシアからの輸入比率

ドイツ 28,856 18.2 6.6

オランダ 26,684 16.8 7.1

ポーランド 16,725 10.6 17.1

イタリア 13,984 8.8 7.0

フランス 9,299 5.7 4.6

フィンランド 8,550 5.4 38.6

ベルギー 7,801 4.9 4.7

スペイン 5,977 3.8 3.7

リトアニア 4,582 2.9 37.3

ギリシャ 4,297 2.7 13.7

スロバキア 4,213 2.7 22.0

ハンガリー 4,131 2.6 12.0

オーストリア 3,692 2.3 8.4

ルーマニア 3,160 2.0 11.7

ブルガリア 2,980 1.9 19.3

チェコ 2,978 1.9 6.3

エストニア 2,110 1.3 37.8

ラトビア 1,983 1.3 35.8

スウェーデン 1,978 1.2 3.8

デンマーク 1,852 1.2 5.5

ポルトガル 1,068 0.7 4.9

アイルランド 580 0.4 0.9

クロアチア 489 0.3 6.5

スロベ二ア 415 0.3 19.1

キプロス 86 0.1 2.8

ルクセンブルク 16 0.0 0.7

マルタ 9 0.0 0.2

合計 158,495 100.0

（単位:100万ユーロ、％）
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イツの貿易全体の 4.1％を占めていたものが、21 年には同 2.3％まで低下した。これに伴

い、ドイツの貿易相手国（EU 加盟国を含む）としてのロシアの位置付けは、輸出ではハ

ンガリーに次ぐ第 14 位に、輸入ではスペインに次ぐ第 12 位に低下している（表 3-5）。 

 

表 3-4. ドイツの対ロシア貿易の推移 

 

出所:ドイツ連邦統計局；“Aussenhandel nach Laendern: Russishche Foederation”より作成 

 

表 3-5. ドイツの輸出入額（主要相手国別）（2021 年） 

 

 出所：ドイツ連邦統計局；Fachserie 7 Reihe1, Aussenhandel, Ranking of  

      Germany's trading partners in foreign trade,2021  

 

相手国 輸出額 相手国 輸入額 相手国 輸出入額

1 米国 122,038 中国 142,035 中国 245,725

2 中国 103,690 オランダ 105,534 オランダ 206,011

3 フランス 102,230 米国 72,032 米国 194,070

4 オランダ 100,477 ポーランド 68,837 フランス 164,305

5 ポーランド 78,159 イタリア 65,377 ポーランド 146,995

6 イタリア 75,359 フランス 62,075 イタリア 140,736

7 オーストリア 71,955 ベルギー 51,920 オーストリア 119,527

8 英国 65,356 チェコ 50,077 スイス 109,506

9 スイス 60,617 スイス 48,889 ベルギー 102,358

10 ベルギー 50,437 オーストリア 47,572 英国 97,520

11 チェコ 47,087 スペイン 34,331 チェコ 97,164

12 スペイン 43,589 ロシア 33,086 スペイン 77,920

13 ハンガリー 28,928 英国 32,164 ロシア 59,731

14 ロシア 26,644 ハンガリー 29,776 ハンガリー 58,705

1,375,658 1,203,174 2,578,832合計（その他含む）

輸出＋輸入

（単位:100万ユーロ）

輸出 輸入
順位
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3．ドイツの対ロ輸入の大半はエネルギー資源 

ドイツとロシアの間では主としてエネルギー資源や原材料、自動車、機械が取引されて

いる。21 年にドイツはロシアに対して機械（58 億ユーロ、前年比 5.7％増）、自動車及び

自動車部品（44億ユーロ、同 31.8％増）、化学製品（30 億ユーロ、同 19.7％増）などを輸

出した。これに対してドイツはロシアから 194 億ユーロ（前年比 49.5％増）の石油と天然

ガスを輸入した。これはロシアからの輸入全体の 59％であり、ロシア産のエネルギー資源

は、化石燃料から再生可能エネルギーなどへのエネルギー転換が途半ばのドイツの産業や

国民生活にとって当面必要不可欠であることに変わりはないことを示している。 

その他のロシアからの主な輸入品は、金属（44 億ユーロ、前年比 70.6％増）、石油製品

及びコークス製品（28 億ユーロ、同 22.8％増）及び石炭（22億ユーロ、同 151.6％増）な

どであった（表 3-6）。 

 

表 3-6. ドイツの対ロシア貿易（主要品目グループ別） 

 

出所: ドイツ連邦統計局；“Aussenhandel nach Laendern: Russishche Foederation”より作成 

 

（１）ウクライナ侵攻後、対ロ貿易は激変 

2022 年 2 月 24 日のロシアのウクライナ侵攻とそれに反対する西側諸国による相次ぐロ

シアへの経済制裁によって、ドイツとロシアの貿易の姿も大きく変わろうとしている。ド

イツ連邦統計局がウクライナ侵攻 3 か月後の 22 年 5 月に発表した対ロシア貿易（速報）

によると、22 年 3 月のドイツのロシアへの輸出は前年同月比 58.7％減の 10 億ユーロと、
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2 月の同 16.7％増から一転して大幅な減少となった。品目別にみると機械が 1 億 6,580 万

ユーロ（前年同月比 73.6％減）、化学製品が 1 億 5,870 億ユーロ（同 40.9％減）などとな

っており、主力商品が極めて大幅な落込みとなったのが響いた。 

輸入の推移は輸出と対照的であった。22 年 3 月のドイツのロシアからの輸入は、太宗を

占める原油と天然ガスの輸入が 56.5％増の 24 億ユーロと大幅に増加したため、全体でも

前年同月比 77.7％増の 44 億ユーロと激増した。しかし、こうした輸入額の大幅な増加は

ロシアのウクライナ侵攻後のエネルギー価格の急騰によるものであり、ロシアからの原油

と天然ガスの輸入量は 22 年 3 月には前年同月比で 27.8％減少した。 

一方、石油、天然ガス以外のその他のロシアからの主要な輸入品では、22 年 3 月には、

金属が、輸入額で前年同月比 117.3％増の 8 億ユーロ、輸入量では同 19.2％減となり、コ

ークスと精製石油製品は輸入額が 203.5％増の 5 億ユーロ、輸入量も同 26.0％増となった。 

その結果、22年 3月には、ロシアとの貿易においては輸入が輸出を上回り、34億ユーロ

の入超（2 月の入超額は 14 億ユーロ）となった。 

第 2 節 EU、ドイツのロシアに対する制裁措置 

1．EU の制裁措置～エネルギー分野を含む多岐の制裁 

ロシアのウクライナ侵攻に対して、米国をはじめとする西側諸国は一斉にロシアに対す

る制裁措置を決定した。EU も 2 月以降、ロシアに対する一連の制裁措置を取り決めた。

EU のロシアに対する制裁措置は次のとおり多岐に及んでいる。 

① ロシア要人や団体に対する制裁 

② 金融分野の制裁；EU の資本・金融市場へのアクセスの制限、ロシア国有企業の EU

証券市場への上場などの禁止、ロシアの 7 銀行を対象とした SWIFT サービス提供

の禁止等 

③ 貿易分野の制裁；最恵国待遇の一時停止、ロシアが EU からの提供に強く依存する

品目の輸出禁止、ロシアからの特定品目の輸入禁止等 

④ 運輸分野の制裁；航空・宇宙産業関連の商品と技術の輸出禁止、ロシア航空機の

EU 域内の発着と領空通過の原則禁止、ロシア・ベラルーシの道路輸送事業者による

EU 域内での輸送禁止、ロシア籍船舶の EU 域内の港湾へのアクセス禁止等 

⑤ エネルギー分野の制裁；ロシア産石炭及びその他固形化石燃料の輸入禁止、海上輸
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送によるロシア産原油の EU への輸入の禁止、英国と EU がロシア産石油を輸送

する船舶に対する海上保険などのサービス提供の禁止、ロシア籍船舶に対する保

険や再保険提供の禁止等 

このうち、エネルギー関連では、石油禁輸措置によって 22 年末までにロシアからの輸

入の 90％が輸入禁止になるとされている。しかし、ロシア経済の減速が資源高で比較的低

く抑えられていることから、22 年 6 月の G7 首脳会議ではロシア産の石油に価格上限を設

けることで合意した。そして EU が 12 月 2 日に上限を 1 バレル 60 ドルとすることで合意

したことから、G7 も足並みをそろえ、同月 5 日に制裁を発動することになった。ただ、1

バレル 60 ドルはロシアの生産コストを大きく上回ることに加え、米欧諸国の輸入禁止措

置によって余った石油を、制裁に参加していない中国やインドなどが安い価格でロシアか

ら大量に調達していることから、制裁の実効性について疑問視する向きもある。 

 

2．ドイツはノルドストリーム 2 の承認手続きを停止 

前項の EU のロシアに対する経済制裁については、ドイツも加盟国の一員として制裁措

置に賛同しており、実行の義務を負っている。 

こうした EU の一連の制裁措置に先立って、ドイツは 2 月 22 日、ロシアがウクライナ

東部のドネツク州とルガンスク州を独立国家として一方的に承認したことに反発、ドイツ

がロシアと共同で建設し完成した両国を直結する 2 本目の天然ガスパイプライン「ノルド

ストリーム 2」（Nord Stream 2）の承認手続きの停止を決定した。ノルドストリーム 2 の

稼働については従来から地政学上のリスクやロシアに対する制裁措置の観点から問題点が

指摘されており、ロシアによるウクライナ東部 2 州の一方的な独立国家としての承認が、

ドイツの承認手続き停止決定の背中を押すことになった。 

第 3 節 欧米の経済制裁に対するロシアの対抗策 

米国や EU などの「非友好国」の経済制裁に対して、ロシアも次のような対抗策を打ち

出している。 

 

1．米国の非友好的行動とそれに同調する諸国・国際機関に対する特別経済措置 

2022 年 2 月 28 日付大統領令 79 号で、a）外国とのビジネスを行うロシアの居住者が外
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貨で獲得した輸出収入の 80％を入金から 3 営業日以内にルーブルに交換する義務、b）3

月 1 日以降の非居住者に対する外貨建て貸し付けの禁止、③3 月 1 日以降の居住者によ

る、国外で開設した自身の口座への外貨送金の禁止が定められた。 

a） はロシアの代表的な輸出品である石油や天然ガスの輸出企業が輸出で獲得した外貨 

を強制的にルーブルに交換させることで外貨を確保するとともに、ルーブル相場の安定

化を目指したものである。また、同大統領令には、ロシアのウクライナ侵攻後株価が下落

した国有ガス会社ガスプロムや大手航空会社アエロフロートなどの株価を安定させるた

め、一定の株価下落率の下での自社株の買い戻しに関する特例も盛り込まれた。 

 

2．特定の商品・原料の輸出入の制限についての特別経済措置 

2022 年 3 月 8 日付大統領令 100 号に基づいて、ロシア政府は 200 品目以上の特定品目

についてロシアからの輸出を禁止した。輸出禁止品目には、生産設備、電気通信機器、医

療機器、輸送機器、農業機械、電気機械などが含まれている。 

 

3．非友好国・地域の保険会社との取引の禁止 

2022 年 3 月 14 日発効の法律により非友好国・地域の保険会社、再保険会社及び保険仲

介業者との取引を停止。法律発効前に行われた契約に基づく、ロシアの保険会社が行う非

友好国・地域の保険会社などに対する資金の振り込みも禁止される。なお、この措置の適

用は同年 12 月 31 日までとなっている。 

 

4．ガス代金のルーブル払いに関する大統領令 

2022 年 3 月 31 日付大統領令 172 号により、ロシア産天然ガスを購入する非友好国企業

にルーブル支払いを求める措置を導入した。対象は 4 月 1 日以降に輸出される「気体状」

の天然ガスとされ、事実上ガスプロムがパイプラインを通じて輸出するガスで、非友好国

向けに供給されるガスまたは非友好国企業が購入するガスが対象とされている。 

 

5．天然ガス供給停止で EU に揺さぶり 

ロシア国営ガスプロムは 2022 年 4 月、東欧のポーランドとブルガリアへの天然ガスの

供給を停止したと発表した。国際エネルギー機関（IEA）によると、ポーランドは国内で
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消費する天然ガスの 46％、ブルガリアは 80％をロシアから輸入していた。 

一方、ウクライナ経由のガスパイプラインにも異変が生じている。ウクライナのエネル

ギー事業者 GTSOU は 5 月 11 日、ロシアが独立を主張するウクライナ東部ルガンスク州

のガス圧縮設備が稼働できなくなったため、ロシアから EU へ天然ガスを送るパイプライ

ン 2 本のうち 1 本を停止したと明らかにした。ロシア国営ガスプロムも同日、ウクライナ

経由の EU 向け供給が前日比 25％減ったと発表した。 

ロシアは、ポーランドやブルガリアといった EU 加盟国への天然ガス供給停止によって

EU に揺さぶりをかけるとともに、ドイツに対しても、ノルドストリーム 2 の認可停止や

ロシアが要求する天然ガス代金のルーブル払いの拒否などへの対抗措置としてノルドスト

リーム 1 によるガス供給停止を警告してきた。そして実際に 2022 年 6 月中旬には、ガス

プロムがパイプラインのガスタービン修理の遅れを理由に、ノルドストリーム 1 による天

然ガス供給を約 60％削減すると発表した。ロシアによる天然ガスの供給削減はその後も続

き、9 月末には欧州北部バルト海の海底でノルドストリーム 1 のパイプライン爆発事故が

起こったことから、現在ではノルドストリーム 1 経由のロシア産天然ガスの供給は途絶え

た状態が続いている。 

第 4 節 ロシア産天然ガスの供給不安に対するドイツの対応策 

ドイツでは、ロシアからの天然ガスの全面的な供給停止の懸念が 2022 年夏以降急速に

高まったことから、エネルギー安定供給の危機的な状況に対処するため、ロシアへのエネ

ルギー依存からの脱却を目標に、ロシア産天然ガスの供給停止という非常事態に備えて天

然ガスの供給不足の状態を回避すべく急ぎ各種の対応策を採っている。 

 

1．ガスに関する緊急計画の警戒レベルを「早期警戒」から「警報」に引き上げ 

ドイツでは危機的状況下での政府によるガス供給の調整や介入を可能にする「ガスに関

する緊急計画」が 2019 年 9 月にすでに策定されている。同計画は、①早期警戒（early 

warning）、②警報（alert）、③緊急事態（emergency）の 3 段階を定めている。 

ロシア産天然ガスの供給が脅かされる事態になったことを受けて、ドイツ連邦経済気候

保護省（BMWK、以下、経済気候保護省）は 22 年 3 月、同計画のレベル 1 である「早期

警戒」を初めて発令した。さらにその後のロシアからの天然ガスの供給削減を受けて、6
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月には、警戒レベルを「早期警戒」から「警報」へとさらに一段階引き上げた。 

「早期警戒」では、経済気候保護省、ネットワーク庁、ガス供給事業者などで危機管理

チームを結成し、供給状況の分析・評価を行うことになっている。同省によると、「早期

警戒」レベルでは更なる物価高の可能性を除き、消費者や製造業への影響は当面ないとし

ていた。しかし「警戒」段階では、①電力生産における石炭火力発電所の利用拡大による

天然ガス利用の削減（21 年の電力生産のエネルギー源の約 15％が天然ガス）、②産業用電

力需要節減のためのガスオークション・モデルの策定作業の開始などを打ち出している。 

最終段階の「緊急事態」では、政府が介入する。ネットワーク庁が配給を担当し、社会

全体における重要度などを考慮して、一般家庭や病院、学校など社会施設などへの重点的

な供給を行うとしている。 

 

2．冬季の天然ガス需要期に向け貯蔵施設の貯蔵率の向上が急務 

（1）ガスプロム系貯蔵施設などで貯蔵率が急減 

ケルンのドイツ経済研究所（IW）の付属機関（iwd）によると、ドイツの天然ガスの貯

蔵施設における貯蔵可能量は 240 億立方メートルと西欧諸国の中では最も多く、EU 全体

の貯蔵可能量の 25％程度に相当する。例年冬の天然ガス需要期が始まる 10 月時点での貯

蔵率は 95％以上で、平均的な寒さの冬の場合、この貯蔵量で 2、3 か月はガスの円滑な供

給は可能とされている。しかし、2021 年 10 月時点の貯蔵率は貯蔵可能量の 3 分の 2 未満

と過去 15 年間で最低水準にとどまった。これには、ドイツ国内のガス貯蔵施設のうち、

ドイツに進出しているロシア国営ガス会社ガスプロム系の貯蔵施設（直接または合弁で 20～

25％の資本を保有）で 21 年にはほとんどガスが充填されなかったことが大きく影響した。 

ちなみに、ドイツには欧州最大のガス貯蔵施設が北部ニーダーザクセン州のレーデン

（Rehden）にある。同貯蔵施設の規模は、地上面積 8 平方キロ、地下の深さ 1,000 メー

トルに及び、ドイツ全体の天然ガス貯蔵能力の約 5 分の 1 に相当する 39 億立方メートル

の貯蔵能力を有している。もともと、この貯蔵施設は、1950 年代から、Winterhall 社が

ここで天然ガスを生産していたが、生産停止後、ガス田が天然ガス貯蔵施設として転用さ

れ、1993 年に天然ガス貯蔵施設としての運用が始まった。ロシアの国営天然ガス企業ガス

プロムの子会社ガスプロムゲルマニアが設立したアストラ社（Astora）が運営に当たって

おり、ガスプロム系の天然ガス貯蔵施設となっている。 
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同貯蔵施設へのロシアからの天然ガスの供給は、ロシアのウクライナ侵攻が始まった 22

年 2 月以前から減り続け、22 年 4 月初めには同施設の貯蔵率は貯蔵能力のわずか 0.5％ま

でに減少した。こうした状況の中で経済気候保護省はガスプロムゲルマニアを、当局の許

可なく議決権を外国企業に譲渡したという理由で、ガスプロムゲルマニアを連邦ネットワ

ーク庁の信託下に置き（ガスプロムゲルマニアは SEFE＜Securing Energy for Europe＞

と社名変更）に置き、同年 11 月には経営難に陥った SEFE を国有化した。その結果、22

年 5 月以降、同施設の天然ガス貯蔵量は再び増え始めた。なお、エネルギー関連企業の国

有化は 22 年 9 月のエネルギー大手ユニパーの国有化続く 2 例目である。 

 

（2）ガス貯蔵法改正により貯蔵施設の最低貯蔵率を義務化 

一方、22／23 年の冬の需要期にガス不足が懸念される事態になったことから、政府はエ

ネルギー事業法（通称「ガス貯蔵法」）の改正を行った。改正案は 3 月 25 日に連邦議会

（下院）で可決し、4 月 8 日には連邦参議院（上院）でも可決、成立した。 

ガス貯蔵法はドイツ国内の天然ガス貯蔵施設事業者に貯蔵率の義務を課すもので、22、

23 年の需要期は時期別に、①22 年 10 月 1 日時点；80％、②22 年 11 月 1 日時点；90％、

③23 年 2 月 1 日時点；40％の最低貯蔵率を定めている。実際の貯蔵率達成義務は、ドイ

ツ国内のすべてのガスパイプライン事業者 11 社が 21 年 6 月に共同で設立した法人トレー

ディング・ハブ・ヨーロッパ（THE）が負うことになっている。貯蔵率達成は基本的には

個々のガスパイプライン事業者が行うが、不足する場合は THE が貯蔵量の公共入札を行

って貯蔵率の向上を後押しするほか、それでも貯蔵率に達しない場合は、THE が天然ガス

を直接購入し、貯蔵施設に充填するとしている。 

一方、ドイツ復興金融公庫（KfW）は、連邦政府の委託により、貯蔵施設への天然ガス

の貯蔵を確保するため、THE に対して、数十億ユーロのクレジットラインを設定した。これ

により、THE は大量の天然ガスを購入するために必要な流動性を確保できるようになった。 

このように国を挙げて天然ガスの安定確保に努めた結果、22 年 9 月末の天然ガスの貯蔵

率はドイツ全体では再び 91％に達し、冬季の気温が極端に低くならない場合には、冬季の

需要期を乗り切るのに一応の目途がついたと受け止められている。 
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3．LNG ターミナルの建設 

英国のエネルギー企業 BP の資料（BP Statistical Review of World Energy 2021）によ

ると、2020 年のドイツのパイプラインによる天然ガスの輸入は 1,020 億立法メートルであ

り、そのうちの半分強（563 億立方メートル）がロシアからの輸入、残りの約半分を近隣

のノルウェー（312 億立方メートル）、オランダ（130 億立方メートル）などからの輸入で

あった（表 3-7）。しかし、液化天然ガス（LNG）については、欧州ではスペイン（209 億

立方メートル）、フランス（196 億立方メートル）、英国（186 億立方メートル）、イタリア

（121 億立方メートル）などの輸入が多いが、ドイツはほとんど輸入していない。これは

ドイツがこれまでロシアからの直結パイプラインによる（気体状の）天然ガスの輸入拡大

（ノルドストリーム 1、2）に力を入れてきたため、LNG の調達が進まず、LNG ターミナ

ルの建設にも力を入れてこなかったことによるとみられる。 

 

表 3-7. ドイツのパイプラインによる天然ガスの輸入（2020 年） 

 

出所： bp Statistical Review of World Energy 2021 

 

ロシアからの天然ガスの供給停止懸念を受けて、ドイツは急遽、LNG の輸出大国である

中東のカタール（世界の LNG 輸出の 20％強を輸出）に接近し、長期契約のめどがついた

とされているが、その際、LNG ターミナルの整備が供給の条件になったといわれる。な

お、新聞報道等によれば、国営カタールエナジーは 22 年 11 月末に、26 年から短くとも

15 年間、年最大 200 万トン（約 27 億立方メートル）をドイツ向けに輸出すると発表して

いる。 

LNG は加圧してガス状の天然ガスをマイナス 162 度に冷却して液化したもので、液化

したガスを船で輸送し、仕向け地の LNG ターミナルで加熱し再ガス化してからポンプで

パイプラインに送られる。 

ドイツ復興金融公庫（KfW）の資料によると、22 年現在、欧州全域で 41 の LNG ター

輸入相手国 輸入量

ロシア 56.3

ノルウェー 31.2

オランダ 13.0

その他欧洲 1.6

合計 102.0

（単位；10億立方メートル）
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ミナルが稼働しており、最大で 2,410億立法メートルのLNGを取り扱うことができる。さ

らに欧州全体で現在 32のターミナル建設が計画されており、その中に以下に述べるドイツ

のプロジェクトも含まれている。ロシアからの天然ガスを中長期的に代替するためには、

ドイツは、21 年に年間 950 億立方メートルのガス需要があったことから考えて、少なくと

も 4 つの LNG ターミナルが必要とされている。 

 

（1）北部ドイツの 3 港を LNG ターミナルの最適地として選定 

2022 年春、連邦政府は LNG ターミナルの立地場所として、まず、ブルンスビュッテ

ル（シュレスビヒホルシュタイン州）、シュターデ（ニーダーザクセン州）、ヴィルヘルム

スハーフェン（ニーダーザクセン州）の 3 港を最適地として決定した。 

ただし、45 年までのドイツの気候中立達成目標と整合性を持たせるため、新しい LNG

ターミナルの運用は 43 年 12 月末までの期限付きとし、それ以降のターミナル施設の継続

的な運用は気候中立的な水素やその派生物質（アンモニアなど）についてのみ認められる

ことになっている。 

 

1）ブルンスビュッテル LNG ターミナル 

ブルンスビュッテル港は、北海とバルト海をつなぐキール運河とエルベ川の合流点の近

くにあり、同港ではもともと 2011 年に LNG ターミナルの建設計画があったが、ロシア産

天然ガスの供給不安の高まりにより、急遽 3 年以内に、当面は LNG を処理し、その後グ

リーン水素を処理する高性能ターミナルを建設することになった。 

同ターミナルの運営会社 German LNG の計画では、25/26 年から年間最大 80 億立方メ

ートルの液化天然ガスを陸揚げし、貯蔵し、処理したうえで、2 つのガス貯蔵タンク（そ

れぞれ貯蔵能力は 16 万 5,000 立法メートル）に貯蔵することになった。 

液化天然ガスの一部は液状のまま、バンカー船、タンク車、または鉄道で搬送される。

残りは再ガス化され、短いパイプラインを介して長距離ガスネットワークに運ばれる。さ

らにハンブルグへの約 55 キロの長さのパイプラインが新たに建設されることになってお

り、このパイプラインの建設には、連邦議会によって 22 年に可決された LNG 加速法が初

めて適用されることになっている。 
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2）ヴイルヘルムスハーフェンとシュターデの LNG ターミナル 

ブルンスビュッテルに加えて、ニーダーザクセン州のヴィルヘルムスハーフェンとシュ

ターデの 2 つの港に LNG ターミナルを建設する計画が本格化した。ヴィルヘルムスハー

フェンでは 22年 5月に、海上ターミナルのための固定アンカーと陸上の固定ターミナルの

建設計画が 3 年後の稼働を目指してスタートした。 

ヴィルヘルムスハーフェンに計画されたLNGターミナルは 25/26年から少なくとも年間

100 億立法メートルの液化天然ガスを処理することになっている。また、シュターデでは、

民間コンソーシアムのハンザ・エネルギー・ハブ（Hanseatic Energy Hub＝HEH）が年

間 130 億立法メートル以上の生産能力を持つターミナルの建設を計画している。ヴィルヘ

ルムスハーフェンとシュターデの 2 つの LNG ターミナルを合わせると、ドイツのガス需

要の 25％が液化天然ガスでカバーできることになる。 

 

（2）浮体式 LNG ターミナルが暫定的ソリューションとして脚光 

浮体式 LNG ターミナル（浮体式 LNG 貯蔵・再ガス化ユニット；Floating Storage and 

Regasification Unit＝FSRU）とは、LNG をタンカーから引き取り、貯蔵し、長距離ガス

ネットワークに送るための再ガス化設備を備えた特殊な船舶のことで、1 回の荷下ろし工

程でタンカーから最大 17 万立方メートルの LNG を引き取ることができ、船上で再ガス化

したうえで、長距離ガスネットワークに送り込むことができる。 

前述のブルンスビュッテルやヴィルヘルムスハーフェン、シュターデなどで計画された

陸上の固定 LNG ターミナルでは完成までに数年かかる。ロシアのウクライナ侵攻が長引

く中で、ロシアからの天然ガス供給停止懸念が現実のものになったことから、陸上の固定

ターミナルと比べてはるかに迅速に実現可能な浮体式 LNG ターミナルが暫定的なソリュ

ーションとしてにわかに脚光を浴びるようになった。 

急遽、ブルンスビュッテルとヴィルヘルムスハーフェンに FSRU が配置されることにな

り、FSRU運営のための目的会社が設立されるまでの間、暫定的にエネルギー大手のRWE

とユニパーが運営に当たることになった。 

ニーダーザクセン州のオラフ・リース（Olaf Lies）環境エネルギー大臣は、22 年 12 月

21日にFSRUから最初の液化天然ガスを遠距離ガスネットワークと貯蔵施設に送り込むこ

とができると述べている。ただし、そのためには、すでに認可されている、ヴィルヘルム
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スハーフェンから 26 キロ離れた最寄りの「北ドイツ天然ガス輸送社」（NETRA）の供給

センターまでのパイプラインが完成していることが前提条件と同大臣は述べている。 

一方、ブルンスビュッテルにおいてはドイツエネルギー大手の RWE がノルウェーの海

運会社 Hoegh からチャーターした FSRU が 22 年 12 月から港に常時係留され、供給され

た LNG を長距離パイプライン網向けに処理する予定である。ブルンスビュッテルでも、

22年末か23年初め頃に、FSRUと「シュレスビヒ・ホルシュタイン・ネット（Schleswig-

Holstein Netz；SH Netz）の間の 3 キロの比較的短い距離をパイプラインで結び、遠距離

パイプラインに送り込むことを見込んでいる。 

エルベ川のシュターデ港では 3 番目の浮体式ターミナル FSRU が 23 年末に配備され、

ハンザ・エネルギー・ハブ（Hanseatic Energy Hub）が運用する予定になっている。また

メクレンブルク・フォアポメルン州のルブミン（Lubmin）にも、エネルギー大手の RWE

と Stena-Power が運用する 4 番目の FSRU が係留される予定である。 

 

4．エネルギーの脱ロシアは徐々に進展～経済気候保護省が進捗状況をチェック 

経済気候保護省では、以上のようなロシアによるウクライナ侵攻以降のエネルギー安全

保障策の進展状況をまとめた「エネルギー安全保障進捗報告書」を発表している。 

2022 年 3 月に発表した第 1 次報告書では、まず、石炭についてはこれまで国内消費量

のうち約半分をロシアから輸入してきたが、火力発電所や鉄鋼業界で使用する石炭を他国

産に切り替えることで 22 年秋までにロシアへの依存を 0％にすることが可能としている。

石油についても、21 年は国内消費量の約 35％をロシアからの輸入に頼っていたが、調達

先の変更で 22 年秋までにロシアへの依存率を 0％にすることが可能としている。 

天然ガスについては、20 年までは平均すると、ドイツ国内で流通する天然ガスの約

55％がロシア産であったが、21 年第 1 四半期には 40％に減らすことができ、22 年末まで

にオランダやノルウェーなど近隣諸国からの天然ガスの調達拡大や FSRU による LNG の

供給開始などにより、ロシア産の比率を 30％に削減することが可能としている。さらにそ

の後のエネルギー源の多様化、水素や再生可能エネルギーの拡大により、24 年夏までには

ロシア産への依存を 10％までに削減することが可能と見込んでいる。 

また、5 月に発表した第 2 次進捗状況報告書では、ロシア産資源への依存は第 1 次報告

書の時点よりもさらに下がり、石炭は 8％、石油は 12％、天然ガスは 35％に低下したと

している。 



 

50 

このようにロシア産エネルギー資源への依存は徐々に低下してきているものの、ハベッ

ク経済気候保護相は「ロシア産の天然ガスの供給停止は依然としてリスク」との見方を崩

していない。 

第 5 節 「リパワーEU」でロシアへのエネルギー依存からの脱却を目指す EU 

ロシア産化石燃料への依存からの脱却を目指す EU（21 年の EU の天然ガス輸入の

45％、原油の 27％、石炭の 46％がロシアからの輸入）は、ロシアのウクライナ侵攻が始

まる前から、2030 年の温室効果ガス削減目標（90 年比で少なくとも 55％削減）を達成す

るための政策パッケージ「Fit for 55」（21 年 7 月発表）によりグリーンディールを進めて

きた。 

その後のロシアのウクライナ侵攻によるエネルギー危機の深刻化を受けて、EU の欧州

委員会は 22 年 3 月 8 日、エネルギーの安全保障確保を急ぐ必要性があるとの判断から、

30 年までにロシア産化石燃料からのからの脱却を目指す「リパワーEU」計画を提案し

た。「リパワーEU」は、①当面の対策としての天然ガス供給先の多角化と、②化石燃料依

存解消の加速化の 2 本柱で構成されている。 

①の天然ガス供給先の多角化については、カタール、米国、エジプトなどからの液化 

天然ガス（LNG）の輸入やアゼルバイジャン、アルジェリア、ノルウェーなどからのパ

イプラインによる天然ガスの輸入を増やすとしており、またバイオメタンや水素の生産を

30 年までにさらに引き上げることを目指すとしている。実際、この方針に従って、EU は

22 年 6 月に、イスラエルが生産する天然ガスをエジプトに送って液化し、LNG を EU に

供給する覚書をイスラエル、エジプトと交わした。 

また、②の化石燃料依存からの脱却の加速化については、a）30 年のエネルギーミック

スに占める再生可能エネルギーの比率を現行の 40％から 45％へ引き上げる（具体的に

は、30 年までに 600GW 分の太陽光発電施設の新設、水素の域内生産目標を現行計画の 2

倍の年間 1,000 万トンへの引き上げなど）、b）30 年までのエネルギー効率化目標を 20 年

比で 9％から 13％に引き上げ、c）2030 年までに 350 億立方メートルの持続可能なメタン

ガス生産を目指す、d）「リパワーEU」のために 27 年までに必要となる 2,100 億ユーロの

追加投資にはコロナ禍からの経済復興を目指して設立された「欧州復興基金」の中核部分

である「復興強靭化ファシリティ」（RRF、21 年 2 月設立）の 2,250 億ユーロ分の融資枠
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を活用などが盛り込まれている。 

第 6 節 エネルギー危機がドイツ経済に与える影響 

当初短期間で収束するとの観測もあったロシアのウクライナ侵攻は、勃発後ほぼ 10 か

月が経過した 22 年 12 月末現在も続いており、終結が見通せない状況が続いている。ウク

ライナ紛争の勃発と長期化によって世界の経済環境は激変しており、ドイツ経済への影響

も懸念されている。ロシアによるウクライナ侵攻と侵攻後のエネルギー価格の高騰などが

現在のドイツ経済にどのような影響を及ぼし、影響がいつごろまで続きそうかについて、

ドイツの主要経済研究所が合同で行った 22 年秋季経済予測（22 年 9 月発表）に基づいて

見ておきたい。主要経済研究所の合同経済予測は経済気候保護省の委託で毎年春と秋の 2

回発表しているもので 22 年の秋季経済予測は、Ifo 経済研究所（ミュンヘン）、RWI 経済

研究所（ノルトラインウエストファーレン州エッセン）、IHW ハレ経済研究所（ザクセン

アンハルト州ハレ）、IfW キール世界経済研究所（シュレスビヒホルシュタイン州キール）

などが中心となってとりまとめた。 

報告書では、①冬季の寒さが平年並みに推移し、ロシアからの天然ガス供給停止による

不足分を第三国からの代替輸入でほぼカバーできると仮定した場合の予測（ベースライン

シナリオ）と、②ガス需要期の冬季が厳寒でガスの需要が想定以上に増えた場合や前述の

LNG ターミナルの建設がスケージュール通りに進まなかった場合の予測（リスクシナリ

オ）の 2 つを提示している。 

主要経済研究所の秋季経済予測（ベースラインシナリオ）では、22 年における実質国内

総生産は下半期の後退にもかかわらず、通年で 1.4％拡大（春季予測の 3.1％増をおよそ半

分に下方修正）すると推計し、23 年については、0.4％減少（春季予測の 2.3％増を大幅に

下方修正）すると予測している。この下方修正はエネルギー危機の大きさの表れであり、

22、23 年を合わせた国内総生産の損失額は 1,600 億ユーロ（約 23 兆 2,000 億円、1 ユー

ロ＝145 円で換算）にのぼると推計している。一方、24 年の国内総生産は 1.9％拡大する

と予測している（表 3-8）。 
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表 3-8. ドイツの実質国内総生産と産業部門別の総付加価値生産（ベースラインシナリオ） 

 

注. 四半期別の数値は前期比増減率、年次別の数値は前年比増減率。 

出所: 2022 年第 2 四半期まではドイツ連邦統計局。 

22 年第 3 四半期以降は「主要経済研究所、2022 年秋季経済予測」 

 

エネルギー危機はエネルギー価格の高騰を通じてインフレ率の急上昇をもたらしてお

り、ベースラインシナリオでは、22 年のインフレ率が 8.4％、23 年にも 22 年を上回る

8.8％に達すると予測している。インフレ率は 24 年になってようやく沈静化し、2％台の

水準に落ち着くものとみられている（表 3-9）。 

 

表 3-9. ドイツの主要経済指標 

 

出所: 2021 年まではドイツ連邦統計局、22～24 年は主要経済研究所の「2022 年秋季経済予測」 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

国内総生産（実質） 0.8 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 0.4 0.3 0.6 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 1.4 ▲ 0.4 1.9

 産業部門の総付加価値 1.6 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 0.4 0.3 0.6 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 1.4 ▲ 0.5 1.9

　製造業（建築を除く） ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.4 1.0 1.3 0.9 0.7 0.5 0.5 0.5 ▲ 0.8 0.1 3.0

　　加工産業 ▲ 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.5 1.1 1.4 1.0 0.8 0.6 0.5 0.5 ▲ 0.7 0.2 3.2

　　エネルギー、水供給 ▲ 0.8 ▲ 0.1 ▲ 2.7 0.2 0.2 0.5 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3 0.2 ▲ 0.9 ▲ 0.5 1.7

　建設業 3.2 ▲ 2.4 ▲ 1.8 ▲ 0.9 ▲ 0.1 0.5 1.0 1.0 0.8 0.6 0.4 0.4 ▲ 1.8 ▲ 1.7 2.8

　商業、交通、宿泊 2.1 ▲ 1.5 0.0 ▲ 2.1 ▲ 1.3 ▲ 0.2 0.3 0.4 0.7 0.6 0.5 0.4 2.9 ▲ 3.4 1.8

　情報・通信 1.4 1.5 0.4 0.0 0.0 0.4 0.5 0.5 0.7 0.6 0.6 0.6 3.7 1.1 2.4

　金融・保険サービス 4.3 0.4 0.2 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 4.7 0.7 0.6

　土地・住宅 0.9 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.3 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.7 ▲ 0.7 0.8

　企業サービス 1.2 2.0 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.3 0.3 0.7 0.6 0.6 0.6 0.5 0.4 3.4 0.3 2.4

　公共サービス 2.9 ▲ 0.8 0.5 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 0.1 0.1 1.5 0.9 1.2

　その他サービス 5.3 1.0 0.0 ▲ 1.5 ▲ 1.1 ▲ 0.5 0.6 0.7 0.5 0.5 0.4 0.3 3.4 ▲ 1.9 1.8

2022 2023 2024

（単位: ％）

2022 2023 2024

経済指標 2019 2020 2021 2022 2023 2024

実質国内総生産（前年比） 1.1 ▲ 3.7 2.6 1.4 ▲ 0.4 1.9

就業者数（千人） 45,277 44,915 44,980 45,557 45,567 45,657

失業者数（千人） 2,267 2,695 2,613 2,413 2,564 2,479

失業率（％） 5.0 5.9 5.7 5.3 5.5 5.3

消費者物価指数（2015＝100） 1.4 0.5 3.1 8.4 8.8 2.2

　10億ユーロ 53.2 ▲ 147.6 ▲ 134.3 ▲ 72.5 ▲ 51.2 ▲ 41.5

　名目GDP比 1.5 ▲ 4.3 ▲ 3.7 ▲ 1.9 ▲ 1.3 ▲ 1.0

　10億ユーロ 262.9 238.7 265.0 163.8 170.3 191.7

　名目GDP比 7.6 7.0 7.4 4.7 4.2 4.5

財政収支

経常収支
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インフレ率の上昇は可処分所得の減少を通じて個人消費の減退をもたらしており、「商

業・交通・宿泊」部門の付加価値生産の減少をもたらしている。「商業・交通・宿泊」部

門以外では、「製造業」や「建設業」部門の付加価値生産への影響も大きい。 

一方、「22 年秋季予測」ではリスクシナリオ（報告書ではリスクシナリオの確率は 20％

と想定）の場合、経済への影響はさらに深刻で、天然ガス供給不足の影響は「製造業」に

おいて最も深刻に表れるとし、その影響は 24 年に入っても続くと予想している（表 3-

10）。なお、ドイツ連邦統計局によると、20 年におけるドイツの天然ガスの需要先分野別

の消費量の内訳は、製造業が約 54.7％と最も多く、次いで一般家庭 30.6％、その他

14.7％となっている。また化学産業協会の統計によると、製造業においては化学産業、鉄

鋼業などでのエネルギー集約産業で大量の天然ガスが使われており、なかでも化学産業が

製造業全体の天然ガス使用量の 3 分の 1 強を占めていることから（表 3-11）、天然ガス供

給不足と価格高騰の影響を最も強く受けるのは、化学産業になることは間違いないとみら

れる。 

 

表 3-10. ドイツの実質国内総生産と産業部門別の総付加価値生産（リスクシナリオ） 

 

注.  四半期別の数値は前期比増減率、年次別の数値は前年比増減率。 

出所: 2022 年第 2 四半期まではドイツ連邦統計局。22 年第 3 四半期以降は「主要経済研究所、2022 年秋

季経済予測」 

 

 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

国内総生産（実質） 0.8 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 13.6 3.6 10.0 ▲ 1.7 ▲ 15.8 3.9 8.1 6.6 1.5 ▲ 7.9 ▲ 7.9

産業部門の総付加価値 1.6 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 13.6 3.6 10.0 ▲ 1.7 ▲ 15.8 3.9 8.1 6.6 1.4 ▲ 8.0 ▲ 8.0

　製造業（建築を除く） ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 41.3 11.9 35.7 ▲ 5.9 ▲ 52.5 14.7 34.4 24.6 ▲ 0.8 ▲ 26.6 ▲ 26.6

　　加工産業 ▲ 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 40.9 11.7 35.7 ▲ 5.8 ▲ 52.0 14.4 33.7 24.1 ▲ 0.7 ▲ 26.3 ▲ 26.3

　　エネルギー、水供給 ▲ 0.8 ▲ 0.1 ▲ 2.7 0.2 ▲ 43.6 12.9 38.8 ▲ 6.2 ▲ 56.0 16.8 39.3 28.1 ▲ 0.9 ▲ 28.5 ▲ 28.5

　建設業 3.2 ▲ 2.4 ▲ 1.8 ▲ 0.9 ▲ 10.9 3.1 9.4 ▲ 1.6 ▲ 13.9 3.9 9.0 6.4 ▲ 1.8 ▲ 7.5 ▲ 7.5

　商業、交通、宿泊 2.1 ▲ 1.5 0.0 ▲ 2.1 ▲ 8.3 4.1 7.4 ▲ 1.9 ▲ 10.6 4.9 6.9 4.7 2.9 ▲ 4.6 0.1

　情報・通信 1.4 1.5 0.4 0.0 ▲ 5.2 3.1 6.8 0.3 ▲ 7.0 3.6 6.6 5.1 3.7 0.9 4.3

　金融・保険サービス 4.3 0.4 0.2 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 4.7 0.7 0.6

　土地・住宅 0.9 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.3 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.7 ▲ 0.6 0.8

　企業サービス 1.2 2.0 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 12.4 4.1 11.5 ▲ 1.4 ▲ 15.9 5.0 11.0 8.0 3.4 ▲ 4.9 ▲ 0.9

　公共サービス 2.9 ▲ 0.8 0.5 0.3 0.3 0.3 0.5 0.5 0.5 0.5 0.1 0.1 1.5 1.0 1.7

　その他サービス 5.3 1.0 0.0 ▲ 1.5 ▲ 6.6 2.5 4.9 ▲ 1.3 ▲ 8.0 3.2 4.5 3.8 3.4 ▲ 3.7 ▲ 0.8

2022 2023 2024

（単位；％）

2022 2023 2024
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表 3-11. ドイツのガス使用量の推移（部門別） 

 

注. ガスは天然ガスと石油ガスの合計。比率は製造業のガス使用量に対する 

       化学・医薬品部門の使用量の比率。ジュールは熱量単位、テラは 10 の 12 乗。 

出所: ドイツ化学産業協会; “2022 Chemischewirtschaft in Zahlen”より作成 

 

ちなみに、化学産業協会の統計資料によると、ドイツの化学産業（医薬品を含む）の 21

年の生産高は 1,612 億ユーロで、うち化学製品が 1,266 億ユーロ（全体の 78.5％）、医薬

品（医薬品原料を含む）が 346 億ユーロ（同 21.5％）となっている。化学製品の主要生産

品目はファインケミカル（化学産業全体の 25.8％）、ポリメール（合成繊維等重合体）（同

20.4％）、石油化学製品（同 15.6％）であった。 

 

表 3-12. ドイツ化学・医薬品産業の生産高（2021）（製品の種類別） 

 

出所:ドイツ化学産業協会; “2022 Chemischewirtschaft in Zahlen”より作成 

第 7 節 問われる気候変動目標の達成（まとめ） 

今回のロシアのウクライナ侵攻の動機については、例えば、①EU の拡大に伴う NATO

化学・医薬品
産業

比率
（％）

製造業 国内使用量全体

2016 418,986 36.9 1,136,074 2,227,882

2017 445,011 37.5 1,185,166 2,226,650

2018 437,729 37.3 1,173,830 2,185,006

2019 435,802 37.8 1,153,741 2,185,006

2020 441,942 38.2 1,157,008 2,098,016

（単位: テラジュール）

生産高 比率

化学製品・医薬品 161.2 100.0

　化学製品 126.6 78.5

　　無機化学製品 14.1 8.8

　　石油化学製品、同派生品 25.1 15.6

　　合成繊維等重合体（ポリメール） 32.8 20.4

　　ファインケミカル、特殊製品 41.5 25.8

　　洗剤、ボディケア製品 10.6 6.5

　　その他 2.4 1.5

　医薬品 34.6 21.5

   　医薬品原料 4.1 2.5

　　医薬品 29.8 18.5

　　その他 0.7 0.4

（単位: 10億ユーロ、％）
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の東方への拡大に対する警戒、②旧ソ連邦時代の版図の回復という領土的な野望、特に人

口減少対策として東欧のロシア系住民の多い地域のロシア領土への組み込み、③ウクライ

ナはそもそもロシアのものという歴史観など、識者によっていろいろな観点から論じられ

ている。また経済的には、ロシアは長年、石油、天然ガスなどの資源輸出に依存してきた

ため、製造業の発展・育成が思うように進まず、経済力が低迷してきていること、また頼

みの資源輸出も地球温暖化防止対策として地球規模で化石燃料利用の削減が進んできてい

ることなどから、ロシア経済の先行きへのあせりといったものもウクライナ侵攻の背景に

あったのかもしれない。 

いずれにしても、ロシアのウクライナ侵攻後の米欧などの西側諸国とロシアの制裁の応

酬をエネルギーというフィルターを通してみると、化石燃料資源を豊富に持ち資源国とし

ての力を出来るだけ長く保持したいロシアと、脱化石燃料を通じてロシアへの依存を減ら

したい米欧（特に EU）の対立構造が鮮明に見えてくる。 

 

1．エネルギーの安定確保は時間との闘い～懸念される気候変動目標への影響 

これまで見てきたように、ロシアへのエネルギー依存から脱却を目指した EU の方針の

大枠の下でドイツも、ロシアからのエネルギーの輸入削減に取り組んでいる。しかし、エ

ネルギー供給先多角化やエネルギーの化石燃料から再生可能エネルギーへの転換は、その

プロセスを加速する努力が続けられているとは言え、一朝一夕に実現することは困難であ

り、経済気候保護省では、実際にロシアからの天然ガスの供給がストップした場合には、

すでに決定している一時的な石炭利用の拡大や、いったん稼働停止を決めた原子力発電の

再開も含めたあらゆる選択肢が検討の対象になるとしている。実際、ロシア産天然ガスの

輸入急減以降、火力発電所での石炭の利用が拡大しており、原子発電所の稼働延長につい

ても、22 年末に稼働停止を予定していた 3 つの原子力発電所（南部のイザール 2 とネッカ

ーベストハイム 2、西部のエムスラント）の 23 年 4 月中旬までの稼働延長を認める原子力

法改正案が連邦議会で可決されたのに引き続き、22 年 11 月には連邦参議院でも承認され

たことから、稼働延長が確定した。 

温暖化ガス排出削減による気候変動防止への取り組みは地球規模での至上命題であるこ

とには変わりなく、長期的な温暖化ガス排出削減への取り組みはこれからも続くと思われ

るが、今回のロシアのウクライナ侵攻を契機に深まった米欧などの西側諸国とロシア、中

国などの中央集権的な諸国の深刻な対立が、これまで世界が営々と築いてきた温暖化ガス
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削減に向けた取り組みに大きな影響をおぼすことが懸念されている。ドイツの「改正気候

保護法」（21 年 6 月）で定めた温室効果ガスの削減目標、「30 年までに 90 年比で 65％削

減、45 年にカーボンニュートラル」の達成は、一時的にせよ化石燃料への回帰に頼らざる

を得ない現状から考えると、相当な困難が予想される。 

 注．本稿は 22 年末までの状況に基づいてとりまとめたものです。 
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・ドイツ連邦経済気候省「第 2 次エネルギー安全保障進捗報告書」（Second energy security progress 

report）、2022 年 5 月 1 日 

https://www.bmwk.de/Redaktion/EN/Downloads/Energy/0501_zweiter-fortschrittsbericht_ 

energiesicherheit_EN.pdf?__blob=publicationFile&v=2 

 

 

https://www.bmwk.de/Redaktion/EN/Downloads/E/emergency-plan-gas-germany.pdf?__blob=publicationFile&v=4
https://www.bmwk.de/Redaktion/EN/Downloads/E/emergency-plan-gas-germany.pdf?__blob=publicationFile&v=4
https://www.consilium.europa.eu/en/policies/green-deal/
https://ec.europa.eu/info/strategy/priorities-2019-2024/european-green-deal/repowereu-affordable-secure-and-sustainable-energy-europe_en
https://ec.europa.eu/info/strategy/priorities-2019-2024/european-green-deal/repowereu-affordable-secure-and-sustainable-energy-europe_en
https://www.bmwk.de/Redaktion/EN/Downloads/Energy/fortschrittsbericht-energiesicherheit-layout-english.pdf?__blob=publicationFile&v=3
https://www.bmwk.de/Redaktion/EN/Downloads/Energy/fortschrittsbericht-energiesicherheit-layout-english.pdf?__blob=publicationFile&v=3
https://www.bmwk.de/Redaktion/EN/Downloads/Energy/0501_zweiter-fortschrittsbericht_energiesicherheit_EN.pdf?__blob=publicationFile&v=2
https://www.bmwk.de/Redaktion/EN/Downloads/Energy/0501_zweiter-fortschrittsbericht_energiesicherheit_EN.pdf?__blob=publicationFile&v=2
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第 4章 サステナビリティを巡る EUの動向  ～人権デューディリ

ジェンス関連規制と 2国間 FTAの TSD規定を中心に～ 

  

 日本貿易振興機構（ジェトロ） 

調査部主任調査研究員 田中 晋 

 

はじめに 

EU の執行機関である欧州委員会は 2022 年 2 月 23 日、「世界のディーセント・ワー

ク」に関する政策文書（コミュニケーション）（注1）を発表した。これは EU の今後の指針

となるもので、EU 域内外を問わず、ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい

仕事）（注2）を推進するのが狙いであり、児童労働と強制労働の撲滅がその中心に位置づけ

られる。国際労働機関（ILO）と国連児童基金（UNICEF）が 2021 年 6 月に共同発表し

た最新統計（注3）では、世界人口の 10 人に 1 人にあたる 1 億 6,000 万人の子供が児童労に

従事しており、2,500 万人が強制労働の状況に置かれているという。 

また、ディーセント・ワークの促進は、特に ILO、国際連合（UN）、経済協力開発機構

（OECD）の活動を通じて、また G7 及び G20 の国々においてもより一層焦点が当てられ

るようになっている。国際的なコミットメントとガイダンス（注4）は、グローバリゼーショ

ンが常に持続可能な方法で進んでいる訳ではないという懸念の高まりを反映し、企業の役

割に向けられている。EU は、ディーセント・ワークに関する世界的なアジェンダを形成

し、人間中心の仕事の未来を促進することにコミットしている。EU は、持続可能な開発

のための国連の「2030 アジェンダ」に沿って、EU 域内と域外の双方でディーセント・ワ

ークを擁護することを目指している。 

EU は、人権の普遍的価値を支持する責任あるグローバルプレーヤーとして、また主要

な経済大国として、開かれた戦略的自律性（注5）の概念に沿って、グローバルゲートウェイ

（注6）に反映されているように、国際労働基準を含む多国間のルールに基づく世界秩序（注7）

を支持し、更新することに強い姿勢をとっている。 

EU 経済は、グローバルサプライチェーンを通じて世界中の何百万人もの人々とつなが

っており、EU の消費者は、生産者のディーセント・ワークを保証する持続可能で公正な
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方法で生産された商品を一層要求するようになっている。欧州の未来に関する会議での議

論に反映されているように、欧州市民は EU が行動することを期待しており、欧州委員会

はその責任を真摯に受け止めているとしている。また、EU の労働者と企業、そして世界

中の責任ある公的・民間関係者の利益のために、グローバルにディーセント・ワークの尊

重を強化し、それによって労働者の保護基準を引き下げることにより投資を誘致するモデ

ルに基づく底辺への競争を回避する狙いがある。 

新型コロナウイルスによるパンデミックは、所得と労働市場の不平等を悪化させ、女性

や、若者や子供、障害のある人、高齢者、移民労働者、インフォーマル経済の労働者など

の脆弱で不利な立場にあるグループにより大きすぎる影響を及ぼした。パンデミックは労

働安全衛生と基本的労働権の行使を悪化させ、グローバルサプライチェーン上のものを含

むディーセント・ワークを促進する緊急性を浮き彫りにした。 

2022 年 2 月に発表された EU のディーセント・ワーク政策文書は、EU がこうした課題

にどのように対処するかを示したもので、EU が世界中でディーセント・ワークを実施す

るために使用する内外の政策を定め、この目的を新型コロナウイルス危機からの包摂的か

つ持続可能で強靭な回復の中心に据えている。EU は域内市場、域外国及びグローバルサ

プライチェーンの労働者に対応する包括的なアプローチに沿って、すべてのセクターと政

策分野に渡ってディーセント・ワークを促進していく。このアプローチは、ILO のグロー

バルな行動の呼びかけ（注8）に沿ったものとなる。 

EU はまた、ディーセント・ワークに伴う普遍的な 4 つの要素（①雇用促進、②労働に

おける基準と権利、③社会的保護、④政労使の三者構成原則と社会対話による行動）を強

化する。この 4 要素は、ILO が開発し、国連の持続可能な開発目標（SDGs）に反映され

たものである。 

今回の政策文書は、EU が世界でディーセント・ワークを実施するために域内外で利用

する政策を設定するもので、表 4-1 に示した 4 つの政策分野で構成される。 

EU は世界におけるディーセント・ワーク推進に向けて、企業の責任ある行動を促すた

めの規則や指令のほか、2 国間の貿易協定や地域政策、多国間の枠組みなど、あらゆる機

会を利用する意向を示している。本報告では、主に 1．EU を超えた範囲に届く政策・イ

ニシアチブに関する主要な指令案・規則案の概要と審議状況、2．EU の 2 国間・地域政策

のうち、貿易協定に含まれる「貿易と持続可能な開発（TSD）章」の新たな方針の動向に

絞って解説する。 
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表 4-1. EU ディーセント・ワークに関する政策文書で示された 4 つの政策分野と対応策 

 

 

第１節 EU を超えた範囲に届く政策・イニシアチブ 

EU 域内での行動は、世界中の労働者の福利にも影響を与える。グローバルサプライチ

ェーンにおけるディーセント・ワークの促進という EU のコミットメント（注9）に沿って、

EU の政策は、グローバルな企業責任と透明性の最前線となる基準を設定し、持続可能な

金融、持続可能な生産と消費のための枠組みを設定、公共調達活動で模範を示すことで公

共部門を強化する。これらは欧州グリーン・ディールに不可欠な要素であり、世界中で社

会的に公正な移行を確実にするために、グリーンと社会の持続可能性が密接に関連してい

る必要があることを強調している。ディーセント・ワークを追求する EU のイニシアチブ

は、横断的なものとセクター固有のものの双方がある。加えて、EU は児童労働や強制労

働と闘うための多くの目的に特化したイニシアチブを開始した。 

 

1．企業持続可能性デューディリジェンス指令案 

欧州委員会は、世界のディーセント・ワークに関する政策文書を発表した同日、EU を

超えた範囲に届く政策・イニシアチブの一環として、企業持続可能性デューディリジェン

ス指令案（注10）を発表した。同指令案は、グローバル・バリューチェーン全体で持続可能

で責任ある企業行動を促進することを目的としている。企業は、持続可能な経済と社会を

構築する上で重要な役割を果たしており、企業活動が児童労働や労働者の搾取などの人権

に及ぼす悪影響、及び汚染や生物多様性の損失などの環境に及ぼす悪影響を特定し、必要

に応じて防止、停止、または軽減する必要がある。企業にとって、同指令案は法的確実性

と公平な競争条件をもたらし、消費者と投資家にとっては、より透明性が高くなると、欧
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州委員会は強調している。指令案はまた、環境への移行を促進し、EU 域内外で人権を保

護するとしている。 

企業持続可能性デューディリジェンス指令の目的の一つは加盟国法の調和である。フラ

ンスでは注意義務法が、オランダでは児童労働デューディリジェンス法が既に存在し、ド

イツでもサプライチェーン・デューディリジェンス法の適用が 23年 1月から始まった。複

数の加盟国が、デューディリジェンスに関する国内規制をすでに導入しており（表 4-2 参

照）、一部の企業は独自のイニシアチブで対策を講じている。しかし、国別の法制に対応

するには企業負担がかることや、自主的な取り組みではデューディリジェンスの導入が十

分に進まないことが課題となっていた。同指令案は、人権と環境への負の影響に対処する

ために、企業の持続可能性デューディリジェンス義務を確立するとしている。 

なお、調和が必要であるにもかかわらず、規則でなく、指令である点について、欧州委

員会の担当者によれば、会社法に関しては EU 機能条約第 50 条が法的ベースとなってお

り、EU の排他的権限ではなく、加盟国との共有権限のため、規則を提案することができ

ず、EU レベルで調和するアプロ―チを取ったという。 

 

表 4-2. フランス、オランダ、ドイツ、ノルウェーの人権デューディリジェンス関連法制 

 
 

（1）指令案の適用対象企業 

欧州委員会が 2022 年 2 月に発表した指令案によれば、対象企業は 2 つのグループから

成る（表 4-3 参照）。 

国名 フランス オランダ ドイツ ノルウェー

施策名 企業注意義務法 児童労働デューディリジェンス法
サプライチェーン・

デューディリジェンス法
透明性法

施行日 2017年3月27日
未定

（2019年10月24日公布）
2023年1月1日 2022年7月1日

対象

2連続会計年度終了時にフランス

国内の本社および直接、間接の

子会社で5,000人以上の従業員

を雇用している企業、

またはフランス国内外の直接、

間接の子会社で合計1万人以上

の従業員を雇用している企業

オランダ市場に製品・サービス

を提供・販売する企業

ドイツを本拠（事業活動のみなら

ず、経営の意思決定が行われる

ことを含む）とし、2023年1月

施行時はドイツ国内の従業員が

3,000人以上、2024年1月から

は1,000人以上の企業

ノルウェーに所在し、同国内外で商

品・サービスを提供する大企業（※）

と、同国内において物品・サービスを

提供し、同国法の下で納税義務のある

外国籍の大企業（※）

※会計法第1条5項で定義される会社、

　または、①売上高7,000慢NKO超、

　②貸借対照表の合計s00万NKO超、

　③従業員数50人超、の2つ以上を満たす企業

措置内容

親会社が海外子会社やサプライ

チェーン上で及ぼす人権・環境に

対する悪影響についての注意義務

に関する計画書の作成・実施・

有効性評価・開示を義務付け

サプライチェーン上における

児童労働の問題を特定し、防止

するためのDDを行ったことを

示す声明文の提出を義務付け

間接的な取引先も含め自社の

サプライチェーンに関わる国内外

の全企業が人権・環境をリスクに

さらされないようデューディリ

ジェンスと人権報告書の作成・

公表などを義務付け

OECD 行動指針に従い、人権および

ディーセント・ワークに関するデュー

ディリジェンスを実施し、その内容を

説明・公表するとともに、情報開示

要求などへの対応を義務づけ

（出所）各法制内容を基に作成
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表 4-3. EU 持続可能性デューディリジェンス指令案の対象企業 

 

グループ 1は、従業員が 500人超、かつ世界の売上高が 1億 5,000万ユーロを超えるEU

域内企業で、約 9,400 社が対象になるとみられている。グループ 2 は、従業員 250 人超、

かつ売上高が 4,000 万ユーロ超から 1 億 5,000 万ユーロ以下で、人権と環境の観点からリ

スクが高いと指定された繊維、農林水産、鉱物関連分野などでの売上高が 50％以上を占め

る EU 域内企業で、約 3,400 社が対象になるとみられている。 

また、日本企業を含む EU 域外企業については、EU 域内での売上高や対象分野の売上

高の割合が同等基準に達すると、従業員数に関係なく対象になる。EU 域外企業の場合、

グループ 1 で約 2,600 社、グループ 2 で約 1,400 社が対象になるとみられる。 

他方、EU 理事会が 2022 年 12 月 1 日に採択した立場（注11）では、グループ 1、2 ともに

2 会計年度連続で適用基準を満たすこと、またグループ 2 について、繊維・皮革製品等、

農林水産・飲料・食品等（飲料が追加）、鉱物関連等の 3 分野のうち 1 つ以上の対象分野で

少なくとも 2,000 万以上の売上高があることが条件に加えられた。欧州議会の修正案（立

場）は 2023 年 5 月 31 日に採択される見通しだが、同修正案をリードする法務委員会

（JURI）が 2022 年 11 月に発表した草稿（注12）では、グループ 1 が従業員 250 人超、かつ

世界の売上高が 4,000 億ユーロ超の EU 域内企業、グループ 2 が従業員 50 人超、かつ売上

高が 800 万ユーロ超、リスクが高いと指定された特定分野での売上高が 30％以上を占める

EU 域内企業に修正する内容となっている。特定分野については、繊維小売、衣料品、食

品・飲料のマーケッティング・広告、動物製品、エネルギー、鉱物資源の輸送と取り扱い、

建設・同関連活動、金融サービス、情報通信技術・同関連サービスなどが追加されている。

5 月末に欧州議会の修正案が正式に採択された後に、EU 理事会や欧州委員会との協議（ト

リローグ）が始まる見通しだが、現状ではそれぞれの立場に大きな乖離がある。 

 

対象分野

会計年度間

平均従業員数

（注1）

会計年度間売上高（注2） EU域内対象企業数 EU域外対象企業数

グループ１ 全分野 500人超 1億5,000万ユーロ超 ＋/－ 9,400社 ＋/－ 2,600社

グループ２
繊維・皮革、農林水産、

鉱業関連等（注3）
250人超

4,000万ユーロ超～

1億5,000万ユーロ以下
＋/－ 3,400社 ＋/－ 1,400社

（注1）従業員数基準はEU域内企業のみに適用。

（注2）EU域内企業は全世界の売上高、EU域外企業はEU域内での売上高が対象。

（注3）対象分野での純会計年度間売上高が全体の50％以上を占める場合に対象となる。

（出所）欧州委員会　持続可能性デューディリジェンスおよび（EU）2019/1937指令を改正する欧州議会・理事会指令案
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（2）指令案の適用範囲 

また、欧州委員会による当初指令案では、適用範囲が、自社と子会社の事業活動だけで

なく、バリューチェーン上で「確立した（established）ビジネス関係」を持つ取引先によ

る事業活動も含まれることが注目された。しかし、産業界から用語の意味が不明確などの

批判が多くあり、2022 年 12 月の EU 理事会の立場では、「確率したビジネス関係」の規定

は削除され、「ビジネスパートナー」に置き換えられ、「直接ビジネスパートナー」と「間

接ビジネスパートナー」に分けて、その範囲が明確に定義された。また、「バリューチェ

ーン」という用語は、「バリューチェーン」全体をカバーするのか、範囲を「サプライチ

ェーン」に限定するのかという問題に関する加盟国の異なる見解を反映し、また既存の定

義との混同を避けるため、「活動の連鎖（chain of activities）」という中立的な用語に置き

換え、適用範囲を修正した。「活動の連鎖」の内容に関して、完全な「バリューチェーン」

の概念から、企業の製品使用の段階、もしくはサービス提供全体の規定を除外することに

より、サプライチェーンの概念に移行した。また、損害が「活動の連鎖」において、「ビ

ジネスパートナー」のみによって引き起こされた場合の対象企業の責任は問わない修正が

なされた。「活動の連鎖」の範囲と「間接ビジネスパートナー」が定義されたことで、直

接的に義務が課される対象企業でなくても、「活動の連鎖」の範囲で「ビジネスパートナ

ー」となる中小企業などにも対象企業から対応を求められる可能性がある。2022 年 11 月

の欧州議会法務委員会の修正案においても、「確率したビジネス関係」の規定は削除され、

バリューチェーン全体の「ビジネス関係」を含む形に当該規定が修正されている。 

 

（3）対象企業の義務内容 

欧州委員会の説明によると、対象企業の義務内容は表 4-3 のように整理できる。グルー

プ 1 の対象企業には、後述するデューディリジェンス義務（表 4-4 参照）のほかに、温暖

化対策条項（第 15条）も適用される。その内容は、パリ協定に沿って地球温暖化を産業革

命前に比べて 1.5 度に抑制することと整合する事業計画の策定を求めるものとなっている。 

なお、欧州委員会の当初案に盛り込まれた取締役の注意義務（第 25条）や取締役のデュ

ーディリジェンス実施・監督義務（第 26 条）、気候変動対策における取締役の変動報酬と

の紐づけ（第 15条 3 項）は、2022 年 12 月 1日採択の EU 理事会の立場では削除された。 

第 25条は、取締役の注意義務に関する加盟国の国内規定への不適切な干渉であり、企業 
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表 4-4. EU 持続可能性デューディリジェンス指令案における対象企業の義務内容 

 

の最善の利益のために行動する取締役の義務を潜在的に弱体化させる可能性があると表

明した加盟国の強い懸念により削除された。第 26条の内容はデューディリジェンスプロセ

スと密接に関係していたため、同条項が削除され、その主な要素は、コーポレートガバナ

ンス制度の多様性と、企業が内部事項を規制する自由を考慮し、デューディリジェンスを

企業の方針とリスク管理システムに統合する規定に移行された（第 5 条 3 項）。なお、欧州

議会法務委員会の 2022 年 11 月の修正案では、取締役の注意義務（第 25 条）や取締役の

デューディリジェンス実施・監督義務（第 26条）は維持され、一部内容が強化されている

一方、気候変動対策における取締役の変動報酬との紐づけ（第 15条 3項）については同様

に削除されている。 

 

（4）デューディリジェンスの義務内容 

対象企業が求められる人権・環境に関するデューディリジェンス対応については、表 4-

5 に整理した。2022 年 12 月の EU の立場（修正案）では、対象企業は、企業方針やリス

ク管理システムにデューディリジェンスを組み込むこと（第 5 条）や、実際のまたは潜在

的な人権・環境への負の影響を特定し（第 6 条）、優先順位付けすること（第 6 条 a）が求

められる。潜在的な負の影響がある場合の適切な予防措置や、予防できない場合は軽減措

置を講じ（第 7 条）、実際に負の影響が発生した場合の適切な是正措置や、負の影響を終わ

らせることができない場合は影響範囲を最小限に抑制する（第 8 条）ことが求められる。

また、対象企業は直接のビジネスパートナーに対しても契約の際にデューディリジェンス

義務順守の保証を求める（第 7 条 2 項（b））必要がある。さらに、順守状況を確認し、順

守されない場合は一時的な取引停止や契約終了などの措置を講じなければならない（第 7

条 5 項）。 

DD義務 温暖化対策義務 開示義務

グループ１ 完全なDD義務

企業のビジネス戦略がパリ協定に

沿って地球温暖化を（産業革命前

と比べて）1.5度に抑制すること

と整合する計画の策定（取締役の

変動報酬とリンク）

・取締役の変動報酬

（長期的な利益と持続可能性に対する

　取締役の貢献が変動報酬に紐づいて

　いる場合、温暖化対策における義務

　履行を正当に考慮）

グループ２

深刻な影響が

ある場合のみ

DD義務

― ―

開示項目・内容等は

企業持続可能性報告指令

（CSRD）に基づく

（EU域内企業のみに適用）

・取締役の注意義務

　（決定が短中長期に与える

　　影響を考慮）

・取締役のDD実施義務

取締役義務（22年12月採択の理事会の立場では削除）

（出所）欧州委員会、EU理事会
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表 4-5. EU 持続可能性デューディリジェンスの義務内容 

 

 

また、欧州委員会は、ビジネスパートナーに契約書上で保証を求める際に利用できる任

意のモデル契約条項に関するガイダンスを用意するとしている（第 12 条）。さらに、バリ

ューチェーンも含めて、負の影響を被る人や労働組合、市民団体など、潜在的にまたは実

際に発生している負の影響に正当な懸念を有する人に対して苦情申し立て手続きを確立す

ることが求められる（第 9 条）。デューディリジェンス方針と措置の有効性の監視、評価、

見直しについては、自社及び子会社だけでなく、事業に関連するビジネスパートナーの事

業についても対象になる。また、人権・環境への対応措置を少なくとも 24か月ごとに評価

し、新たなリスクの出現に備える必要がある（第 10 条）。欧州委員会の指令案では、少な

くとも 12 か月ごとの見直しを求めていたが、12 月の EU 理事会の立場では 24 か月ごとに

修正された。企業はまた、この定期評価を踏まえてデューディリジェンス方針を更新しな

ければならない。デューディリジェンスの詳細や対応措置公開について、欧州委員会の当

初指令案では、会計指令（企業持続可能性報告指令（CSRD）でこのほど改正（後述））に

基づく報告要件の対象とならない企業は、同指令の対象項目を含む年次報告書をウェブサ

イト上で、翌年度の 4 月 30 日までに毎年公開する必要があるとしていたが、2022 年 12 月

の EU 理事会立場では、年次報告書が作成された会計年度の貸借対照表日から 12 か月を超

えない合理的な期間内に公表する形式に修正された。 

なお、2022 年 11 月の欧州議会法務委員会（JURI）の修正案では、デューディリジェン

スの対象に、人権、環境のほかにグッド・ガバナンスが追加されている。 

 

第5条 企業方針にデューデリジェンス（DD）を組み込む

第6条 実際のまたは潜在的な人権・環境への負の影響を特定する

第7条
潜在的な負の影響がある場合は、適切な予防措置を講じ、予防できない場合は

軽減措置を講じる

第8条
実際に負の影響が発生した場合は、適切な是正措置を講じ、負の影響を終わら

せることができない場合は影響の範囲を最小限に抑制する

第9条
負の影響の対象者や関係するバリューチェーンでの労働者を代表する労働組合、

関係市民団体などに対する苦情手続きを確立し、維持する

第10条 DD方針と措置の有効性を監視し、評価し、少なくとも24カ月毎に見直しを行う

第11条 DDの詳細や対応措置を公開する

（出所）持続可能性デューディリジェンス指令案に関するEU理事会の立場（2022年12月1日採択）
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（5）5 月末に見込まれる欧州議会修正案待ち 

また、指令案が EU 加盟国に対して、今後制定される国内法に、規定違反に関する制裁

を盛り込むことを求めていることにも注意が必要となる。加えて、企業に制裁金を科す場

合には、売上高に基づくことも求めている。そのほか、表 4-5 に記載した第 7 条と第 8 条

に定められた予防、軽減、是正、抑制措置の義務違反について、ビジネスパートナーであ

る取引先企業と共同による場合も含めて、対象企業が損害賠償責任を負うことを保証する

よう EU 加盟国に求める内容となっている。ただし、既述したとおり、取引先企業のみに

よって引き起こされた違反の損害賠償責任は問われない規定に EU 理事会では修正された。 

同指令案は、欧州議会法務委員会での 4 月に予定される投票を経て、5 月 31 日に見込ま

れる欧州議会本会議で欧州議会の正式な修正案が固まる見通し。その後、EU 理事会の正

式な修正案が承認され、欧州議会、EU 理事会、欧州委員会との非公式交渉「トリローグ

（3者対話）」での協議に進む予定。最も楽観的にみた場合でも法案成立は、2023年第4四

半期以降となる見込み。法案が成立すると、加盟国は 2 年以内に国内法制化する必要があ

る。実際の適用開始日がいつになるかについては上述のトリローグの結果を待つ必要があ

るが、2022 年 12 月の EU 理事会の立場では、段階的な導入に修正されている。指令発効

から 3 年後に、従業員 1,000 人超、かつ売上高 3 億ユーロ超の EU 域内企業と、EU 域内

での売上高 3 億ユーロ超の EU 域外企業への適用を開始する。4 年後にグループ 1 の企業

に、5 年後にグループ 2 の企業に段階的に導入していく修正案となっている。 

なお、持続可能性デューディリジェンス指令案は、2022 年 2 月の欧州委員会発表に至る

までの過程で、規制精査委員会（注13）により 2度否決されている。規制精査委員会では「用

語の定義が不明瞭」「対象範囲が限定的」「ハイリスク分野で中規模企業が対象に含まれる

理由を明確にすべき」「デューディリジェンス要件に加えて、取締役の職務を規制する必

要がある理由が不明確」などの点が指摘されてきた。そうした経緯と最終的に規制精査委

員会への最終提出を回避して欧州委員会の指令案が発表されたことなどもあり、2022 年

12 月の EU 理事会の立場では、用語や取締役の義務に関し、既に多くの修正提案がなされ

ている。 

 

2．企業持続可能性報告指令（CSRD） 

環境や社会的課題、ガバナンスなどの非財務情報開示指令を改正する企業持続可能性報
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告指令（CSRD）（注14）が 2023 年 1 月 5 日に発効した。EU 加盟国に対して 2024 年 7 月 6

日までに国内法制化することを義務付けている。CSRD は、EU の持続可能な経済への移

行にもはや適合しなくなった、2014 年の非財務情報開示指令（NFRD）により会計指令に

導入された非財務報告に関する既存の規則を強化する。CSRD は、全ての大企業（注15）と

EU 域内で上場している零細企業（注16）を除く全ての企業に対し、環境権、社会権、人権、

ガバナンス要因などの持続可能性事項に関する報告（表 4-6 参照）を義務付けるもので、

より詳細な報告要件を導入する。 

 

表 4-6. CSRD における開示要求事項 

 

報告要件に基づく具体的な開示基準は持続可能性報告基準（ESRS）により別途規定さ

れ、対象企業は ESRS に基づく開示が必要となる。欧州財務報告諮問グループ（EFRAG）

が作成した ESRS 第一弾（全セクター共通の横断的基準）の最終案が 2022 年 11 月 23 日

に既に欧州委員会に提出（注17）されており、欧州委員会が 23 年 6 月末までに委任法として

採択する予定。続いて、ESRS第二弾（セクター固有、中小企業、EU域外企業の各基準）

（a） 事業のビジネスモデル・戦略についての簡単な説明（以下を含む）

　(ⅰ)持続可能性事項に関連したリスクに対する企業のビジネスモデル・戦略のレジリエンス

　(ⅱ)持続可能性事項に関連した企業の機会

　(ⅲ)企業のビジネスモデル・戦略と、持続可能な経済への移行及びパリ協定に沿った気温上昇の抑制（1.5度以下）と気候中立達成目標を保証するため

　　　の実施行動とこれに関連する財務・投資計画を含む事業計画。関連する場合は石炭、石油、およびガス関連の活動への事業のエクスポージャー

　(ⅳ)企業のビジネスモデル・戦略は、利害関係者の利益と、企業が持続可能性に与える影響をどのように考慮に入れているか

　(ⅴ)持続可能性事項に関して、企業の戦略がどのように実施されているか

（b）必要に応じて、少なくとも2030年と2050年の温室効果ガス削減目標値を含む、企業が設定した持続可能性事項に関連した期限付き目標と、

　　  企業がその目標達成に向けて実施した進捗状況の説明

（c）持続可能性事項に関する取締役会・役員会・監査役会の役割と、その役割を遂行するための専門知識とスキル、またはそのような専門知識とスキル

　　  にアクセスできることの説明

（d）持続可能性事項に関連した企業の方針の説明

（e）取締役会・役員会・監査役会のメンバーに提供される、持続可能性事項に関連するインセンティブスキームの存在に関する情報

（f）以下の説明

　（ⅰ）持続可能性事項に関して企業が実施したデューディリジェンスプロセス（該当する場合は、デューディリジェンスプロセスを実施する企業に

　　　　対するEUの要件に沿って説明）

　（ⅱ）企業の自社事業とバリューチェーン（製品・サービス、ビジネス関係とサプライチェーンを含む）に関連する実際の、又は潜在的な悪影響と、

　　　　それらの影響を特定および監視するために取られた措置、デューディリジェンスを実施するために、EUの他の要件により企業が特定すること

　　　　を求められているその他の悪影響

　（ⅲ）実際の、又は潜在的な悪影響を防止、軽減、是正、または終結させるために企業が取った行動とその結果

（g）持続可能性事項に関連した企業の主要なリスク（これら事項に対する企業の主な依存関係と、どのようにリスク管理を行っているかを含む）の説明

（h）(a)～(g)で言及された開示に関連する指標

●企業は、マネジメントレポートに記載した情報を特定するために実施したプロセスを報告しなければならない。また、このプロセスにおいては、

　短・中・長期の展望を考慮に入れなければならない

　✓上記の情報には、将来に向けた情報と遡及的な情報、定量的情報と定性的情報が含まれなければならない

　✓必要に応じ、上記の情報には企業の自社事業とバリューチェーン（製品とサービス、取引関係、サプライチェーンを含む）に関する情報が含ま

　　れなければならない。バリューチェーンに関する必要な情報が提供されない場合、最初の3年間は免除。ただし、情報入手のために行った努力、

　　入手できない理由、将来的に入手するための計画を説明しなければならない

　✓必要に応じ、上記の情報には、マネジメントレポート内のその他の情報及び財務諸表上の金額への言及及び追加説明が含まれなければならない

　✓企業の商業的地位に深刻な害を及ぼす可能性のある情報の開示は、加盟国の権限で例外的に省略を許可することできる

　✓親会社の経営者は、労働者代表に適切なレベルで通知し、関連情報および持続可能性情報の取得と検証の手段について協議するものとする

（出所）CSRDに関する2022年12月14日付け欧州議会・理事会指令（EU）2022／2464
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が 2024 年 6 月末までに委任法として採択される予定。 

なお、対象企業は、子会社に適用される情報評価に対しても責任を求められる。CSRD

は上場した中小企業にも適用されるが、2028 年までは移行期間として適用免除が可能とな

った。また、報告は認定を受けた独立監査機関、もしくは認証機関による監査を受ける必

要がある。 

CSRD の適用は次の 4 段階で行われる。 

 既に NFRD の対象となっている従業員 500 人超の上場企業や銀行などは 2024 会計年度

から適用となり、その報告を 2025 年から行う。 

 NFRDの対象でない大企業は 2025会計年度からの適用となり、その報告を 2026年から

行う。 

 上場した零細企業を除く中小企業や、小規模かつ複雑でない信用機関、及びキャプティ

ブ保険会社は 2026 会計年度からの適用となり、その報告を 2027 年から行う。 

 日本企業を含む EU 域外企業については、EU 域内での純売上高が 1 億 5,000 億ユーロ

超で、EU 域内に特定の閾値を超える、少なくとも 1 つの子会社もしくは支店がある場

合に 2028 会計年度から適用となり、その報告を 2029 年から行う。具体的には、EU 子

会社が大企業、もしくは EU 域内上場企業（零細企業を除く）に該当するか、EU 支店

が EU 域内において純売上高 4,000 万ユーロ超である場合に対象となる。対象企業は、

CSRD で定義されている開示項目（表 4-6 参照）のうち、（a）（ⅲ）～（ⅴ）、（b）～

（f）、該当する場合は、EU 域外の親会社のグループ・レベルでの（h）に関する項目を

開示することが求められる。また、EU 域外企業の報告は、EU の監査機関、あるいは

EU 域外に設立された監査機関、のいずれかの監査を受けなければならない。 

なお、CSRD の対象となる日本企業の当面の対応については、次の 3 つの選択肢が想定

される。 

① EU 域内の子会社が単体で EU 域内企業として CSRD に従い開示を行う。 

② 日本本社が、ESRSのEU域内企業向け基準に従い連結ベースで開示する。この場合、

子会社の開示義務は免除される（財務情報は個別に別途対応）。 

③ EU 域内の売上高が最大の 1 連結子会社が EU 域内の子会社すべてを網羅した連結ベー

スで開示する。この措置は、EU 加盟国の法律に支配されていない親会社の EU 子会社

が統合された持続可能性報告書を作成することを許可する経過規定で、2030 年 1 月 6

日まで有効（第 48 条 j）。 
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3．強制労働製品の EU 域内流通禁止規則案 

欧州委員会は 2022 年 9 月 15 日、強制労働により生産された製品の EU 域内での流通を

禁止する規則案（注18）を発表した。欧州委員会のフォン・デア・ライエン委員長がほぼ 1年

前の 2021 年 9 月 14 日に発表した一般教書演説の中で、強制労働製品の流通を禁止する法

案の提案を予告していた。EU では、サプライチェーンにおける強制労働の撲滅に向けた

規制を強化しており、同規則案も、EU のディーセント・ワーク指針における EU を超え

た範囲に届く政策・イニシアチブの一環であり、（1）で詳述した企業持続可能性デューデ

ィリジェンス指令案を補完するものとなる。企業持続可能性デューディリジェンス指令案

は、対象企業のバリューチェーン上の企業行動とデューディリジェンスプロセスに対処し

ているが、強制労働で生産された製品の EU 市場への流入と流通を防止することを特に意

図した措置を規定していないためである。 

 

（1）中小企業を含む全ての事業者が対象 

同規則案の目的は、強制労働により生産された製品を EU 市場に流通させること、及び

EU から域外に輸出することを禁止することである。EU 市場に製品を流通させる、あるい

は EU 域外に輸出する、中小企業を含むすべての事業者が規制の対象となる。禁止の対象

となるのは、採掘、収穫、生産、製造などサプライチェーンのいずれかの段階で、部分的、

あるいは全面的に強制労働が用いられた製品。強制労働により生産された原材料が一部で

も使用された製品の EU 市場での流通と、EU 域外への輸出を全面的に禁止する内容とな

っている。同規則案は、EU 機能条約の第 114 条と第 207 条に基づいており、欧州委員会

の通商総局がドラフトした。 

第 114 条は、「欧州議会と EU 理事会が、域内市場の確立と機能を目的とする加盟国の法

律、規制、行政措置によって定められた規定の接近のための措置を採択する」ことを定め

ている。同規則の目的は、商品の自由な域内移動に対する障害を回避し、強制労働で生産

された製品の EU 市場への投入と流通に関する加盟国の法律、規制、行政措置の相違から

生じる域内市場における競争の歪みを取り除くことである。強制労働の問題は根深く、強

制労働で生産された製品の流通を回避する必要性が一層注目されており、複数の加盟国の

議会や政府は、強制労働で生産された製品が自国市場で流通しないようにするための法律

を採択する必要性を発表していた。このような背景から、加盟国が強制労働製品の投入・
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流通を禁止する国内法を採択する具体的なリスクがあり、各国法が異なる可能性があった。

各国法の相違による域内市場の歪みや商品の自由移動に対する不当な障壁を生み出すリス

クの回避が背景にある。 

また、第 207 条の下では、共通通商政策は、例えば輸出政策に関して、統一された原則

に基づかなければならないとしている。同規則案は、強制労働で生産された製品の輸出禁

止、及び強制労働で生産されたことが証明された製品の EU 市場への輸入禁止という形で、

貿易に直接かつ即時の影響を与えるため、第 207 条を法的根拠とすべきであるとしている。 

EU 加盟国は、必要な権限とリソースを備えた、規則の履行を担当する管轄当局を指定

することになる。欧州委員会は、例えば、公開データベースの可用性の確保、加盟国の管

轄当局間の効率的な調整、ガイドラインの発行などにより、加盟国を支援する。加盟国の

税関当局は、EU 国境での執行を担当することになるが、該当する製品を特定し、輸出入

管理を行うためには、指定される加盟国の管轄当局による決定に依存することになる。こ

のように税関当局と管轄当局との円滑な連携が必要となる。 

 

（2）疑義がある場合の調査プロセスは 2 段階で実施 

規則案によれば、強制労働の関与が疑われる製品の調査プロセスは、2 段階で実施され

る。予備調査では、管轄当局は、強制労働で生産された可能性がある製品であることを疑

うに十分な理由があるかどうかを評価する。強制労働の懸念が立証されていると判断した

場合、正式調査に進む。管轄当局が違反を立証した場合、当該製品の EU 市場での流通・

輸出の禁止を決定し、企業に対して回収・処分を命令する。当該企業がこれらの命令に違

反した場合、加盟国法に基づき罰金が科される。 

規則案では、加盟国当局による、いずれの調査段階においても、リスクベースのアプロ

ーチを採用している。加盟国当局は、最も効果的である可能性が高いところ、つまり、バ

リューチェーン上で強制労働のリスクが発生する可能性のあるところに最も近い事業者に

対する調査に注力することが求められる。疑われる強制労働の規模だけではなく、調査対

象となる企業の規模や経済的リソース、関係する製品の量も考慮に入れる必要があるとし

ている。初期調査及び正式な調査の各段階において、調査対象企業は、加盟国当局に対す

る情報提供などの協力が求められる。加盟国当局は、正式な調査の段階では、EU 域外国

での調査を含む、同意に基づく実地調査を実施することができ、調査対象企業から提供さ
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れた情報のほかに、他の加盟国が共有する製品の市場監視とコンプライアンスに関する情

報や、市民社会など第三者から提供された情報、企業が当該事業及びサプライチェーン上

で強制労働に関するデューディリジェンスを実施しているかの情報など、入手可能なあら

ゆる情報を調査する。なお、調査対象企業や域外国の当局の非協力などにより、必要な情

報をすべて収集できない場合であっても、加盟国当局は入手した情報に基づいて決定を下

すことができるとしている。 

また、規則案に基づき、加盟国当局の調査などに活用すべく、外部専門家により強制労

働リスクに関するデータベースが作成されるとしている。通商総局の担当政策オフィサー

によれば、同データベースは、国際機関や米国などの既存の第三国当局からの外部情報源

などを活用して作成されるという。規則案でも、外部専門家に対して、同データベースに、

特定地域における強制労働リスクや国家当局によって課される強制労働に関するものを含

む特定製品に関する情報提供と、規則発効から 24か月以内に同データベースを公開するこ

とを要請している。 

さらに、欧州委員会は、同規則発効後 18か月以内に、強制労働に関するデューディリジ

ェンス・ガイダンスや、国際機関や市民社会、企業などからの情報に基づく強制労働のリ

スク指標、管轄当局による同規則の実施を促進するための詳細情報などを含むガイドライ

ンを策定するとしている。 

加えて、EU 強制労働製品ネットワークが設立される予定で、加盟国の管轄当局代表者

と欧州委員会代表者、適切な場合は税関当局の専門家も含めた 調整・協力プラットフォ

ームとして機能し、規則の執行をより効果的で一貫性のあるものにするとしている。 

想定される企業の負担として、原材料を含めた製品のサプライチェーン全体での強制労

働リスクの特定、管理、モニタリングのコストや、疑義が発生した場合の管轄当局や税関

とのやりとりや、事務手続きなどの発生が考えられる。前者については人権デューディリ

ジェンスに含まれる作業でもあり、各調査段階でも、人権デューディリジェンスの実施状

況やその内容を考慮して評価する方針が示されている。 

本規則案は現在、欧州議会と EU 理事会にて審議中で、正式に採択され、EU 官報に掲

載されると翌日に発効し、発効から 2 年後に適用が開始される見通し。当初案では、ガイ

ドラインの発表から半年後、データベースの公開と同時に適用が始まるスケジュールのた

め、今後の審議で適用開始のタイミングが調整される可能性も考えられる。 
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第 2 節 EU の 2 国間・地域政策 

EU が 2006 年 10 月に発表した通商戦略「グローバル・ヨーロッパ」以降に交渉を開始

し、2011 年以降に締結した、いわゆる新世代の自由貿易協定（FTA）や深化した包括的な

自由貿易協定（DCFTA）に分類される 11 の貿易協定（表 4-7 参照）には、貿易と持続可

能な開発（TSD）に関する規定が含まれている。今や EU の貿易協定において必要不可欠

な要素となっており、TSD 章／規定として組み込まれることが一般的になっている。 

表 4-7. 貿易と持続可能な開発（TSD）に関する規定を含む貿易協定の一覧 

 

貿易協定によって差異はあるが、共通する主な内容は以下のとおり（注19）。 

⚫ 以下を含む、国際労働条約及び環境協定を効果的に実施する。 

 ILO の基本原則の尊重 

 気候変動に関するパリ協定の効果的な実施 

⚫ より野心的になる権利を留保し、規制スペースを保護する。 

⚫ 環境法及び労働法を効果的に執行する。 

⚫ 貿易や投資を促進するために、環境法や労働法から逸脱せず、その結果による「底辺へ

の競争」を防ぐ。 

⚫ 木材や魚類などの天然資源を持続的に取引する。 

⚫ 絶滅危惧種の動植物の違法取引と闘う。 

発効年 参加国/相手国・地域

連合協定（AA） 暫定適用

EU・中南米諸国（ホンジュラス、ニカラグア、パナマ、コスタリカ、エルサルバドル、

グアテマラ）（貿易関連事項はホンジュラス、ニカラグア、パナマとは2013年8月、

コスタリカ、エルサルバドルとは2013年10月、グアテマラとは2013年12月より

暫定適用開始）

包括的貿易協定 暫定適用
EU・コロンビア・エクアドル・ペルー（貿易関連事項はペルーとは2013年3月、

コロンビアとは2013年8月、エクアドルとは2017年1月より暫定適用開始）

2016年7月 EU・韓国（貿易関連事項は2011年7月より暫定適用開始）

2019年11月 EU・シンガポール

2020年8月 EU・ベトナム

経済連携協定 2019年2月 EU・日本

包括的経済貿易協定（CETA） 暫定適用 EU・カナダ（貿易関連事項は2017年9月より暫定適用開始）

通商・協力協定（TCA） 2021年5月 EU・英国（2021年1月より暫定適用開始）

2016年7月 EU・グルジア（貿易関連事項は2014年9月より暫定適用開始）

2016年7月 EU・モルドバ（貿易関連事項は2014年9月より暫定適用開始）

2017年9月 EU・ウクライナ（貿易関連事項は2016年1月より暫定適用開始）

（出所）欧州委員会

新

世

代

の

自

由

貿

易

協

定

（

F

T

A

）

自由貿易協定

深化した包括的自由貿易協定

（DCFTA）
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⚫ 気候変動対策を支援する貿易を奨励する。 

⚫ 循環型で資源効率の高い経済への移行、及び森林破壊のないサプライチェーンの構築に

協力する。 

⚫ 企業の社会的責任などの慣行を促進する。 

 

1．DAGが TSD コミットメントの履行状況を監視 

TSD 章／規定について、EU は貿易協定発効後、相手国と定期的な会合を持ち、貿易協

定における TSD 章／規定のコミットメントの実施状況について協議する。加盟国には、

TSD 専門家グループを通じて定期的に進捗情報が通知される。専門家グループは、関連す

る加盟各当局と欧州委員会の代表者で構成される。 

加盟国または EU の市民社会の代表者が、貿易協定における TSD のコミットメントが

侵害されていると考える場合、シングルエントリーポイントに TSD の苦情を申し立てる

ことができる。欧州委員会は、申し立てを調査し、最も適切な行動方針を検討する。欧州

委員会はプロセス全体を通して申立人と緊密に連絡を取り合う。 

EU 及び締約相手国の国内諮問グループ（DAG：Domestic Advisory Group）は、環

境、労働、及び産業団体を集めて、EU の当該貿易協定の TSD 章の履行状況について協議

する。欧州経済社会委員会内の対外関係部門が、EU DAG の事務局として機能する。 

例えば、EU ベトナム FTA の交渉にも携わったことがある在ホーチミン欧州商工会議所

の副会長によれば（注20）、同 FTA の 13 章に TSD 章が設けられており、その中で、労働権

や労働組合、児童労働、女性の権利などを網羅している。ベトナム当局との対話では、

EU 側は EU ベトナム FTA の履行の確保といったところに焦点を当てているという。ベト

ナムでは、労働法が 2019 年に、EU ベトナム FTA に準拠する形で改訂された。規定の一

つに、ILO 条約の順守が追加された。これにより、労働者を代表する労働組合の設立が可

能となった。法令が通り、政令が施行され、担当省庁がどのように実施するのかのガイダ

ンスを発行するのだが、ヒアリングした 2022 年 11 月時点では、運用規則がまだ明確にな

っていなかったが、TSD章が主要なステップになったという。他方、TSD章は拘束力ある

章ではあるが、EU ベトナム FTA の他の章とは同じではなく、具体的な規範が規定されて

おらず、財政的ないかなるコミットもない。貿易利益を一時停止することで、相殺するよ

うな措置を許されていないという。その意味で、DAG による対話が TSD 章のコミットメ

ント履行を監視する重要な手段となっている。 
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2．TSD 章の履行を強化、貿易制裁を可能に 

欧州委員会は 2022 年 6 月 22 日、「貿易パートナーシップの力：環境に優しく公正な経

済成長のために共に」と題する政策文書（コミュニケーション）（注21）を発表した。この指

針は世界中で環境と労働者の権利の保護を促進するために、 EU の貿易協定における TSD

章／規定についての新たな方針を示すもので、欧州委員会が 2021 年 2 月の通商政策の見

直しの中で指摘した TSDの見直しの結果であり、2018 年に発表した 15 項目の行動計画で

持続可能な貿易を支持することが含まれていた。この通商政策の見直しにおいて、「持続

可能な貿易」を通商政策の中心的な柱の一つに格上げした。 

新たな方針では、以下の 6 つの優先政策における行動を特定している。 

1．締約相手国との協力においてより積極的になることが必要 

2．TSD についての的を絞った国別のアプローチを強化する 

3．貿易協定の TSD 章／規定を超える持続可能性を主流化する 

4．TSD コミットメントの実施監視を強化する 

5．市民社会の役割を強化する 

6．最後の手段としての貿易制裁による執行を強化する 

より具体的には、EU は新たな方針において、TSD 章／規定に関して締約相手国との協

力（協力アプローチ）をこれまでどおり重視し、さらに強化する一方、EU による締約相

手国の TSD 章／規定の履行の監督を強化するとした。また、締約相手国が TSD 章／規定

に違反した場合には、当該相手国に対する貿易制裁の実施（制裁アプローチ）を新たに可

能にすることで、締約相手国の TSD章／規定の履行をより確実にすることを目指す方針を

示した。EU は既述したとおり、貿易における持続可能性を促進する手段として、2011 年

以降に締結した貿易協定に TSD章／規定を盛り込むことには成功したが、締約相手国によ

る TSD章／規定の履行を確保するためのメカニズムが不十分であり、実効性が乏しいこと

が予てから指摘されていた。貿易協定の一般的な紛争解決手段とは異なり、現行の TSD章

／規定の紛争解決メカニズムにおいては、当事者間の協議による解決が難しい場合に、専

門家パネルが設置される（注22）が、同パネルは法的拘束力のない報告書を出すにとどまり、

報告書の内容実施を監視する方法が定められていないことが課題となっていた。TSD 章／

規定に関する新たな方針では、貿易協定の一般的な紛争解決メカニズムのコンプライアン

ス段階を TSD 章／規定に拡張するとともに、このコンプライアンス段階の監視に DAC 関

与させるとした。また、気候変動に関するパリ協定の目的を実質的に無効にするような義
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務違反や、ILO の労働における基本的原則及び権利への重大な違反に対して、最後の手段

として、関税の一時的な引き上げのような貿易制裁を可能にすることを提案している。貿

易制裁の適用は、一般的な紛争解決ルールに準ずるとしている。このように EU の貿易協

定において、協力ベースのアプローチと併せて、中核的な TSD コミットメントに対する貿

易制裁を初めて導入することで、EU は TSD 章／規定のより積極的な執行ができるとして

いる。 

なお、この TSD章／規定の新たな方針は、今後のすべての交渉に提案され、必要に応じ

て進行中の交渉にも反映される見通し。ただし、既存の貿易協定への制裁を伴う紛争解決

メカニズムの導入には改正が必要となることから、当面は交渉中、もしくは新規の協定が

対象になるものとみられる。 

 

3．EU ニュージーランド FTA に TSD の新方針を反映 

欧州委員会は 2022 年 6 月 30 日、EU ニュージーランド自由貿易協定（FTA）の交渉締

結を発表した。前週に発表された TSD の新たな方針を反映した最初の協定である点が強調

された。EU とニュージーランドは、中核的労働原則もしくはパリ協定への重大な違反が

あった場合の最後の手段としての制裁の可能性を含め、協力と強化された執行に基づく幅

広い問題を網羅する野心的な TSD コミットメントに合意したとした。パリ協定の尊重も、

同協定の不可欠な要素になるとしている（注23）。 

また、EU ニュージーランド FTA には、EU 貿易協定の中で初めて、持続可能な食糧制

度に関する章や、貿易とジェンダー平等に関する条項、及び貿易と化石燃料補助金改革に

関する規定が組み込まれた。さらに、協定発効時に環境に配慮した商品とサービスの自由

化も行うとしている。これは、欧州企業に新たな機会を提供しながら、持続可能な貿易を促

進するために、欧州の将来に関する会議で市民から提示された勧告と一致するものである。 

 

4．TSD 規定を巡るベルギーの状況 

表 4-7 で EU 中南米諸国連合協定（注24）や EU・コロンビア・エクアドル・ペルー包括的

貿易協定（注25）、EU カナダ包括的経済貿易協定（CETA）（注26）が未だ暫定適用である旨を

示した。EU と加盟国の共有権限の項目を含む混合協定であるため、発効には、全加盟国

の批准が必要になるが、ベルギーはこの 3 協定すべてを批准しておらず、最初の 2 協定に
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ついては、27 加盟国のうちベルギーのみ未だに批准手続きが完了していない。CETA を巡

り、2016 年 10 月にベルギーのワロン地域政府の反対により、EU 理事会で合意できず、

協定調印が遅れたことがあったが、まさに、労働基準、環境基準などの TSD 規定に関連し

て、より強力な保護措置を求めたためであった。 

ベルギーでは、貿易と投資に関する権限が地域政府に委譲されているほか、言語や教育

などの権限が言語共同体政府に委譲されている。そのため、貿易協定を批准するためには、

連邦政府のほか、3 つの地域政府（ブリュッセル首都圏地域、ワロン地域、フランダース

地域）と 3 つの言語共同体政府（フランス語共同体、フラマン語共同体、ドイツ語共同体）

が批准する必要がある。EU 中南米諸国連合協定については、ワロン地域政府とフランス

語共同体政府が 23 年 4 月 1 日時点で未だに批准していない（注27）。また、EU・コロンビ

ア・エクアドル・ペルー包括的貿易協定については、ブリュッセル首都圏地域政府とフラ

ンス語共同体政府が 23 年 4 月 1 日時点で批准していない（注28）。CETA に至っては、連邦

政府とフランダース地域政府のみ批准が終了している（注29）。ベルギー外務省によると、い

ずれも TSD 規定が不十分であることが批准できていない理由だとしており、EU が 2022

年 6 月に打ち出した TSDに関する新たな方針により、既述した貿易協定の批准手続きが進

むことを期待しているという。しかしながら、両協定ともに、TSD 規定は EU の排他的権

限である貿易関連事項に含まれており（注30）、既に実施されている暫定適用の対象に含まれ

ていて、適用が開始されている。ワロン地域政府やブリュッセル首都圏地域政府、フラン

ス語共同体政府への確認が必要であるが、TSD 規定が本当に未批准の理由であるとすると、

EU の排他的権限に含まれる TSD 規定を理由に、貿易関連条項以外の項目が発効しないと

いう不可解な状況になっている。しかも、TSD 規定は、協定全体について他の EU26 か国

が批准しているにもかかわらず、ベルギーの一部の地域政府や言語共同体が承認しない現

在の状況は、ベルギー連邦政府内の承認メカニズムに課題があると言えそうだ。 

（※本原稿は 2023 年 3 月 6 日に発表し、同年 4 月 1 日時点での情報で再確認した内容を記載している。） 
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lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A52020JC0011） 

10 企業持続可能性デューディリジェンスに関する、及び指令（EU）2019／1937 を修正する欧州議会・

理事会指令案 https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A52022PC0071 

11 https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2022/12/01/council-adopts-position-on-due-

diligence-rules-for-large-companies/ 

12 https://www.europarl.europa.eu/doceo/document/JURI-PR-738450_EN.html 

13 規制精査委員会は、欧州委員会の委員長を含む 27 人の委員で構成される合議体に対して助言する独立

した機関。立法プロセスの初期段階において、欧州委員会の影響評価の質の管理を支援する。 

14 企業持続可能性報告に関する 2022 年 12 月 14 日付け欧州議会・理事会指令（EU）2022/2464 
https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2022/2464/oj 

15 ①総資産残高 2,000 万ユーロ超、②純売上高 4,000 万ユーロ超、③従業員数 250 人超、のうち、2 つ以

上の条件を満たす企業。 

16 ①純資産残高 35 万ユーロ、②純売上高 70 万ユーロ、③従業員数 10 人、のうち、2 つ以上の条件を超

えない企業。 

17 https://efrag.org/News/Public-387/EFRAG-delivers-the-first-set-of-draft-ESRS-to-the-European-
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18 域内市場での強制労働で生産された製品の流通を禁止する欧州議会・理事会規則案 https://eur-

lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52022PC0453 

19 https://policy.trade.ec.europa.eu/development-and-sustainability/sustainable-

development/sustainable-development-eu-trade-agreements_en 

20 2022 年 11 月 10 日に、在ベトナム欧州商工会議所ホーチミン事務所にヒアリングした。 

21 https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=COM:2022:409:FIN 
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要請、2021 年 1 月 25 日に発表されたパネル報告書で、韓国が EU 韓国 FTA に基づく労働義務に違反

していることを確認した。韓国は FTA を順守するため、労働法と慣行を調整し、ILO の 4 つの基本的

な条約を批准するプロセスを継続する必要があると結論付けた。 
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consetat.be/reflex/index.reflex?page=traiverd&c=detail_get&d=detail&docid=8866&tab=chrono 

30 EU 中米連合協定では、貿易関連事項のパートⅣの中のタイトルⅧ 貿易と持続可能な開発 第 284 条～
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第 5章 インフレの直撃を受ける EUの経済貿易概況（2022年）

と新たな段階に突入した EU・ASEANの通商関係 

 

京都産業大学国際関係学部 教授 

植原 行洋 

はじめに 

COVID-19 が落ち着きを見せ、EU の域外貿易は本格回復に至るかと思いきや、2022 年

の EU 域外貿易は赤字となった。ロシアのウクライナ侵攻を契機にしたエネルギー価格の

高騰によるインフレは EU 経済を直撃し、中小企業はその対応に苦しむ。本稿ではポスト

COVID-19の 2022年の域外貿易の特徴を概観しながら、EU の ASEAN に対する通商戦略

を紐解いてみたい。なぜならば、EU は通商戦略を武器に成長著しい ASEAN の外需を取

り込み、成長源としようとする挑戦を近年活性化させている。対 ASEAN の通商戦略がど

のように変容してきたのかその経緯、挑戦、そして課題を論じていく。(注：本稿は 2023

年 2 月末～3 月上旬時点の情報に基づき執筆されている) 

第 1 節 2022 年の EU 域外貿易の概況、インフレに苦しむ中小企業 

ポスト COVID-19 の EU の域外貿易は回復軌道に乗るかと思いきや、2022 年の EU 域外

貿易は赤字となった。ユーロスタットの「euroindicators」（2023 年 2 月 15 日）（注1）は、

2022 年の EU27 の域外輸出は 2 兆 5,720 億ユーロ、域外輸入は 3 兆 32 億ユーロとなり、

貿易収支は 4,312 億ユーロの赤字となった。前年の 551 億ユーロの貿易黒字から反転した。

前年比では域外輸出は 17.9％増。域外輸入は 41.3％増と急伸した。 

 

表 5-1. EU27 域外貿易                   

 （単位：10 億ユーロ） 

 2021 年 2022 年 対前年比増減率 

域外輸出 2,181.0 2,572.0 17.9％ 

域外輸入 2,125.9 3,003.2 41.3％ 

貿易収支 55.1 ▲431.2  

出所：Eurostat; euroindicators  December2022 から筆者作成 
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COVID-19 禍前の 2018 年からのデータで品目別の前年比増減を見てみよう。輸出全体

は 2020 年に減少するが、2022 年には前年比 17.9％増と順調に回復している。金額ベース

でも 2019 年の水準を大きく上回る輸出額となっている。食品・飲料・たばこは COVID-

19 禍に関係なく、マイナスに転じず堅調に伸び、2022 年は 16.2％増であった。製造業の

化学品（2022 年 20.5％増）や機械・輸送機器（同 13.7％）も良好な回復を示している。 

注目すべきは鉱物性燃料などのエネルギーである。輸出・輸入ともに大きな増加を示し、

輸入は 2022 年に 113.6％増と倍増している。これは主にロシアによるウクライナ侵攻に起

因するエネルギー価格高騰ならびに調達先の変更に伴うものであろう。2022 年は輸出に比

べ輸入が著しく増加し、インフレを引き起こした。経済回復への足かせになりかねない。 

 

表 5-2. EU27 域外輸出（品目別） 

 

出所：Eurostat から筆者作成 

 

表 5-3. EU27 域外輸入（品目別） 

 

出所：Eurostat から筆者作成 

Extra　Exports (Million Euro) 2018年 2019年 前年比増減 2020年 前年比増減 2021年 前年比増減 2022年 前年比増減

Total - all products 2,059,766.8 2,131,984.9 3.5% 1,932,739.5 -9.3% 2,181,003.2 12.8% 2,571,991.6 17.9%

Food, drinks and tobacco 150,933.7 162,980.4 8.0% 166,363.9 2.1% 175,503.1 5.5% 203,877.6 16.2%

Raw materials 52,950.8 54,312.7 2.6% 53,224.3 -2.0% 70,819.1 33.1% 75,745.4 7.0%

Energy 113,020.4 103,458.3 -8.5% 64,078.3 -38.1% 104,508.3 63.1% 180,065.7 72.3%

Manufactured goods 1,703,773. 1,764,301.7 3.6% 1,602,670.5 -9.2% 1,783,779.5 11.3% 2,062,988. 15.7%

　Chemicals and related products, n.e.s. 373,958.6 406,787.6 8.8% 410,804. 1.0% 455,678.2 10.9% 549,221.5 20.5%

　Other manufactured goods 473,700.7 486,145.8 2.6% 432,017.2 -11.1% 496,785.2 15.0% 568,789.9 14.5%

　Machinery and transport equipment 856,113.9 871,368.6 1.8% 759,849.4 -12.8% 831,316.4 9.4% 944,976.7 13.7%

Other 39,088.6 46,931.8 20.1% 46,402.9 -1.1% 46,393.3 0.0% 49,315.3 6.3%

Extra Imports （Million Euro） 2018年 2019年 前年比増減 2020年 前年比増減 2021年 前年比増減 2022年 前年比増減

Total - all products 1,912,116.8 1,940,879.6 1.5% 1,717,470.9 -11.5% 2,125,878.3 23.8% 3,003,151.7 41.3%

Food, drinks and tobacco 114,586.8 117,555.7 2.6% 113,032.8 -3.8% 117,012.1 3.5% 148,464.9 26.9%

Raw materials 79,914.6 80,797.5 1.1% 79,697.8 -1.4% 106,395.3 33.5% 124,620.7 17.1%

Energy 392,063.8 363,144.3 -7.4% 221,283.5 -39.1% 390,300.4 76.4% 833,671.2 113.6%

Manufactured goods 1,293,586.8 1,347,948.2 4.2% 1,266,193.5 -6.1% 1,469,849.2 16.1% 1,843,682. 25.4%

　Chemicals and related products, n.e.s. 222,117. 235,108.2 5.8% 233,124.5 -0.8% 271,346.7 16.4% 362,073.6 33.4%

　Other manufactured goods 467,928.4 474,456.2 1.4% 444,815.4 -6.2% 525,202.3 18.1% 658,517.8 25.4%

　Machinery and transport equipment 603,541.2 638,384. 5.8% 588,253.6 -7.9% 673,300.4 14.5% 823,090.6 22.2%

Other 31,964.7 31,433.5 -1.7% 37,263.3 18.5% 42,321.2 13.6% 52,712.5 24.6%
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2021-2022 年を細かく月別で見ると、2021 年年末から輸入が輸出を上回り、ウクライナ

侵攻（2022 年 2 月）以降は超過輸入が続き、貿易赤字が定着しつつある。2022 年 8 月は

657 億 90 万ユーロの貿易赤字となった。 

 

図 5-1. EU 域外貿易(2021～2022 年：月別) 

 

出所：Eurostat から筆者作成 

 

消費者物価指数（HICP：2015 年＝100）は 2022 年に入り急伸した。2022 年 12 月、

EU は 123.18 であった。世界でインフレが加速する中、米国の数値に比べて低い数値に抑

えていたが、2022 年後半には同レベルの数値となってきた。特にハンガリー（153.14）、

リトアニア（146.82）、エストニア（140.30）、ラトビア（140.57）、チェコ（137.1）と

中・東欧の小国が大きな影響を受けている。一方で、キプロス（111.98）、ギリシャ

（112.81）、マルタ（114.08）と南欧は低い伸びであり、「東高・南低」の傾向が見て取れ

る。ロイター通信の報道（注2）よると、「ロシアからのノルドストリームに依存する欧州大

陸の国に比べ、ギリシャは独自の輸送ルートで米国産の LNG を調達できている」とギリ

シャのスクレカス環境・エネルギー相のコメントを紹介している。また、2022 年 7 月 18

日に EU とアゼルバイジャンの間で LNG 調達増加に合意（注3）したアゼルバイジャンから

トルコ、ギリシャを通り南イタリアに到達する「南部天然ガス輸送路（Southern Gas 
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Corridor）」の存在も南欧のエネルギー価格・光熱費、ひいては消費者物価指数を低く抑え

る結果につながっているのかもしれない。ロシアによるクリミア半島侵略以降、EU が進

めてきた欧州のガス調達ロシア依存の低減を念頭に計画された同輸送路の先見性が活きて

いる。また、欧州大陸国に比べて温暖であり、暖房費が抑えられるという南欧の気候的な

特徴もあろう。 

 

図 5-2. 消費者物価指数（HICP：2015 年＝100）推移 

 

出所：Eurostat から筆者作成 
 

2 月 9 日のナショナル・ピザ・デーのタイミングで EU 統計局が EU のピザとキッシュ

の価格の上昇率を発表した。これをエネルギー価格や、電気・ガスなど光熱費の上昇率と

比較してみる。ピザ・キッシュはイタリアやフランスの伝統的な食品である。2021 年 12

月は前年同期比 2％増の小幅上昇であったが、2022 年 12 月は同 16％増と急騰した。各国

別ではハンガリーが同 46％増で過去最高の上昇率となった。続いてリトアニア（39％増）、

ブルガリア（37％増）と高かった。逆にイタリア（10％増）、フランス（13％増）は比較

的低い（注4）。ここでも「東高・南低」の傾向である。他方、EU のエネルギー価格や、電

気・ガスなど光熱費は、ピザ・キッシュとは比べ物にならないほど上昇しており、エネル

ギー価格は 2022 年 6 月同 41.1％増、光熱費は 2022 年 10 月同 52.6％増の上昇率を記録し

た。ピザ・キッシュは小麦の輸入価格の上昇に影響を受けるであろうが、ここでは食品よ

りもエネルギー価格や光熱費の上昇幅のほうがはるかに大きく、EU 経済に打撃を与えて

いることが分かる。 
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図 5-3. ピザ・キッシュとエネルギー・光熱費比較（前年同月比） 

 

出所：Eurostat から筆者作成 

 

産業界にとっても悲劇的な状況となっている。ビジネスヨーロッパの経済見通し（2022

年秋）（注5）によると、生産者物価指数（Producer Prices in Industry）は消費者物価指数の

4 倍の高さを示している。また、産業用輸入価格（Import Prices in Industry）は 2015 年

比 30％増（2022 年 6 月）と影響は甚大である。特にエネルギーは年率 115.4％増と倍増し

ており、EU 企業はエネルギー価格が低い外国企業に対して価格競争力を失っていると懸

念する。 

 

図 5-4. 生産者物価指数と輸入価格（2015 年＝100） 

 

出所：Business Europe（2022）；“ Economic Outlook Autumn 2022” 
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中小企業への影響も深刻である。欧州中小企業連合会は 2022 年秋の会員企業向けアン

ケート調査報告書（注6）において、中小企業の景況感は 2022 年前半に COVID-19 拡大の緩

和期待から期待値以上に持ち直しが確認できたが、ビジネス見通し不透明性により投資が

例年よりも伸び悩んだとする。2022 年後半はウクライナ侵攻を契機にエネルギー価格の急

騰やサプライチェーンの寸断が発生し、景況感は再度沈む結果（75.2→72.4）となった。

また、倒産の急増を回避する対策を EU に求めている。特にエネルギー価格の安定、復

興・回復ファシリティー（RRF）によるデジタル・グリーン化への投資促進、第三国市場

（海外）でのレベルプレイングフィールドの確保を要望する。 

 

図 5-5. 中小企業景況感調査 

 

出所：SMEUnited(2022)；“The SME Business Climate Index and EU CraFTAnd SME Barometer 

Autumn 2022” 

第 2 節 国別貿易の特徴と ASEAN 市場 

貿易相手国別の状況を確認してみよう。域外輸出は米国の前年比増加率が高く（2022 年

27.5％）、これまで輸出先として存在感があった中国は低い増加率（同 3.0％）となり、こ

れまで域外の大きな輸出先であり、輸出額の差が少しずつ縮まっていた両国だが、ここに

来て倍以上の差がついてきた（米国同 5,093 億ユーロ、中国同 2,303 億ユーロ）。米中貿易
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摩擦を中心とした対中忌避の現れであろう。対ロシア輸出は 13.0％増から▲1％とマイナ

スに大きく転じた。 

域外輸入は、米国が高い伸びを示したが（2022 年 53.5％増）、中国からの輸入額には遠

く及ばず、中国への輸入依存は未だに続いている。2022 年のノルウェーからの輸入が

115.7％増と倍増しており、エネルギー調達の多角化の一環である。自由貿易協定を締結す

る日本、韓国、そして ASEAN は輸出入とも安定した伸びを示している。 

また、FTA交渉を目指すインドは輸出入とも増えており、特に輸入が高い伸び（2022年

45.9％増）である。対ロシア・中国政策に伴う調達先見直しの一環であろう。 

 

表 5-4. EU27 域外貿易相手国 

（単位：10 億ユーロ、％） 

  

 
注. 各年 2 月の euroindicators から作表しているため、増減率の数値が表上の計算と一部合致しない  

場合がある 

出所：Eurostat; euroindicators（各年 2 月号）から筆者作成 

 

ここで注目したい地域は ASEAN である。なぜならば、米国や中国、自由貿易協定締結

2019 2020 前年比 2021 前年比 2022 前年比

米国 384.4 353.0 ▲8.2 399.4 13.1 509.3 27.5

中国 198.2 202.5 2.2 223.3 10.1 230.3 3.0

英国 319.8 277.5 ▲13.2 283.6 1.9 328.6 15.9

スイス 146.5 142.4 ▲2.8 156.5 10.0 188 20.1

ロシア 87.8 79.0 ▲10.0 89.3 13.0 55.2 ▲ 38.1

トルコ 68.3 69.9 2.3 79.2 13.0 99.6 25.9

ノルウェー 51.6 48.6 ▲5.8 56.5 16.3 67.7 19.6

日本 61.1 54.5 ▲10.8 62.4 13.0 71.6 14.9

韓国 43.3 45.3 4.6 51.9 14.6 60.1 16.0

インド 38.2 32.2 ▲15.7 41.9 30.1 47.7 14.1

ASEAN 85.3 69.4 ▲18.6 79.8 15.0 92.1 15.4

域外輸出

2019 2020 前年比 2021 前年比 2022 前年比

米国 232.6 202.0 ▲13.2 232.0 14.3 358.4 53.5

中国 363.0 383.5 5.6 472.2 22.6 626.0 32.1

英国 194.3 167.2 ▲13.9 146.0 ▲ 13.6 218.6 48.6

スイス 109.9 108.6 ▲1.2 123.6 13.5 145.2 16.9

ロシア 145.0 95.2 ▲34.3 158.5 67.4 203.4 24.3

トルコ 69.8 62.6 ▲10.3 78.0 25.0 98.6 26.4

ノルウェー 54.1 42.3 ▲21.8 74.5 75.3 160.7 115.7

日本 62.9 54.9 ▲12.7 62.3 13.3 69.7 11.9

韓国 47.4 44.1 ▲7.0 55.4 25.6 71.7 29.2

インド 39.6 33.1 ▲ 16.4 46.2 40.0 67.4 45.9

ASEAN 125.4 120.5 ▲ 3.9 136.5 13.3 179.0 13.1

域外輸入



 

85 

 

相手国（日本や韓国など）は EU にとって外せない大きな市場規模ではあるが、成熟した

市場であること、国際政治問題を抱える国もあることの理由から、参入余地は限られてい

る。他方、ASEANは世界的に成長が期待できる東南アジア諸国の市場があり、EUのよう

な単一市場を目指している地域で、EU の FTA 政策とのシナジー効果が発揮できる地域で

あると考えるからである。上記表 5-4 や下記図 5-6 から分かるように EU と ASEAN の貿

易は ASEAN の輸入超過が続き、EU からの輸出額は ASEAN のそれの半分程度である。

サプライチェーンの一環として素材・中間財の輸入があることや、購買力が開発途上の国

もある、といった要因はあろうが、EU は将来的な発展を見据え、先行投資として EU の

商品ブランドの売込みを強化すべきであろう。 

 

図 5-6. 対 ASEAN 貿易 

 

注．2020 年からは英国を抜いた EU27 の数値 

出所：Eurostat より筆者作成 

 

品目別に内訳を見てみよう（表 5-5）。EU の輸出額で多いのは機械・輸送機器（2022 年

割合 40.4％）、化学製品（同 21.9％）などの製造品である。EUの輸出額で順調に伸びを示

しているのは食品・飲料（同 9.3％）である。この分野にEUの商品ブランドの強みがある

と考える。同様にEUの輸入額で多いのも機械・輸送機器（同 42.2％）、その他製造品（同

33.0％）となっている。金額ベースでは 2 倍以上の製造品が EU に輸入されており、製造

品供給の拠点としての ASEAN の重要性が分かる。原材料（Raw materials）も EU の輸

入額（同 114 億 400 万ユーロ）は輸出額の 3 倍以上が続いている。さらにエネルギー

（Mineral fuels など）の輸入額は 2022年に急増（18 億 1,040 万ユーロ→46 億 4,480 万ユ

ーロ）し、サプライチェーン上流での ASEAN の役割が増していることが読み取れる。 
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表 5-5. EU・ASEAN 間の品目別貿易 

（単位：100 万ユーロ） 

 

 

出所：Eurostat より筆者作成 

 

国別にみると、FTA 締結済のシンガポール（2019 年 11 月発効）はアジアのゲートウェ

イの色合いもあり、EU からの輸出のほうが多いが、ベトナム（2020 年 8 月発効）はサプ

ライチェーンの一角として輸入超が顕著である（図 5-7）。現地の所得増による消費市場の

登場に伴い、ベトナム、タイ、マレーシア、インドネシアには EU 製品の輸出潜在性が存

在する。EU ベトナム FTA により対ベトナム輸出が今後どれくらい伸長するか注目である。

EU にとって ASEAN 各国は重要な EU 向け生産地であると同時に、EU 商品の販売先とし

て開拓の余地が多く残された地域であるといえよう。FTA 交渉の経緯や可能性については

後述する。 
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図 5-7. EU・ASEAN 主要国の財貿易額推移 

（単位：100 万ユーロ） 

 

注1. 左から 2015EU 輸出・EU 輸入→2021 年 EU 輸出・EU 輸入） 

注2. 2020 からは EU27 の数値 

出所：Eurostat より筆者作成 
 

第 3 節 進化する ASEAN との経済関係 

EU と ASEAN の経済関係を考える上で、両地域間の歴史を振り返ってみたい。欧州と

ASEAN 諸国の経済関係は長い歴史を有する。中世の香辛料を中心とした東方貿易、15 世

紀以降のポルトガル、欧州列強の東南アジア進出による独占的貿易、そして 20世紀まで続

く植民地時代である。ウォーラーステインの「近代世界システム」と呼ばれる、国際分業

体制による従属的関係がこれらの時代に構築され、両地域間のサプライチェーンの原型に

もなった。欧州発の資本主義の各種制度がこの時代に東南アジアに移植されたが、欧州が

ASEAN 諸国を経済的に「搾取」するという一方的な関係であった。第二次世界大戦後に

諸国が独立し、1967 年の ASEAN 発足、2015 年の ASEAN 経済共同体への進化と、同地

域が地域統合により経済力を高めてきた。ASEAN 諸国と欧州の関係は一方的なものから、

双方が利益を分かち合うパートナーシップに徐々に変容していった。 

EU と ASEAN は 1972 年に非公式な外交関係、1977 年には公式な外交関係を樹立した

（注7）。2022 年は外交樹立 45 周年として初めて EU・ASEAN 首脳会議が開催された。この

目的については後述する。EU は経済統合の先輩として ASEAN の経済統合への支援・協

力を続けてきた。1996年に始まったASEM（アジア欧州会合）の枠組みにおいては、様々

なテーマでの地域間対話が行われており、政治・安全保障・経済など相互理解の場として

重要な役割を果たしている。EU の意識変革のターニングポイントとなったのは欧州委員
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会の 1994 年政策文書「新アジア戦略に向けて」であり、「成長するアジアのバスに乗り遅

れるべきでない」と警鐘を鳴らした（注8）。近年では、EU は 2015 年の新アジア戦略「EU

と ASEAN：戦略目的を有したパートナーシップ」、2017 年には「第二次 EU－ASEAN ア

クションプラン（2018-2022 年）」（注9）を発表し、ASEAN の経済統合を強力に支援する姿

勢を示した。2014 -2020 年には ASEAN 経済統合のため 2 億ユーロの支援金を提供（注10）

している。これら支援の背景には、非関税障壁の低減などの ASEAN の高度な経済統合が

EU のビジネスに直結するためである。 

2020 年 5 月に発表された EU と ASEAN の協力進展を記した「EU-ASEAN ブルーブッ

ク 2020（注11）」に付けられたタイトルは「Natural Partners」であった。そして 2020年12

月、EU と ASEAN は「EU・ASEAN 戦略パートナーシップ（Strategic Partnership）」

を締結し、両国間の協力関係をアップグレードした。「経済」「安全保障」「持続可能な連

結性」「持続可能な発展」の 4 つの分野に注力するとし、法の支配による国際秩序、効率的

で持続可能な多国間主義、自由・公平な貿易の実現を目指して両地域間で協力するとした

（注12）。これに呼応するように、EU-ASEAN ブルーブックの 2021 年のタイトルは

「Strategic Partners」という表現になった（2022 年も同じタイトル）。2016 年に始まっ

た本ブックのタイトルが「Development Cooperation」から「Cooperation」、「Natural 

Partners」そして「Strategic Partners」と変わってきたことからも読み取れるように、

EU と ASEAN の協力関係は「一方的な支援」という段階から、切っても切れない「平等

で相互依存的な関係」になっている。 

2020年のブルーブックの中で EU は次を強化するとした。a)ASEAN 加盟国との FTA、

b)持続的・包括的な経済統合と貿易（ARISE+）（多面的運輸、非関税障壁低減、航空、GI、

インテリジェント交通など）、ｃ)グリーン・ディール（グリーンテクノロジー、スマート

グリーンシティーなど）。特にグリーン・ディールは EU 現体制の優先政策であり、

ASEAN にも早期に広め、グリーンテクノロジーに強みを有す EU 企業のビジネスチャン

スを後押ししようという意図が透けて見える。 

2022 年のブルーブック（注13）では上記を強化する内容に加え、欧州委員会のウルピライ

ネン国際パートナーシップ担当委員は、ASEAN の COVID-19 対策としてワクチン提供や

人的貢献を含め 8 億ユーロの支援を行っていることを強調する。また、ディーセント・ジ

ョブ（働きがいのある人間らしい仕事）やグリーン・持続可能な発展を共に目指すこと、

そのために 2021 年 11 月に「グリーン・チームヨーロッパ・イニシアティブ」を ASEAN
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との間に立ち上げたこと、両地域間のよりよい貿易や経済的、人々の関係性に関する投資

を推進するための「グローバル・ゲートウェー・イニシアティブ」の重要性を述べている。 

地域統合で優先的に協力する分野は図 5-8 のとおりである。これらの支援は、EU の多

年次財政枠組み計画（2021～2027 年）における新資金調達手段である「グローバル・ヨ

ーロッパ（近隣・開発・国際協力手段）」によって実行される。さらに「インド太平洋戦

略」「欧州グリーン・ディール」「グローバル・ゲートウェー」などの大きな戦略が紐づい

ており、様々なスキームを複層的に投入し、厚みのある内容に発展してきた。近年、いか

にEUがASEANを重視し、安全保障・経済成長・持続可能な社会の文脈から同地域をEU

側に取り込んでいこうとしているかが透けて見える。 

 

図 5-8. EU-ASEAN の協力分野 

 
出所：駐 ASEAN 欧州連合代表部（2022）；“EU-ASEAN Strategic Partnership Blue Book 2022” 

 

2022 年 12 月、両地域間にとって歴史的に大きな意味を持つ行事が開催された。 

外交樹立 45周年を記念し、初の EUと ASEANの首脳会議（サミット）がブリュッセル

で開かれ、両地域の首脳が 2020 年の EU・ASEAN 戦略パートナーシップの内容を再確認

し、具体的なアクションプラン（2023-2027）（注14）を発表した。23 頁に及ぶ内容は包括的
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で 5 つの大項目から構成される。 

① 政治・安全保障協力 

② 経済協力 

③ 社会・文化協力 

④ 横断的（cross pillar）な協力 

⑤ アクションプランのフォローアップ 

 

ここでは②経済協力について取り上げる。同項目は「貿易の拡大・ビジネスと投資」

「知的財産権」「官民パートナーシップ（PPP）」「零細・中小企業」「交通・エネルギー・

デジタルエコノミー・技術」「食品・農業・漁業・林業の協力」「研究・イノベーション・

科学技術」「競争法・消費者保護」の分野について強化や協力を網羅的に掲げている。

EU・ASEAN の FTA については、「棚上げになっている問題点を精査し、二国間 FTA を

考慮しながら、合同ワーキンググループの作業を前進させる方法を探る（explore ways to 

move forward the work of the Joint Working Group）」という控えめな表現となっている。

さらに両地域間の貿易をデジタル貿易や投資など、（FTA ではない）代替的なイニシアテ

ィブで深めることを探るとする。サミットの共同声明（注15）ではミャンマーの危機的な状

況を懸念するといった趣旨を１ページ近く使って表明しており、同問題が解決しない限り

EU・ASEAN の FTA 交渉は大きくは動かないであろう。 

 

表 5-6. EU・ASEAN の主な外交・経済関係 

1972 非公式な外交関係  

1977 公式な外交関係樹立 

1994 欧州委員会の政策文書「新アジア戦略に向けて」発表 

1996 ASEM（アジア欧州会合）の枠組み設置 

2007 「ニュルンベルク宣言」 

（EU・ASEAN パートナーシップ強化） 

2012 第一次 EU・ASEAN アクションプラン（2013-2017 年） 

2015 在 ASEAN 欧州代表部設置 

新アジア戦略「EU と ASEAN：戦略目的を有したパート

ナーシップ」 

【EU-ASEAN ブルーブ

ックのタイトル】 

2016～2017 

Development 

Cooperation 

2018～2019 

Cooperation 

2020 年 

Natural Partners 

2021～2022 年 

Strategic Partners 

2017 第二次 EU・ASEAN アクションプラン（2018-2022 年） 

2020 「EU・ASEAN 戦略パートナーシップ」 

 

2022 初の EU・ASEAN の首脳会議（サミット） 

第三次 EU－・ASEAN アクションプラン（2023-2027） 

出所：EU 機関各所から筆者作成 
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また、わざわざ項目を建てて「零細・中小企業の強化」をうたっていることも特徴の一

つである。ファイナンス・イノベーション・サステイナビリティー・強靭で競争力のある

零細・中小企業のベストプラクティスを両地域間で共有し、デジタル経済を含めた政策や

規制枠組みの交換を奨励するとしている。共同声明では EU の決まり文句である「中小企

業は経済の屋台骨(Backbone)」という言い回しを ASEAN の経済にも適用し、同様だと中

小企業支援の必要性を強調している。これらアクションプランや共同声明を読む限り、同

サミットを契機に両地域間の協力関係は次世代型にレベルアップしていることが分かる。 

ビジネス界の期待も高い。ビジネスヨーロッパはサミット開催の同日に声明を発表（注16）

し、インド太平洋の地政学的・経済的な重要性が増しているとしながら、ASEAN との地

域体地域のアプローチは現在の選択肢としては無く、FTA 交渉中のインドネシア、マレー

シア、フィリピン、そしてタイとの個別国との交渉再開の努力を加速すべきと EU に求め

ている。 

 

（再掲）図 5-9. EU・ASEAN 主要国の財貿易額推移 

（単位：100 万ユーロ） 

 

注 1. 左から 2015EU 輸出・EU 輸入→2021 年 EU 輸出・EU 輸入） 

注 2. 2020 からは EU27 の数値 

出所：Eurostat より筆者作成 

第 4 節 二国間 FTA にシフトする EU の方針 

EUとASEANならびにASEAN各国とのFTAについて経緯を紹介する。EUとASEAN

は 2007 年に交渉を開始し 2009 年までに 7 度の FTA 交渉を行ったが中断。2017 年に交渉

再開の準備に合意（注17）し、合同ワーキンググループが 3回協議したが、その後は棚上げ状
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態が続いている。ASEAN 加盟国間の経済レベルの格差、市場開放に対する意識の違い、

ミャンマーの人権問題などが主な障害となっている。 

EU は各国別の交渉に舵を切り、一定の成果を出している。2019 年 11 月シンガポール

発効、2020 年 8 月ベトナム発効、インドネシアとは 2016 年から交渉中である。タイ、フ

ィリピン、マレーシアは政治問題などにより一時交渉を中断している。 

サプライチェーンの観点からは、タイは中国、インド、日本と FTA を締結しており、

EU 企業がタイにおいてレベルプレイングフィールドで劣後しているという問題意識を EU

は有している。タイとは 2013年に FTA 交渉を開始し、7 回の交渉を行ったが 2014 年の軍

事クーデターにより中止となった。2022年 12月の EU・ASEAN サミットの機会を捉え、

パートナーシップ・協力協定（PCA）（注18）に署名を行い、環境・エネルギー・気候変動・

貿易投資・労働人権・中小企業支援などの広い分野について協力を約束している。協定の

文書には双方の貿易の重要性は数多く記述されているが、FTA 交渉については触れられて

いない。そんな中 2023 年 1 月、タイ政府は FTA 交渉を再開するための国内手続きにタ

イ・EU双方が合意したと発表した。タイにとってEUは 4番目に大きな貿易相手国で（中

国、米国、日本に次ぐ）、重要な地域であり、タイは FTA 締結に積極的である。2022 年の

タイの対 EU 貿易総額は前年比 2.9％増の 410 億 3,800 万ドルとなり、タイの貿易全体の

7％を占めている。EU のタイ輸入額（タイにとって輸出）は 5.2％増の 227 億 9,400 万ド

ルで、主な品目はコンピュータ・同部品、自動車・同部品、エアコン・同部品、ゴム製品、

宝石・貴金属、鶏肉加工品である。一方 EU のタイ輸出額は 0.1％増の 182 億 4,400 万ド

ルで、主な品目は機械類、化学・医薬品である（注19）。 

在タイの欧州企業により構成される駐タイ欧州商工会議所（EABC）の欧州ビジネスポ

ジションペーパー2022 年版（注20）では、EU・タイ FTA が締結されると EU のタイ輸出は

年率 2.81％増、タイの EU 輸出は 2.83％増するというタイ政府の試算を紹介している。

FTA は製造業の生産コストを下げることに加え、交通・金融・保険のサービスセクターの

アップグレードも可能にすると期待を寄せる。EU・タイの FTA は環境・人権保護・責任

ある企業行動などの広範で深化した新しい分野の高水準のものにすべきとした。貿易活性

化のみならずビジネス執行環境の改革（reforms for ease of doing business）に FTA をす

べきと注文を付ける。同ペーパーでは中小企業について章立てして取り上げ、抱える問題

点を述べている。EABC のメンバー構成は 50％が中小企業である。欧州の中小企業がタイ

側にしっかり認識されておらず現地の中小企業に比して不利益を被っているため、「現地
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中小企業と同様な扱い・便益を受けられるように調整すべき」と指摘する。EABC は欧州

の中小企業のタイ進出やその逆も歓迎しており、そのためには中小企業の国際化を支援す

る EU のスキームの活用を述べている。EU・タイ FTA の決着（finalised）を 2023 年と予

期しており、FTA 締結が実現すれば上記の効用や課題解決につながるであろう。 

フィリピンとは 2015 年に FTA 交渉が始まり、2017 年までに 2 回の協議を行った。初期

の協定テキスト案を EU は提示している（注21）。9 つのトピックスから構成され、原産地規

則、競争法、中小企業、関税・貿易、知的財産権、公共調達といった標準的なものである

が、近年 EU が注力する貿易と持続可能な開発（TSD）についても別途議論している（注22）。 

FTA が経済・社会・人権・環境に将来与える影響を調べる「持続可能性インパクト評価

（SIA）」は完了（注23）しているものの、その後の交渉日程は明示されていない。フィリピ

ンの政府系メディアの報道（2023 年２月 23 日）（注24）によるとフィリピンは EU の GSP+

（Generalized Scheme of Preferences Plus）適用が 2023 年に終了する予定であり、フィ

リピン政府の調査によると輸出の 26％が GSP+の恩恵を受けているため、フィリピン側は

更新を求めている。それと同時に FTA 交渉を再開させたいとフィリピンを訪問した EU 議

会メンバーに要請した。EUの企業も同国とのビジネス拡大に意欲的である。2022年12月

のEU・ASEAN首脳会合と同日に、ビジネスヨーロッパはフィリピンのマルコス大統領や

貿易大臣を迎えてフィリピンのビジネスミッションとのラウンドテーブルをブリュッセル

で開催（注25）した。同国の増加する再生可能エネルギーのインフラや原材料・豊富な人材

などの重要資源に EU ビジネス界は注目する。 

マレーシアとは 2010 年に FTA 交渉を開始し 7 回協議し、包括的・野心的な合意を目指

していたが、2012 年にマレーシア側の要望により中断となっている（注26）。2016～17 年に

FTA 交渉再開のための棚卸し作業（stocktaking exercise）が行われた。フィリピンと同様

に SIA も完了（注27）している。2021 年、マレーシアの新政権が高度でオープンな FTA 交

渉の意向を示していた（注28）が、2022 年の政権交代により交渉再開の目途は立っていない。 

2023 年 3 月時点で交渉が最も進んでいるのはインドネシアである。2016 年に交渉が始

まり 2023年 2 月に 13 回目の協議が行われた。25 のテーマで協定テキスト案が EU から提

示されており、原産地規則、競争法、中小企業、関税・貿易、知的財産権、公共調達に加

え、貿易及び持続可能な開発、デジタル貿易、越境データフローなどハイレベルな内容と

なっている。13 回目の協議において、「規制に関する良い慣行（Good Regulatory 

Practices）」の章と「地理的表示」のセクションが合意に至ったと発表（注29）している。こ
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れらの経緯から基本合意はそう遠い日では無いことが予想できる。EU 企業はインドネシ

ア市場を十分に開拓できていない可能性がある。図 5-9 は ASEAN 主要国との財貿易額の

推移の再掲である。EU の輸入では、サプライチェーンの一環の品目や消費財がありマレ

ーシア、ベトナムからの輸入がインドネシアに比べてかなり大きい。適切な品目の輸入も

EU の経済には重要ではあるが、この際輸入については一旦脇に置いておいて、ここでは

EU の輸出に注目したい。インドネシアは ASEAN の中で人口（約 2.8 億人）や GDP は最

大である。シンガポール経由で最終仕向地インドネシアの輸出品目も一定額あろうが、イ

ンドネシア輸出額はタイ、ベトナム、マレーシアよりも少ない傾向が続いている（表 5-7）。

インドネシアの半分程度の GDP しかないフィリピンと大差ない輸出額に留まっている。

インドネシアの成長性や購買力を考えると、EU 企業がこれから開拓する余地が特に残さ

れている国であろう。この観点からも EU・インドネシアの FTA 交渉が他に先んじて進展

していることは納得がいく。協定テキスト案のファクトシート（注30）では「EU の中小企業

のインドネシア市場参入を増やしたい」と明記されており、サプライチェーン・公共調

達・E コマース分野に注目している。EU の中小企業の参入（直接投資）が増えれば、イ

ンドネシアでの雇用を創出するとしており、双方にメリットがあると主張する。 

 

表 5-7. EU・ASEAN 財貿易額推移     

                 （単位：100 万ユーロ）  

 

出所：ユーロスタットより筆者作成 

第 5 節 期待高まる EU・ベトナム FTA 

2020年 8 月、約 8年間の交渉を経て EU・ベトナム FTA が発効した。17 の章（注31）から

構成され、物品の市場アクセス、関税・貿易、貿易の技術的障壁、再生可能エネルギー分

野の貿易投資の非関税障壁、投資の自由化・E コマース、政府調達、競争法、知的財産権

（原産地規則）、貿易及び持続可能な開発などと包括的な内容となっている。EU にとって、
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アジアの開発途上国との初の FTA となるため、今後の開発途上国との FTA の標準形にな

るであろう。 

近年 EU が力を入れている中小企業に関する独立章は無いが、中小企業については全ト

ピックスから恩恵を受けられるということだろう。EU は同 FTA のベネフィット（注32）と

して関税撤廃、規制障壁・行政手続きの軽減、地理的表示による保護、サービス分野や公

共調達の開放を挙げる。ベトナム側は 10年、EU側は 7年かけて、双方で 99％の関税が撤

廃される。EU は撤廃期間の差をベトナムが開発途上国であることを考慮したとしている

（注33）。ベトナム側（EU にとって輸出）は 65％が即時撤廃された。例えば機械・電気製品

（最高税率 35％）、約半分の医薬品（同 8％）、繊維製品（同 12％）、約 7 割の化学品（同

5％）などである。また、非関税障壁では EU の自動車認証の適合をベトナムに発効 5年後

に認めさせた。同内容は日 EUEPA の交渉時にも取り上げられたものと類似する。EU は

農産品・食品分野でビジネスチャンスが多いとする（注34）。関税では、ワイン（関税撤廃ス

ケジュール9年、最高税率50％）、チーズ（同3年、10％）、牛肉・羊肉（同3年、30％）、

オリーブオイル（同 3 年、20％）となっており、フェタ・パルミジャーノレッジャーノチ

ーズ、ポルト・リオハワインなど 169 の EU の地理的表示が保護されることとなった。

2023 年 8 月に上記 3 年の撤廃スケジュールが終わるため、23 年後半から輸出が上向くか

注目である。 

EU 企業は直近のベトナムとの FTA に高い期待を寄せている。ビジネスヨーロッパは

「本 FTA は開発途上国との最初の包括的なものであり、EU と ASEAN の経済統合への試

金石である。EU が地政学的な戦略を強化するためには、アジアでの存在感を高める必要

がある」「欧州企業が（ベトナムと通商協定を有する）他国企業と公平な競争条件となっ

た。欧州の価値観や規範（環境や労働基準等）を ASEAN に普及することにもつながる」

（注35）とその意義を強調する。この欧州の価値観や規範について EU ベトナム FTA の果た

した役割について一部のアカデミアは論を展開している。貿易と持続可能な開発（TSD）

条項は EU が近年の FTA で熱心に取り組んでいる分野であるが、Marslev らの研究（注36）

によると TSD はこれまで大した成果を出していなかった（poor track record）と指摘する。

しかし、ベトナムとの交渉においてベトナムは ILO の中核的労働基準のいくつかを順守す

べく、国内法を改定した。Marslev らは大きな成果であり、また自由貿易主義が懐疑的に

なる中で、TSD を EU の通商交渉の武器にしたベトナムでの成果は、欧州委員会の EU 内

での交渉力を回復することになっていると結論付けている。 
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欧州商工会議所は EU が近年注力する地理的表示（GI）を取り上げ、「本 FTA は相互の

公共調達・サービス市場へのアクセス改善や非関税障壁の低減のみならず、リオハワイン

やフェタチーズなどのGI保護において、欧州企業のビジネス機会が拡大する」と期待感を

示した（注37）。さらなる要望として「インドネシアやタイなどのキーマーケットとの FTA

締結も望む」と注文を付けた。ベトナム商工会議所のホームページでは EU とのビジネス

イベントが相次いでいることが確認できる。22年 11月デンマーク（135 社）（注38）、23年 2

月チェコミッション団受け入れ（構成員 19 名）（注39）、23 年 2 月ドイツ（注40）などである。 

他方、発効後 2 年経ち、効果を調査したレポートでは課題も明らかになってきている。

ジェトロによると、ベトナム商工会議所が開催した効果検証セミナー（2022 年 11 月）で

は、EU のベトナム輸出額（2020 年 8 月～22 年 7 月）は発効前 2 年間（2018 年 8 月～20

年 7 月）の 280 億ドルから 16.1％増の 325 億ドルになった。ベトナムの EU 輸出額は同

706 億ドルから 18.4％増の 836 億ドルと拡大した（注41）。 

他方、EU 側の統計で COVID-19 前の 2019 年と 2021 年のデータを確認すると、EU の

ベトナム輸出額は▲9.7％、ベトナムの EU 輸出額は▲3.5％となり、COVID-19 前の水準

には戻っていない（表 5-7）。ただし、EU の輸出額では、FTA 未締結のインドネシア（▲

21.6％）・マレーシア（▲18.9％）・フィリピン（▲13.9％）に比べて、ベトナムの減少幅

は小さく、EU ベトナム FTA が輸出を下支えした可能性がある。 

ベトナム商工会議所のセミナーでは、ベトナム企業のFTA利用率は 40.8％であったが、

その内訳は在ベトナムの外資系企業のほうが割合は高かったと分析している。 

ベトナム地場企業の理解不足や原産地規制を満たさない製品の存在という課題があると

している。EU ベトナム FTA には持続可能な発展や関税など 9 つのトピックスで国内アド

バイザリーグループ（DAG）などの協議体を配置しており、発効後の課題や効果的な運用

を逐次議論していくことが求められる。 

まとめ 

これまで ASEAN から加盟国別の FTA について述べてきた。加盟国別に FTA を締結し

ていくことは EU という行政機関としては現実的かつ迅速な解かもしれない。しかし、

ASEAN という経済共同体が存在するのであれば、究極的には EU と ASEAN で FTA が締

結されることが望ましい。ASEAN ビジネスに従事する欧州企業が集う EU-ASEAN ビジ
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ネスカウンシルの 2022 年の会員向け調査（注42）によると、97％が「ASEAN や加盟国との

FTA交渉加速を希望」(2019年は94％)としており、極めて高い水準にある。さらに、85％

が「二国間 FTA よりも EU・ASEAN の地域・地域の FTA を望む」とする。会員企業が

FTAに解決を求める内容は「関税の撤廃」が1位で、「非関税障壁の撤廃」と続く。また、

EU の政策で ASEAN に影響力を行使できる分野として「持続可能性」（31％）、次いで

「貿易・投資」（26％）、「デジタル経済」（17％）と回答している。EU の通商戦略とこれ

らの分野の政策が相乗効果を図り、ビジネス界のニーズを踏まえながら国別または

ASEAN 地域全体として FTA を拡充させ、中小企業含めた EU 企業のビジネスが発展する

ことを期待したい。 
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